
 

 

 

 

 

 

 

 

日本放送協会平成１４年度業務報告書 
 

 



目         次 

 

第１章  事 業 の 概 況  １ 

第２章  放 送 番 組 の 概 況 １０ 

第３章  放送番組に関する世論調査及び研究 ３２ 

第４章  営業及び受信関係業務の概況 ３６ 

第５章  視聴者関係業務の概況 ４０ 

第６章  放送設備の建設改修及び運用の概況 ４４ 

第７章  放 送 技 術 の 研 究 ４７ 

第８章  業務組織の概要及び職員の状況 ５１ 

第９章  財 政 の 状 況 ５７ 

第10章  子 会 社 等 の 概 要 ６１ 

第11章  そ の 他 ６３ 

 

資     料 ６５ 

 

（注） 第１章及び第９章に記載の金額については、単位未満の 

  端数を切り捨てて表示している。 



－１－ 

第１章 事 業 の 概 況 
 

 日本放送協会は、公共の福祉のために、あまねく日本全国において受信できるように豊

かで、かつ、良い放送番組による国内放送を行い又は当該放送番組を委託して放送させる

とともに、放送及びその受信の進歩発達に必要な業務を行い、あわせて国際放送及び委託

協会国際放送業務を行うことを目的として、放送法に基づき設立された法人である。 

（協会の沿革 資料１） 

 協会は、平成１４年度の事業運営にあたり、景気の低迷が続く極めて厳しい経営環境の

下で、「ＩＴ時代のＮＨＫビジョン」を踏まえ、経営財源の確保と業務全般にわたる効率

的な運営にいっそう努め、財政の安定を図りつつ、事業計画の着実な遂行に努めた。 

業務の運営にあたっては、デジタル化の進展の下で、視聴者の負担する受信料によって

支えられる公共放送の使命と責任を深く認識し、視聴者の信頼と要望にこたえて、地上放

送の充実刷新、ハイビジョン放送をはじめとする衛星放送の充実と普及促進、テレビジョ

ン国際放送（映像による委託協会国際放送業務）の充実、新しい放送技術の研究開発、地

上デジタルテレビジョン放送の開始に向けた諸整備など各部門の事業活動を積極的に進め、

放送を通じて国民生活の充実と文化の向上に資するよう努めた。 

 本年度における協会の業務運営の状況を概観すれば、次のとおりである。 

 

(1) 国内放送 

 地上放送では、テレビジョンにおいて総合放送及び教育放送、ラジオにおいて第１放送、

第２放送、ＦＭ放送の計５波で放送を実施した。衛星放送では、ハイビジョン放送、衛星

第１放送（衛星第１テレビジョン）、衛星第２放送（衛星第２テレビジョン）を、デジタ

ル方式による委託国内放送業務（衛星デジタル放送）及びアナログ方式による放送それぞ

れにおいて実施した。 

 放送番組の実施にあたっては、視聴者の意向を積極的に受け止め、公共放送の使命に徹

し、公正な報道と多様で質の高い放送番組の提供に努めた。特に、日朝首脳会談やイラク
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戦争など内外の重要ニュースの放送に際しては、ニュースの特設や時間延長、関連番組の

集中的な放送等により、正確かつ機動的な報道と問題点の解明に努めた。 

 地上放送については、テレビジョンにおいて、総合放送で、平日午後１１時台を全面的

に刷新したほか、ＮＨＫスペシャル、クローズアップ現代等で視聴者に関心の高い内外の

諸課題を集中的、機動的に放送するなど、放送番組の充実を図った。教育放送では、土曜

午前の時間帯や学校放送番組の刷新等を行った。ラジオにおいては、第１放送で、土曜午

前の編成を刷新したほか、地域情報の全国発信を強化した。第２放送では、語学番組を刷

新したほか、在日外国人向けのサービスを強化した。ＦＭ放送では、生放送番組等を強化

したほか、放送時間帯ごとに音楽の分野に統一感をもたせた。地域放送については、テレ

ビジョン総合放送において、近畿・中京地域の各放送局で県域放送を行うなど、地域に密

着した放送の充実に努めた。 

 衛星放送については、デジタルハイビジョン放送で、高画質、高音質、高機能の特性を

生かした番組を編成するとともに、デジタル技術の新しい利用方法の開発、普及に向けた

柔軟な編成を随時実施した。衛星第１放送では、スポーツ中継を強化したほか、週末夜間

編成を刷新した。衛星第２放送では、地上放送の難視聴解消に資する番組を編成するとと

もに、視聴者参加番組、公開番組を強化するなど、衛星独自番組の充実を図った。 

 テレビジョン放送の音声による補完放送については、ステレオ放送、２か国語放送、解

説放送をテレビジョン各波の一部番組で実施した。衛星放送では、高音質のＢモードステ

レオ放送、臨場感あふれる５.１サラウンド放送、２か国語放送や解説放送のステレオ放

送を実施した。解説放送は、視覚障害者向けの番組を中心に実施した。テレビジョン放送

の文字・データ等による補完放送については、字幕放送、文字放送、データ放送を実施し

た。字幕放送では、総合放送、教育放送、デジタルハイビジョン放送、衛星第２放送で聴

覚障害者や高齢者に向けた字幕サービスを実施した。データ放送では、衛星デジタル放送

において、ニュース、気象情報等を実施した。ＦＭ放送の文字による補完放送（ＦＭ文字

放送）については、６項目の番組を実施した。 

 補完放送のほか、衛星デジタル放送において、番組情報を一覧できる番組ガイドを実施
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した。 

 放送時間（１日平均）は、テレビジョンで、総合放送２４時間００分、教育放送２３時

間４２分、デジタルハイビジョン放送２４時間００分、衛星第１放送２４時間００分、衛

星第２放送２４時間００分、ラジオで、第１放送２４時間００分、第２放送１９時間３６

分、ＦＭ放送２３時間５１分であった。 

 放送番組の編集にあたっては、国内番組基準に準拠するとともに、放送番組審議会等の

意向を尊重し、あわせて、世論調査結果、モニターによる番組評価等を通じて視聴者の意

向を的確に受け止めるよう努めた。放送番組の考査についても、国内番組基準にのっとり

厳正に行った。 

 このほか、放送を補完する観点から、放送番組補完インターネット利用計画に基づき、

インターネットを利用した情報提供を行った。放送番組の保存、管理、活用を一元的に行

うＮＨＫアーカイブスの運用を開始した。外部プロダクションとの番組制作委託取引にお

ける自主基準を定め、公表した。 

 

(2) 国際放送 

 テレビジョン国際放送については、衛星を使用して、全世界に向けた同一の番組編成に

よる放送として、１日平均２３時間５８分の放送を日本語及び英語等により実施した。ま

た、受信が容易で、現地の生活時間に合わせた番組編成の放送として、北米向けに１日平

均７時間０８分、欧州向けに１日平均７時間３８分の放送を日本語及び英語により実施し

た。放送番組については、国際放送にふさわしい番組を国内放送から抜粋して編成すると

ともに、国際放送独自の番組を編成した。 

 ラジオ国際放送（音声による国際放送）については、放送法に基づく国際放送実施命令

によるものと一体として、世界の１７の放送区域に向け、１日６５時間（一般向け放送３１

時間、地域向け放送３４時間）を基本とする放送を２２の言語により、短波放送で実施し

た。放送番組については、報道番組及びインフォメーション番組の充実刷新を図り、内外

の重要ニュースについて正確かつ迅速な放送に努めるとともに、日本及び日本人に対する
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理解促進に役立つ番組等の実施に努めた。なお、イラク戦争に際し、１５年３月、中東・

北アフリカ向け日本語放送の放送時間を臨時に拡大し、１日２４時間放送とした。アラビ

ア語及びフランス語放送についても、臨時に放送時間を拡大した。 

 ラジオ国際放送の受信状況の改善を図るため、ガボン・モヤビ送信所等７か所からの海

外中継放送を実施した。 

また、放送番組を補完し、国際相互理解の促進を図る観点から、インターネットによ

る外国語でのニュース・情報の提供を行った。 

 

(3) 放送番組の国際交流 

 放送番組の国際交流を積極的に推進し、海外への番組提供のほか、放送番組の共同制作

や交換を行った。 

 衛星伝送による番組提供については、全世界をカバーする１日２４時間の配信により、

アジア・太平洋、南北アメリカ、欧州地域等の放送事業者等に対して行った。 

 

(4) 調査研究 

 放送番組及び放送技術の両分野にわたって調査研究活動を推進し、放送番組については、

テレビジョン・ラジオ番組の視聴率調査をはじめとする各種世論調査を行ったほか、地上

デジタル放送に関する総合的な調査研究等を進めた。放送技術については、統合デジタル

放送の高度化の研究、人にやさしい情報バリアフリー技術の研究等を進めた。 

調査研究の成果は、放送の実施等にあたり活用したほか、広く一般の利用に供するよう

努めた。また、外部に対し、各種の技術協力を行った。 

 

(5) 営業活動 

 新しい営業コンピューターシステムの導入や、視聴者からの諸届け手段の多様化、間接

集金の促進等により、効果的、効率的な営業活動を推進するとともに、視聴者に接する契

約・集金取扱者の対応能力の向上を図り、放送受信契約の増加と受信料の確実な収納に努
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めた。特に、衛星放送については、衛星デジタル放送の自動表示メッセージ機能の活用な

どにより、受信の普及と衛星契約の締結促進に努めたほか、公開番組等と連動した施策を

集中的に展開した。 

 年度末における放送受信契約件数は、カラー契約２,５９３万（うち有料の受信契約は

２,４８２万）、普通契約４５万（同４１万）、衛星契約１,１５７万（同１,１５２万）、契

約総数３,７９５万（同３,６７５万）であった。年度内の衛星契約の増加は４１万（同 

４１万）、契約総数の増加は２７万（同２３万）であった。なお、契約総数増加計画の達

成状況は６２.１％であった。 

 このほか、高層建築物等による受信障害の予測、調査、改善方法の技術指導を行うなど、

受信環境の維持・改善のための諸活動を推進した。 

 

(6) 視聴者関係諸活動 

 視聴者との結びつきをいっそう強化するため、「公開と参加」の理念の下に、視聴者関

係業務を総合的に推進した。 

 広報活動として、広報番組、視聴者との交流・ふれあい活動等を実施して、衛星放送を

はじめとする放送番組の視聴促進や、事業活動の現状、受信料制度等についての理解促進

に努めた。 

 理解促進・意向吸収活動として、視聴者会議、視聴者懇談会の開催や視聴者ふれあいセ

ンター等における対応を通じて、視聴者の意向を積極的に受け止め、業務に反映するよう

努めた。問い合わせの多い事項については、インターネットホームページに回答を掲載し、

視聴者の利便向上を図った。 

 公共放送として、視聴者に対する説明責務を果たす観点から、ＮＨＫ情報公開基準に基

づく情報公開を推進した。視聴者からの開示の求めに対しては、迅速かつ的確な対応を行

うよう努めた。また、各放送局等での備え置き公開文書を拡充するとともに、インター

ネットホームページへの掲載を進めるなど、経営・事業内容を積極的に提供した。 

このほか、公開番組等の全国各地での実施や、放送番組の利用促進のための諸活動を
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推進した。 

 

(7) 放送設備の建設及び運用 

 地上デジタルテレビジョン放送については、１５年１２月の東京、大阪、名古屋の三大

都市圏における放送開始に向けて、放送所設備及び送出設備の整備を進めた。このほか、

社団法人デジタルラジオ推進協会による地上デジタル音声放送の実用化試験放送の開始に

備え、設備の整備を進めた。 

衛星デジタル放送については、受託放送事業者である株式会社放送衛星システムに委

託して実施するとともに、同社に対して、同一軌道上の複数衛星管制や衛星調達に関する

技術協力を行い、放送の安定的実施に万全を期した。 

地上放送網の整備については、ラジオ第１放送で放送局３局を開設したほか、ＦＭ放

送で放送局２局を開設した。 

 また、ニュースセンターやヨーロッパ総局等における取材制作設備等のハイビジョン化

整備を行うなど、良質な放送を確保するため、放送設備の改善及び老朽設備の更新整備を

進めた。 

 放送会館等については、ＮＨＫアーカイブスを完成したほか、岡山、神戸放送会館の建

設工事に着手するとともに、北九州放送会館の建設工事を取り進めた。 

 放送設備の運用については、年度末において、テレビジョンは、総合放送３,４１６局、

教育放送３,３４２局、衛星第１放送、衛星第２放送、高精細度テレビジョン放送各１局、

ラジオは、第１放送２２０局、第２放送１４０局、ＦＭ放送５２４局を運用した。 

 

(8) 業務組織・職員 

 経営委員会の会議は２２回開催され、法定議決事項について審議し、決定するとともに、

その他の基本的事項についても審議した。理事会は５６回開催され、協会の業務執行に関

する重要事項について審議した。 

組織・業務体制の見直し、時短・業務改革の推進、子会社等との効果的な連携など業務
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全般にわたって合理的、効果的な運営に努めた。特に、会長以下の役員で構成する「“改

革と実行”“公開と参加”委員会」において、業務改革のいっそうの推進を図るための施

策について検討した。 

組織については、業務委託管理等に関する業務体制の整備等を行った。 

業務については、効率的な業務運営を図る観点から、業務委託基準等にのっとり、子

会社等に対し、放送番組の制作等の業務の一部を委託した。また、１４年度連結決算の実

施に備えて、連結決算規程を制定するとともに、監査法人による会計監査を導入し、協会

及び連結子会社等を対象に実施した。 

さらに、非現用不動産の適切な管理と計画的な売却を推進するため、コンピューター

システムによる管理を開始するなど効果的、効率的な処分方法の検討を進めたほか、環境

に配意した経営の推進に努めた。 

要員については、いっそうコンパクトな体制を目指し、業務の集約・再編成を実施する

とともに、子会社の活用等の施策により、１８６人の純減を行った。 

放送倫理と人権について、研修等を通じて認識の徹底を図った。 

 

(9) 財政の状況 

 受信料収入等の確保に努めるとともに、経費節減の徹底を図った。 

 収支（一般勘定）については、事業収入は６,６４７億円で、予算に対し５０億円の減

収となったが、事業支出は６,５４５億円で、６８億円の予算残となり、事業収支差金は、

予算に対し１８億円改善され、１０２億円となった。この事業収支差金から債務償還への

充当８３億円を差し引いた１８億円は、翌年度以降の財政安定のため繰り越すこととした。

これにより、翌年度以降の財政安定のための繰越金は、地上デジタルテレビジョン放送設

備の整備（建設費）に使用した１５億円を差し引き、当年度発生した１８億円を加え、年

度末において５６６億円となった。 

 

(10) 子会社等の概要 
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 放送法施行規則の基準による子会社、関連会社、関連公益法人等は、年度末において、

３９団体であった。 

子会社等のあり方について引き続き検討を行い、再編成を取り進めた。 

また、子会社等のいっそう節度ある事業運営が図られるよう、子会社等の運営基準を

改定し、子会社等の業務範囲の明確化、経営上の重要事項についての事前協議の充実、外

部監査法人による業務監査の実施等により、適切な管理に努めたほか、子会社等の事業活

動に関して外部から意見、苦情等を受け付け、事業活動の適正性を外部の専門家を交えて

審査する関連団体事業活動審査委員会を設置した。さらに、経営・事業内容の公開が適切

に行われるよう努めた。 

 

(11) 地上放送のデジタル化に向けた諸準備 

 地上デジタルテレビジョン放送については、関係者とともに構成する全国地上デジタル

放送推進協議会の総会でのアナログ周波数変更対策等に関する合意を受け、アナログ周波

数変更の送信対策に着手した。また、東京、大阪、名古屋の三大都市圏における放送の開

始に向け、免許申請を行った。なお、茨城県域放送の開始に向けた検討に着手したほか、

その他の地域における放送の開始に向けた諸準備を取り進めた。 

地上デジタル音声放送については、社団法人デジタルラジオ推進協会に参加し、同協

会の実施する実用化試験放送の開始に向けた諸準備を取り進めた。 

 

 

 

 なお、平成１５年度における事業運営の重点は、次のとおりである。 

① 緊急報道など取材体制の強化 

② 地上デジタル放送の開始 

③ 地上放送の充実（大型企画番組の積極的編成、テレビジョン教育放送の刷新等） 

④ 地域放送の充実・強化 
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⑤ デジタルハイビジョン、衛星放送の充実と普及促進 

⑥ 国際放送の充実 

⑦ 障害者、高齢者等に向けた放送サービスの充実 

⑧ テレビ放送５０年関連事業の実施 

⑨ 視聴者との結びつきの強化 

⑩ 効果的、効率的な営業活動の展開 

⑪ 放送の発展を図る調査研究の推進 

⑫ 業務改革による効率的な業務運営の徹底 

⑬ 地上放送のデジタル化に伴うアナログ周波数変更対策の実施 

 



－１０－ 

第２章 放送番組の概況 
 

１ 国内放送 

(1) 番組の編成 

ア 重点事項 

放送番組の編集にあたっては、公共放送としての使命に徹し、信頼性あるジャーナリ

ズム機能と文化創造機能のいっそうの向上に努めつつ、公正な報道と多様で質の高い放送

番組の提供に努めた。 

放送のデジタル化が進展する中、視聴者の信頼と多様な要望にこたえるため、地上放

送、衛星放送各波の役割を明確にし、次の項目を年度重点事項として、放送番組のいっそ

うの充実に努めた。 

① ２１世紀の諸課題を考える大型企画番組の編成 

② ニュース・情報番組の充実と迅速、的確な緊急報道の実施 

③ 未来を担う子どもたちの健全な育成に向けた番組の充実 

④ デジタルハイビジョン放送をはじめとする衛星放送の充実強化 

⑤ 幅広い視聴者に親しまれるテレビジョン総合放送の定時番組の開発 

⑥ きめ細かな情報の充実など地域放送の強化 

⑦ 生放送番組への字幕付与の拡充など障害者や高齢者等に向けた放送サービスの充実 

⑧ ワールドカップサッカー（日韓共同開催）の放送の実施 

⑨ テレビ放送５０年関連番組の実施 

イ テレビジョン 

(ｱ) 地上放送 

総合放送では、広く一般を対象に、国民の生活・視聴態様に対応して、報道、教育、教

養、娯楽の各分野にわたり調和ある編成を行った。教育放送では、教育番組を中心に、教

養番組を効果的に編成するとともに、報道番組若干を編成したほか、総合放送における日

朝首脳会談関連報道及びイラク戦争関連報道の実施に伴い、臨時に娯楽番組を編成した。



－１１－ 

地域放送については、地域に密着したニュース・情報番組を中心に編成し、あわせて地域

の実情に応じた特集番組を随時編成した。 

４月には、番組改定を行い、総合放送では、視聴者の生活時間帯の変化に対応して平日

午後１１時台を全面的に刷新し、幅広い視聴者が楽しめる編成とするなど、ニュース・報

道番組、教育番組、教養番組、娯楽番組の充実刷新を図った。このほか、年間を通じて、

特別編成を随時実施するなど、機動的な編成を推進した。教育放送では、公立小・中学校

の完全週５日制の実施を受けて土曜午前を子どもたちに向けた時間帯とするとともに、新

学習指導要領の導入に伴い学校放送番組を刷新したほか、社会教育番組、文化・教養番組、

福祉番組等の充実刷新を図った。また、９月、番組改定を行い、近畿・中京地域において、

総合放送の平日夕方時間帯の一部を県域放送とした。 

(ｲ) 衛星放送 

(a) デジタルハイビジョン放送 

デジタルハイビジョン放送では、その普及に資するため、ニュースや大型番組など高

画質、高音質、高機能の特性を生かした番組を編成した。なお、デジタル技術の新しい利

用方法の開発、普及に向け、ハイビジョン放送とあわせて臨時に標準テレビジョン放送を

行うマルチ編成を随時実施した。 

４月には、番組改定を行い、連続テレビ小説を平日・土曜朝の時間帯に編成するなど、

番組の多様化を図るとともに、週末の編成を充実強化した。また、１０月、番組改定を行

い、報道番組を強化した。 

なお、アナログ方式によるハイビジョン放送において、デジタル方式の放送へ円滑に

移行するための放送として、デジタルハイビジョン放送と同時同内容の放送（サイマル放

送）を実施した。 

(b) 衛星第１放送及び衛星第２放送 

衛星第１放送では、内外のニュース・情報を伝える番組やスポーツ番組を中心に編成

した。衛星第２放送では、難視聴解消を目的とする総合放送及び教育放送の主な番組とと

もに、大型エンターテインメント番組をはじめとする衛星独自番組を効果的に編成した。 
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４月には、番組改定を行い、衛星第１放送では、米大リーグ野球等のスポーツ中継を

大幅に強化したほか、週末夜間編成を刷新した。衛星第２放送では、視聴者参加番組、公

開番組を強化したほか、週末夜間編成を刷新した。また、１１月、衛星第１放送で番組改

定を行い、米大リーグ野球のオフシーズンに適した編成とした。 

なお、衛星デジタル放送において、アナログ方式による衛星第１放送及び衛星第２放

送のサイマル放送を実施した。 

ウ ラジオ 

第１放送では、広く一般を対象に、聴取態様に対応して、報道、教育、教養、娯楽の

各分野の番組を編成し、特に、ラジオの機動性及び速報性を生かした弾力的編成を行った。

第２放送では、教育番組を中心とした全国同一放送として、聴取対象を明確にして編成し

た。ＦＭ放送では、高音質の特性を生かした音楽番組に重点を置いて編成した。地域放送

については、第１放送及びＦＭ放送において、地域の関心にこたえる番組を編成した。 

４月には、番組改定を行い、第１放送では、公立小・中学校の完全週５日制の実施を

受けて土曜午前に親子で楽しめる番組を編成したほか、地域情報の全国発信を強化した。

第２放送では、語学講座を刷新したほか、外国語ニュースを拡充して在日外国人向けサー

ビスの強化を図った。ＦＭ放送では、生放送番組等を強化したほか、放送時間帯ごとに音

楽の分野に統一感をもたせた。 

エ 補完放送 

(ｱ) テレビジョン補完放送 

テレビジョン放送の音声による補完放送として、ステレオ放送、２か国語放送、解説

放送をテレビジョン各波の一部番組で実施した。解説放送では、視覚障害者向けの番組を

中心に編成した。 

テレビジョン放送の文字・データ等による補完放送として、字幕放送、文字放送、

データ放送を実施した。字幕放送では、聴覚障害者や高齢者に向けた字幕サービスを実施

し、対象番組を、総合放送で２番組、教育放送で７番組、衛星第２放送で１番組拡充した。

このほか、スポーツ中継等の生放送番組に対しても、随時、音声自動認識による字幕化装
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置等を使用して字幕を付与した。 

なお、補完放送のほか、衛星デジタル放送において、番組情報を一覧できる番組ガイ

ド（ＥＰＧ）を実施した。 

(ｲ) ラジオ補完放送 

ＦＭ放送の文字による補完放送（ＦＭ文字放送）については、東京、大阪、名古屋等

８局で放送を実施し、６項目の番組を編成した。 

オ 放送時間及び放送事項別比率 

放送時間については、１日平均、テレビジョンで、総合放送２４時間００分、教育放

送２３時間４２分、デジタルハイビジョン放送２４時間００分、衛星第１放送２４時間 

００分、衛星第２放送２４時間００分、ラジオで、第１放送２４時間００分、第２放送 

１９時間３６分、ＦＭ放送２３時間５１分であった。また、字幕放送は、１週間平均、総

合放送４５時間３３分、教育放送３０時間０１分、デジタルハイビジョン放送２８時間 

４７分、衛星第２放送２４時間０４分であった。 

放送事項別比率については、年度平均、テレビジョンで、総合放送は報道４５.１％、

教育１１.０％、教養２６.５％、娯楽１７.４％、教育放送は報道４.２％、教育７７.６

％、教養１８.２％、娯楽０.０％、デジタルハイビジョン放送は報道３１.４％、教育 

１２.４％、教養３１.３％、娯楽２４.９％、衛星第１放送は報道５３.３％、教育１０.９

％、教養２１.４％、娯楽１４.４％、衛星第２放送は報道１９.５％、教育３１.４％、教

養２２.３％、娯楽２６.８％、ラジオで、第１放送は報道５０.０％、教育２.６％、教養

２３.４％、娯楽２４.０％、第２放送は報道１４.３％、教育６５.４％、教養２０.３％、

ＦＭ放送は報道１７.６％、教育４.９％、教養３９.１％、娯楽３８.４％であった。 

（テレビジョン及びラジオの放送事項別放送時間及び比率 資料２、３） 

（テレビジョン補完放送の放送時間 資料４）（地域放送番組放送時間 資料５） 

 

(2) 番組の実施 

ア 報道部門 

k-pc1

k-pc1

k-pc1
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ニュースをはじめ、内外の諸情勢を解明する各種の報道番組の充実を図り、特に、重

要ニュースの放送に際しては、臨機の編成による速報や重点的な報道に努めた。報道取材

にあたっては、緊急時における機動力の向上を図るとともに、海外取材体制を強化した。 

テレビジョンにおいては、総合放送で、ニュース・情報番組のいっそうの充実に努め

た。デジタルハイビジョン放送では、「日曜討論」を新設し、衛星第１放送では、「世界潮

流２００２（２００３）」、「WHAT'S ON JAPAN」を新設した。ラジオにおいては、第１放送

で、ニュース・生活情報の充実に努めるとともに、第２放送で、「スペイン語ニュース」

を新設した。 

日朝首脳会談と拉致被害者の帰国、イラクをめぐる国際情勢とイラク戦争をはじめ、

“政治とカネ”をめぐる問題、デフレの深刻化と株価の低迷、銀行のコンピューターシス

テムトラブル、中国・瀋陽の日本総領事館亡命問題、台風の相次ぐ日本上陸による被害、

原子力発電所のトラブル隠しの問題、内閣改造、小柴昌俊氏・田中耕一氏のノーベル物理

学賞・化学賞受賞、韓国大統領選挙、スペースシャトル墜落事故等の重要ニュースの放送

に際しては、特設ニュースの編成やニュース時間の延長、関連番組の集中的な編成等によ

り、正確かつ機動的な報道に努めた。 

ＮＨＫスペシャルとして、シリーズ「２１世紀 日本の課題」、同「変革の世紀」、「会

社が信頼を失ったとき－雪印・社員たちの格闘－」、「拉致－家族 空白の２５年－」、シ

リーズ「地球市場・富の攻防」、テレビ放送５０年関連番組「テレビは災害をどう伝えて

きたか」、「アメリカとイラク－蜜月と敵対の２０年－」、「貴乃花が夢だった」等を、ク

ローズアップ現代として、「基地と向き合う沖縄～復帰３０年目の挑戦」、「日朝首脳会談

で何が話し合われたか」、「隠された原発トラブル～東京電力・不正の実態」、「刑務所で何

が起きているか」、「瀬戸際のイラク～国連査察報告」等を放送したほか、ハイビジョンス

ペシャルとして、「２００２ワールドカップ 地球の熱情」、「ピースフル・トゥモローズ

－９・１１テロ 戦争反対を訴えた遺族たち－」等を放送した。 

解説番組については、「あすを読む」、「視点・論点」等を放送したほか、複数の解説委

員により重要ニュースを多角的に読み解く「特集・あすを読む」を臨機に放送し、ニュー
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スの背景、問題点等をわかりやすく解説するよう努めた。 

手話を使った放送番組として、「ＮＨＫ手話ニュース８４５」、「こども手話ウイーク

リー」等を放送した。 

広報番組については、「来週のＦＭ番組」を新設するとともに、「テレマップ」、「土曜

スタジオパーク－あなたの声に答えます－」等を放送したほか、特集番組を随時放送した。 

イ 教育部門 

学校放送番組については、テレビジョンにおいて、教育放送で、幼稚園・保育所向け

番組「ピタゴラスイッチ」、小学校低学年向け番組「ふしぎいっぱい」、同「ことばあ！」、

小学校高学年向け番組「びっくりか」、同「くらし探偵団」、同「サイエンス・ゴーゴー」、

小学校の総合的な学習の時間に向けた番組「スーパーえいごリアン」、同「川」、養護学校

等向け番組「ストレッチマン２」、中学校向け番組「科学タイムトンネル」、中学校の総合

的な学習の時間に向けた番組「ＧＯ！ＧＯ！ボランティア」を新設した。 

社会教育番組では、テレビジョンにおいて、教育放送で、「いろはに邦楽」、「まいにち

スクスク」、「科学大好き 土よう塾」、「ＥＴＶスペシャル」、「とっさのハングル」を新設

したほか、少年少女へ向けて、ドラマ愛の詩として、「どっちがどっち」等を新設した。

また、趣味悠々のシリーズとして、「とってもやさしい！中高年のためのパソコン講座」、

「自然派志向のパンづくり」等を、ＮＨＫ人間講座として、「イスラーム世界を読む」、

「発酵は力なり～食と人類の知恵」等を放送したほか、ＥＴＶ２００２（２００３）とし

て、「いのちがけで教える」等を放送した。このほか、特集番組として、シリーズ「アジ

アの教室」、「徹底討論・どうする日本の“学力低下”」、少年少女向け番組「真剣１０代

しゃべり場スペシャル」等を放送した。デジタルハイビジョン放送では、「ハイビジョン

クラシックスペシャル」を新設した。衛星第２放送では、視聴者参加の健康情報番組「元

気一番 健康道場」、「ＢＳおかあさんといっしょ」、「テント２００２（２００３）ＢＳ

どーもくんワールド」を新設したほか、衛星アニメ劇場として、「十二国記」等を新設し

た。ラジオにおいては、第２放送で、語学講座として、「新基礎英語１～３」、「英語リス

ニング入門」、「英会話レッツスピーク」、「ビジネス英会話」を新設した。 
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ウ 教養部門 

テレビジョンにおいて、総合放送で、「わたしはあきらめない」、「くらしと経済」、「百

歳バンザイ！」、「技～極める」、「親の顔が見てみたい？」、「味わいパスポート」を新設し

た。また、ＮＨＫスペシャルとして、シリーズ「アジア古都物語」、「ドキュメント・ロシ

ア」、「幻の大戦果－台湾沖航空戦の真相－」、「２００２年 きみと語る戦争－いま、対話

のとき－」、シリーズ「こども・輝けいのち」等を、土曜特集として、「第１回 ＡＢＵロ

ボコン in TOKYO」、「心も体もスッキリ！ストレス解消テレビ」等を放送した。このほか、

特集番組として、「妙案コロシアム」、「英語でしゃべらナイト」、「世界・びっくりペンギ

ン物語」等を放送した。 

教育放送では、海外少年少女ドラマとして、「ふたりはお年ごろ」、「サブリナ」等を新

設した。また、ＥＴＶ２００２（２００３）として、「ノーベル賞受賞 謎の素粒子をと

らえた」、シリーズ「自分史を語る」等を放送した。 

デジタルハイビジョン放送では、「よみがえる作家の声」、「世界のマーケット」、「体

感！世界の祭」、「特急列車の旅」、「旅のアルバム 世界の工芸品」を新設した。また、ハ

イビジョンスペシャルとして、「真珠湾への道 １９３１～１９４１ －ふたりの旅人が 

たどる激動の１０年－」、「麦客
ま い か

－中国・激突する鉄と鎌－」等を、特集番組として、「立 

体生中継 インド・心の大地」、「夢の美術館－豪華決定版 国宝１００選－」、ハイビ

ジョン生中継「知られざる氷の大陸－開局 南極ハイビジョン放送センター－」等を放送

した。 

衛星第１放送では、「今週の主役」を新設した。また、ウイークエンドスペシャルとし

て、「わが人生はドン・キホーテ－巨匠ロストロポーヴィッチ“最後”のリハーサル－」

等を放送した。 

衛星第２放送では、「技～極める」、「人生自分流」、「日本列島だんちでクイズ」、「絶

対！ふるさと主義」を新設した。また、ＢＳスペシャルとして、シリーズ「世紀を刻んだ

歌２」、同「古地図で旅するヨーロッパ都市物語」等を、特集番組として、「荒俣宏 イギ

リス魔界の旅」、「桂林 天下の絶景を行く」等を放送した。 
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ラジオにおいては、第１放送で、「カルチャー＆サイエンス」を新設するとともに、

「土曜いきいき倶楽部」枠内に「こども夢質問箱」、「ラジオほっとタイム」枠内に「ふる

さとマイタウン」、「ラジオ深夜便」枠内に「くらしの中のことば」を新設した。第２放送

ではＮＨＫラジオライブラリー「歴史再発見」等を、ＦＭ放送では「弾き語りフォー

ユー」等を放送した。 

エ 娯楽部門 

テレビジョンにおいて、総合放送で、連続テレビ小説「さくら」、同「まんてん」、大

河ドラマ「武蔵 ＭＵＳＡＳＨＩ」、金曜オンステージ「今夜は見せまっせ」、「ミュー

ジック・カクテル」、「にっぽん愉快家族」を新設するとともに、午後１１時台に「連続ド

ラマ」を新設し、「ロッカーのハナコさん」、「かるたクイーン」等を放送した。また、月

曜ドラマシリーズとして「少年たち３」等を、金曜時代劇として「平岩弓枝の“お美

也”」等を、土曜特集として「笑いがいちばんスペシャル」、「わが心の大阪メロディー」

等を放送した。このほか、特集番組として、ＮＨＫスペシャルハイビジョンドラマ「焼け

跡のホームランボール」、「夢みるタマゴ！－熱血 浜田塾の夏期講習－」、日中国交正常

化３０周年にちなんだ「ＮＨＫのど自慢・イン・北京」、特集ドラマ「抱きしめたい」、

「第５３回ＮＨＫ紅白歌合戦」、正月時代劇「またも辞めたか亭主殿～幕末の名奉行・小

栗上野介」等を放送した。 

デジタルハイビジョン放送では、連続テレビ小説「さくら」、「海外ドラマ」等を新設

した。また、ハイビジョンスペシャルとして、シリーズ「世界は歌う 世界は踊る」、「完

全復元 満漢全席」等を放送した。また、特集番組として、ハイビジョンドラマ「迷路の

歩き方」等を放送した。 

衛星第２放送では、「ＢＳまるごと大全集」を新設し、「永遠のヒーロー“鉄腕アト

ム”」、「永遠の女王 美空ひばりベストソング」等を放送したほか、「テント２００２ 

（２００３）お茶の間娯楽館」、海外ドラマ「ＥＲⅦ 緊急救命室」等を新設した。また、

ＢＳスペシャルとして、シリーズ「ばらえ亭ＪＡＰＡＮ」等を放送した。 

ラジオにおいては、第１放送で、「家族で選ぶ思い出の歌」を新設するとともに、「土
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曜ほっとタイム」枠内に「世界の音楽」を新設した。ＦＭ放送では、「ＦＭスペシャル」、

「ワンナイト・ライブスタンド」を新設したほか、ＦＭシアター「神様」、同「ポンソン

ファ」等を放送した。 

オ スポーツ部門 

 日本と韓国で開かれたワールドカップサッカーについては、日本代表が出場した試合を

はじめ、競技中継を中心に、総合放送、デジタルハイビジョン放送、ラジオ第１放送等に

おいて、あわせて３２４時間の放送を行った。 

米大リーグ野球については、日本人選手の活躍を中心に、デジタルハイビジョン放送、

衛星第１放送等で中継を実施した。 

また、国民体育大会、高校野球大会、大相撲、プロ野球、プロサッカー等の中継を

行ったほか、デジタルハイビジョン放送において、日本オープンゴルフ選手権の中継にあ

たり、注目ホールでの競技の模様をデジタル技術を活用したマルチ編成で伝えるなど、ス

ポーツ放送の充実に努めた。 

カ 地域放送 

県域又は広域の放送として、地域に密着したニュース・情報番組、気象情報、教養番

組等の充実に努めた。 

テレビジョンにおいて、総合放送で、長時間の午後の生放送番組「ほくほくテレビ」

（北海道地方）をはじめ、「週刊首都圏ニュース」、「じゃけぇＣＬＵＢ」（広島県域）等を

新設し、９月には、「ニュースかんさい発 神戸」、「ほっとイブニング ぎふ」等を新設

して近畿・中京地域の各放送局で県域放送を行うなど、地域に密着した放送の充実に努め

た。ラジオにおいては、第１放送で「あいち・ぎふ・みえ なごやか情報局」を、ＦＭ放

送で「かながわ情報ボックス」を新設するなど、地域情報番組の強化を図った。 

また、北海道スペシャル「炭鉱マンたちの再出発」、東北スペシャル「イグネ～仙台平

野に浮かぶ緑の島」、ズームアップ信州「地域と向き合って～医師 鎌田實」、「東海地

震・その時道路は」（東海地方）、開局７０周年記念番組「２１世紀 京都からの発信」

（京都府域）、ふるさと発スペシャル「“クジラ”はどこへ行くのか－下関・ＩＷＣ総会
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－」（中国地方）、四国スペシャル「夢の架け橋は今－本四公団改革の波紋－」、九州沖縄

スペシャル「福岡発地域ドラマ うきは－少年たちの夏－」等の地域事情に応じた多様な

番組を放送した。 

台風６号及び７号に伴う災害等に際しては、随時、地域向けの番組を放送したほか、

テレビジョンにおいて、総合放送で、画面表示方法の工夫により文字情報を挿入して、き

め細かな生活関連情報等を提供するよう努めた。 

なお、北海道スペシャル「海を渡ったアイヌを求めて－よみがえれ民族の伝統－」、

「生きる力を伝えたい－ハンセン病の劇に挑んだ夏・小浜－」（福井県域）等特色ある地

域放送番組については、テレビジョン総合放送の「ミッドナイトチャンネル」等で随時放

送し、全国に紹介した。 

キ 補完放送 

(ｱ) テレビジョン放送の音声による補完放送 

テレビジョン各波において、「ＮＨＫ歌謡コンサート」、「Ｎ響アワー」、スポーツ中継

等でステレオ放送を、「ＮＨＫニュース７」、「ＢＳ２３」、ドラマ「ＥＲⅦ 緊急救命室」

等で２か国語放送を、連続テレビ小説、「きょうの健康」等で解説放送を実施した。なお、

衛星放送において、「ハイビジョンクラシックスペシャル」等を高音質のＢモードステレ

オ放送で、「歌謡チャリティーコンサート」、「岩合光昭・極北を撮る」等を臨場感あふれ

る５.１サラウンド放送で、「海外ドラマ」、米大リーグ野球等の２か国語放送をステレオ

放送で、連続テレビ小説、大河ドラマ等の解説放送をステレオ放送で、それぞれ実施した。 

(ｲ) テレビジョン放送の文字・データ等による補完放送 

字幕放送については、総合放送、教育放送、デジタルハイビジョン放送、衛星第２放

送において、連続テレビ小説、「ＮＨＫニュース７」、「ためしてガッテン」、「第５３回Ｎ

ＨＫ紅白歌合戦」等の放送で実施したほか、ワールドカップサッカー、大相撲等の放送で

随時実施した。 

文字放送では、総合放送において、ニュース、地域情報等を放送したほか、全国高校

野球選手権大会、「ＮＨＫ歳末たすけあい・ＮＨＫ海外たすけあい」等に際し、特集番組
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を放送した。               （テレビジョン文字放送番組表 資料６） 

データ放送では、衛星デジタル放送において、「ニュース」、「気象情報」、「福祉情報」

等を放送したほか、ワールドカップサッカー、衆議院・参議院の統一補欠選挙等に際し、

特集番組を随時放送した。また、「デジタルスタジアム」等において、番組に連動した関

連情報を提供したほか、視聴者参加型の双方向番組として、「インタラクＴＶ ゴー！

ゴー！マーケット」、「デジタルで楽しもう あなたが選ぶ大リーグ名場面」等を放送した。 

(ｳ) ＦＭ文字放送 

ニュース、気象情報、地震情報等の放送を行った。 

ク 番組制作の委託 

コンパクトな番組制作体制の下で多様で質の高い放送番組を安定的に確保するため、

「コメディー お江戸でござる」、「趣味の園芸」、「ＢＥＡＴ ＭＯＴＩＯＮ」、「テレビス

ポーツ教室」等、一部の番組制作を子会社等に委託した。 

また、番組のいっそうの多様化を図るため、子会社を通じて、外部のプロダクション

にも番組企画提案を求め、「課外授業 ようこそ先輩」、「わたしはあきらめない」、金曜時

代劇「春が来た」等の全部又は一部の番組制作を委託した。なお、外部のプロダクション

との番組制作委託取引における公正性・透明性をいっそう高める観点から、１５年３月、

「番組制作委託取引に関する自主基準」を定め、公表した。 

 

(3) 放送番組審議会等 

中央放送番組審議会は１１回開催され、会長の諮問に応じて、平成１５年度国内放送

番組編集の基本計画について審議し、答申を行ったほか、新設番組「科学大好き 土よう

塾」をはじめ、放送番組全般にわたって意見交換を行った。各地方放送番組審議会はそれ

ぞれ１１回開催され、会長の諮問に応じて、平成１５年度各地方向け地域放送番組編集計

画について審議し、答申を行ったほか、各地方向け地域放送番組等について意見交換を

行った。各審議会の答申や議事の概要等については、全国向け又は各地方向けの放送やイ

ンターネットホームページへの掲載などを通じて公表した。なお、審議の充実に資するた

k-pc1
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め視聴者意向の概要を審議会に毎回報告した。          （委員名 資料７） 

放送番組の企画及び実施にあたっては、教育放送企画検討会議等部外委員による番組

専門委員会における検討を参考にした。 

 

(4) 放送番組の考査 

国内番組基準にのっとり、放送番組の事前考査及び放送時の考査を実施し、人権の尊

重や放送倫理の徹底など放送番組の向上に資するよう努めた。事前考査については、その

強化を図った。考査結果については、速やかに放送現場への周知を行った。 

考査にあたっては、部外のモニターによる番組評価を参考にした。モニターによる番

組評価は放送現場にも周知し、視聴者の意向が放送番組に反映されるよう努めた。 

 

(5) 放送番組等の保存と公開 

放送番組の再利用等を容易にするため、放送番組等の体系的な保存に努め、１５年２

月には、埼玉県川口市において、放送番組等の保存、管理、活用を一元的に行うＮＨＫ

アーカイブスの運用を開始した。また、日本の優れた文化遺産、人物、事件等の映像・音

声記録の保存を行った。 

保存した放送番組の一部については、一般公開用に必要な権利処理を行い、公開を

行った。１５年２月、大容量ハードディスクに保存された映像を専用端末で視聴できる番

組公開ライブラリーの運用を開始し、ＮＨＫアーカイブス、放送センター、放送博物館、

放送技術研究所に設置した端末で公開した。また、保存した映像は、「おしん 少女編」

等の放送番組においても活用した。 

放送法第５条の規定に基づき、訂正・取消し放送の関係者等が内容を確認できるよう、

放送番組を保存した。なお、訂正・取消し放送の請求及び実施については、いずれも無

かった。 

 

(6) 一般放送事業者への放送番組の提供等 

k-pc1
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一般放送事業者に対し、放送番組５８本、放送番組の編集に必要な資料１,４２５件を

提供した。財団法人放送番組センターに対し、同法人が行う一般放送事業者への放送番組

の貸出しのためテレビジョン番組７８本を提供したほか、同法人が行う放送番組ライブラ

リー事業のため放送番組３４０本を提供した。株式会社日本文字放送に対し資料の提供を

行った。また、放送大学学園に対し、資料１,３０４件を提供するとともに、ケーブルテ

レビ事業者に対し、放送番組７,９７９本を提供した。 

さらに、聴力障害者向け字幕付きビデオの制作や、海外の日本人、船舶乗組員等の視

聴等に供するため、それぞれ関係する団体等に対し放送番組の提供を行った。このほか、

番組複製頒布事業等のための放送番組二次使用申込みにも応じた。 

 

(7) 番組の受賞 

ＮＨＫスペシャル「被
ひ

曝
ばく

治療８３日間の記録－東海村臨界事故－」は、バンフテレビ 

祭においてポピュラーサイエンス・ナチュラルヒストリー部門でロッキー賞を、モンテカ

ルロテレビ祭においてニュース番組部門の時事問題番組の部でゴールドニンフ賞を、それ

ぞれ受賞した。 

イタリア賞において、ラジオドラマ部門の翻案ドラマの部でＦＭシアター「アウラ」

が、ウェブサイト部門のクロスメディアの部で「えいごリアン」が、それぞれイタリア賞

を受賞した。 

ＡＢＵ（アジア太平洋放送連合）賞において、ラジオエンターテインメント番組部門

で「弾き語りフォーユー」が本賞を受賞した。 

「日本賞」教育番組国際コンクールにおいて、青少年番組の部でＢＳスペシャル「世

紀を刻んだ歌２～イマジン２００１－２００２」が文部科学大臣賞を受賞した。 

芸術祭では、ラジオ部門において、ＦＭシアター「神様」が大賞を受賞したほか、同

「ポンソンファ」が優秀賞を受賞した。また、テレビ部門において、ＮＨＫスペシャル 

ハイビジョンドラマ「焼け跡のホームランボール」、特集ドラマ「抱きしめたい」がそれ

ぞれ優秀賞を受賞した。 
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放送文化基金賞において、テレビドキュメンタリー番組部門でにんげんドキュメント

「津軽 故郷の光の中へ」が、ラジオ番組部門でＦＭシアター「ツユクサ」がそれぞれ本

賞を受賞した。 

 

 (8) その他 

放送による権利侵害の苦情に対して自主的に迅速かつ有効な対応を行う「放送と人権

等権利に関する委員会機構」、放送番組向上の方策について協議等を行う「放送番組向上

協議会」、同協議会の下で放送と青少年に関する苦情を受け付け自主的な対応を図る「放

送と青少年に関する委員会」に対し、その運営に協力するとともに、放送を通じて周知に

努めた。また、４月、放送番組向上協議会の下に、有識者と放送事業者がともに放送番組

のあり方等を議論する「放送番組委員会」を、日本民間放送連盟と共同で設置した。なお、

１３年１月に放送した「ＥＴＶ２００１」に関し、１５年３月、放送と人権等権利に関す

る委員会から、出演者への配慮の点で放送倫理に違反するとの見解が示されたことを受け、

見解の趣旨を放送した。 

放送を補完する観点から、インターネットホームページを利用した情報提供を行った。

実施にあたっては、その分野、態様、規模を定めた「平成１４年度放送番組補完インター

ネット利用計画」に基づき、ニュース・気象情報、学校放送番組「おこめ」等の二次利用

による動画、文字情報等の提供、福祉情報番組「きらっといきる」、健康情報番組「きょ

うの健康」等の番組関連情報の提供を行った。 

 

２ 国際放送 

(1) テレビジョン国際放送 

ア 番組の編成 

テレビジョン国際放送については、全世界に向け、デジタル方式で、日本語及び英語

等により、衛星を使用して実施した。 

全世界に向けた同一の番組編成による放送については、３つの衛星を使用して実施し



－２４－ 

た。また、受信が容易で、現地の生活時間に合わせた番組編成の放送については、北米向

けの放送及び欧州向けの放送を、それぞれ地域衛星を使用して実施した。 

放送番組の編集にあたっては、諸外国の日本に対する理解を深め、文化及び経済の国

際交流の発展に寄与するとともに、海外の日本人に対する最新情報の提供を図るため、次

の項目を年度重点事項として、放送番組のいっそうの充実に努めた。 

① ニュース・情報番組の拡充 

② ライフライン機能のいっそうの強化 

③ 暮らしに役立つ情報の充実 

④ 英語による情報発信の強化 

放送番組については、国際放送にふさわしい番組を国内放送番組から抜粋して編成す

るとともに、国際放送独自の番組を編成した。 

４月には、番組改定を行い、ニュース・情報番組や２か国語番組を拡充するなど、報

道番組及びインフォメーション番組の充実刷新を図った。 

放送時間は、１日平均、全世界に向けた放送２３時間５８分、北米向け放送７時間 

０８分、欧州向け放送７時間３８分であった。また、放送事項別比率は、年度平均、報道

７０.１％、インフォメーション２９.９％であった。 

イ 番組の実施 

全世界に向けた放送においては、英語を主音声とする２か国語ニュース・情報番組

「WHAT'S ON JAPAN」を新設するとともに、「くらしと経済」、「ＮＨＫ英語文字ニュース」

等を新設したほか、「海外安全情報」、「ウエザーリポート」等を拡充した。また、「ＮＨＫ

日本語講座」等、日本の理解促進に資する番組を放送した。北朝鮮による拉致事件関連で

は、日朝首脳会談や拉致被害者帰国の模様等を特別編成で伝えた。また、イラク戦争に際

しては、長時間にわたる特別編成を実施するとともに、「海外安全情報」の更新回数を増

やすなど、海外の日本人の安全確保に資するよう努めた。このほか、中国・瀋陽の日本総

領事館亡命問題やモスクワ劇場占拠事件等内外の重要ニュースの放送にあたっては、国内

放送との同時放送により実施した。 
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独自番組として、広島、長崎における平和記念式典中継に際して、式典の内容や背景

を英語で解説する番組を放送したほか、英語を主音声として日本の現状を伝える２か国語

番組「JAPAN INSIGHT」を、随時放送した。さらに、英語のほか、JAPAN INSIGHT「地域を

発信せよ～２００２ＦＩＦＡワールドカップ」をスペイン語で、「雲南・天空の棚田を撮

る～写真家・馮学敏の旅」を中国語で放送した。このほか、日本と韓国で開かれたワール

ドカップサッカーに際して、一日の試合結果をまとめて伝える番組を放送した。また、Ａ

ＢＵ東京総会の開催にあわせ、ＮＨＫワールドスペシャル「祖国の傷あとを見つめて～ア

フガニスタン テレビ放送は今」等を放送した。 

北米向け放送及び欧州向け放送では、「WHAT’S ON JAPAN」等を新設し、ニュース・情報

番組の拡充を図った。 

 

(2) ラジオ国際放送 

ア 番組の編成  

ラジオ国際放送については、放送法に基づく国際放送実施命令によるものと一体とし

て、世界の１７の放送区域に向け、１日６５時間（一般向け放送３１時間、地域向け放送

３４時間）を基本とする放送を２２の言語により、短波放送で実施した。放送番組の編集

にあたっては、諸外国の日本に対する理解を深め、文化及び経済の国際交流の発展に寄与

するとともに、海外の日本人に対する放送サービスの強化を図るため、次の項目を年度重

点項目として、放送番組の充実に努めた。 

① ライフライン機能のいっそうの強化 

② 海外の日本人に安らぎと潤いを提供する週末番組の刷新 

③ 日本及びアジアの情報を伝える地域向け放送の刷新 

④ 内外の重要問題に関する日本の見解及び世論の動向の正確な報道 

⑤ 日本及び日本人に対する理解の促進に役立つ番組の編成 

４月には、番組改定を行い、一般向け放送において、日本語放送で、海外の治安状況

などをきめ細かく伝える番組を拡充したほか、海外で暮らす日本人から要望の強い音楽番
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組や、トーク番組等週末番組を刷新した。また、英語放送で、日本及び各国の文化・伝統

を伝える番組を刷新するなど、報道番組、インフォメーション番組、娯楽番組の充実を

図った。地域向け放送においては、日本とアジアの最新情報を伝える番組を刷新するなど、

報道番組及びインフォメーション番組の充実を図った。 

なお、イラク戦争に伴い、１５年３月、中東・北アフリカ向けの一般向け放送のうち

日本語放送の放送時間については、アラブ首長国連邦・ダバヤ送信所及びイギリス・ラン

ピシャム送信所を臨時に借用して拡大し、１日２４時間放送とした。また、地域向け放送

のうちアラビア語及びフランス語放送についても、臨時に放送時間を拡大した。 

放送時間は、１日平均６５時間１１分（一般向け放送３１時間０９分、地域向け放送

３４時間０２分）であった。また、放送事項別比率は、年度平均、報道６８.６％、イン

フォメーション２９.６％、娯楽１.８％であった。 

     （ラジオ国際放送の放送事項別放送時間及び比率 資料８） 

イ 番組の実施 

(ｱ) 報道部門及びインフォメーション部門  

報道部門・インフォメーション部門にまたがる番組として、地域向け放送において、

情報番組「ラジオ日本ワイド」を刷新して、アジア各国が抱える諸課題を多角的に伝える

「アジア フロントライン」のほか、「ズームイン ジャパン」、「ニッポン世相探検」等

を新設した。また、特集番組として、一般向け放送において、「語り継ぐ戦後」等を放送

した。 

報道部門では、一般向け放送において、日本語放送で、「海外安全情報」を拡充した。

“政治とカネ”をめぐる問題、デフレの深刻化と株価の低迷、カナダサミット、日朝首脳

会談、バリ島爆弾テロ、小柴昌俊氏・田中耕一氏のノーベル物理学賞・化学賞受賞、韓国

大統領選挙、スペースシャトル墜落事故等内外の重要ニュースの放送に際しては、正確か

つ迅速な放送に努めるとともに、日本の立場を明らかにした見解等を随時報道したほか、

世論の動向を正しく伝えるよう努めた。特に、イラク戦争に際しては、国内放送との同時

放送や国際放送独自のニュース・番組により、最新の情報や日本人の安全の確保に資する

k-pc1
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情報を長時間にわたって放送した。このほか、特集番組として、「ニュースこの１年－ラ

ジオ日本で伝えた '０２ニュースダイジェスト－」等を放送した。 

インフォメーション部門では、一般向け放送において、日本語放送で、「日曜喫茶室」、

民話や童話のすばらしさを伝える番組「お話でてこい」を新設した。英語放送では、音楽

を通して各国の暮らしと伝統を紹介する「日本・名曲の玉手箱」や「ポップ・ジョイン

ズ・ザ・ワールド」を新設したほか、日本語学習番組「ブラッシュ・アップ・ユア・ジャ

パニーズ」を刷新した。また、特集番組として、日本百景歌めぐり「伝統の正月風景」等

を放送した。 

なお、両部門を通じて、一般向け放送において、日本語放送で、国内放送との同時放

送を実施し、「ラジオあさいちばん」、「地球ラジオ」、大相撲、夏の高校野球決勝戦等を放

送した。 

(ｲ) 娯楽部門 

一般向け放送において、日本語放送で「ひるの歌謡曲」を新設したほか、英語放送で

「ミュージックビート」を放送した。また、日本語放送で国内放送との同時放送を実施し、

「ＮＨＫのど自慢」、「第５３回ＮＨＫ紅白歌合戦」等を放送した。 

ウ 海外中継放送 

受信状況の改善を図るため、ガボン・モヤビ送信所から、欧州向け、中東・北アフリ

カ向け、アフリカ南部向けに１日９時間３０分、カナダ・サックビル送信所から、北米東

部向け、北米中部・西部向けに１日８時間、仏領ギアナ・モンシネリ送信所から、南米東

部向け、南米西部向け、中米向けに１日７時間３０分、スリランカ・エカラ送信所から、

南西アジア向け、中東・北アフリカ向けに１日８時間３０分、イギリス・スケルトン送信

所から、欧州向けに１日９時間、シンガポール・クランジ送信所から、インドシナ半島向

け、大洋州向け、南西アジア向けに１日１５時間、英領アセンション島・アセンション送

信所から、アフリカ中部向け、アフリカ西部向け、南米東部向けに１日８時間３０分の放

送を実施した。      （ラジオ国際放送の中継放送時間（１日）の推移 資料９） 

これらのうち、サックビル送信所、クランジ送信所、アセンション送信所からの放送

k-pc1
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の一部とモンシネリ送信所からの放送については、外国放送事業者との協定により相互に

相手方の送信設備を利用し合う交換中継方式により実施した。 

 

(3) 放送番組審議会 

国際放送番組審議会は１１回開催され、会長の諮問に応じて、平成１５年度国際放送

（テレビジョン・ラジオ）の放送番組編集の基本計画について審議し、答申を行ったほか、

放送番組全般について意見交換を行った。審議会の答申や議事の概要等については、放送

やインターネットホームページへの掲載等を通じて公表した。なお、審議の充実に資する

ため、視聴者意向の概要を審議会に毎回報告した。       （委員名 資料１０） 

 

(4) 放送番組の考査 

国際番組基準にのっとり、放送番組の考査を実施し、番組の向上に資するよう努めた。

考査結果については、速やかに放送現場への周知を行った。 

考査にあたっては、内外の部外モニターによる評価のほか、視聴者から寄せられた意

向を参考にした。モニターによる番組評価は放送現場にも周知し、視聴者の意向が放送番

組に反映されるよう努めた。なお、ラジオ国際放送の番組モニターについては、使用言語

ごとに委嘱を行った。 

 

(5) 受信状況、反響等 

ア 受信状況 

ラジオ国際放送の八俣送信所からの放送については、アジア大陸、東南アジア、北米、

ハワイ、大洋州地域では、おおむね安定した受信状態であった。欧州、南西アジア、中南

米、極東ロシア地域では、場所、時期、時間帯などにより良好な受信状態と不安定な受信

状態に分かれた。中東、アフリカ地域では、中位以下の受信状態となることが多かった。

海外の送信所からの中継放送は、対象となる各地域において、おおむね良好な受信状態で

あった。 

k-pc1
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なお、受信状況をよりきめ細かく把握するためにモニター体制を強化した。 

イ 反 響 

国際放送に対して寄せられた視聴者からの投書は、約５万２千通であった。 

テレビジョン国際放送については、ワールドカップサッカー期間中の独自情報番組や

「WHAT'S ON JAPAN」等が好評だったほか、番組内容や受信方法の問い合わせ、番組編成

についての要望が寄せられた。 

ラジオ国際放送については、各国語による迅速な報道のほか、日本語学習番組や日本

やアジアの最新情報、課題などを幅広く取り上げる番組等が好評だった。 

このほか、テレビジョン、ラジオを通じて、日朝首脳会談、イラク戦争等の報道に対

し、日本の視点から迅速、的確に伝えていることを評価する声が寄せられた。 

ウ 周知及び利用促進 

テレビジョン及びラジオ国際放送のほか、インターネットホームページや電子メール

により、番組情報等を提供した。また、番組表の空港等での配布を行うとともに、海外関

係公的機関、海外進出企業等へ番組表・パンフレット等を提供したほか、新東京国際空港

でのＰＲビデオの上映等により、国際放送のいっそうの周知及び利用促進を図った。 

 

(6) 中継国際放送 

ラジオ国際放送に係る八俣送信所からの中継国際放送については、カナダ放送協会の

委託による放送を東南アジア及びアジア大陸向けに１日６時間、ラジオ・フランス・アン

テルナシオナルの委託による放送を東南アジア及びアジア大陸向けに１日７時間３０分、

イギリス放送協会の委託による放送をアジア大陸向けに１日１０時間実施した。 

 

(7) その他 

放送番組を補完し、国際相互理解の促進を図る観点から、インターネットを利用して外

国語によるニュース・情報の提供を行った。音声により各言語のニュースや日本語講座番

組、インドネシア語等の情報番組等を、動画、文字により英語ニュースを、文字により中
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国語等のニュースを、それぞれ提供した。このほか、イラク戦争に際しては、ラジオ国際

放送の特設ニュース等を提供した。また、ＡＢＵ東京総会の開催に際しては、テレビジョ

ン国際放送の「TODAY'S ASIAVISION」を提供した。 

 

３ 放送番組の国際交流 

(1) 海外への放送番組の提供等 

外国放送事業者等への放送番組の提供を積極的に推進した。 

このうち、衛星伝送による番組提供については、全世界をカバーする１日２４時間配

信を実施し、連続テレビ小説、「その時 歴史が動いた」、「おかあさんといっしょ」、「Ｎ

ＨＫニュース７」等を、アジア・太平洋、南北アメリカ、欧州地域等の１７２の放送事業

者等に対して提供した。 

このほか、財団法人ＮＨＫインターナショナル及び財団法人放送番組国際交流セン

ターが行う放送番組国際ライブラリー事業等を通じて、放送番組３,４７７本を提供し、

国際理解の促進に資するよう努めた。 

マハティール・マレーシア首相やアロヨ・フィリピン大統領の訪日、ワールドカップ

サッカー、ＯＰＥＣ大阪総会、世界水フォーラム等に際しては、外国放送事業者等に対し、

取材、制作、衛星伝送の協力を行った。 

 

(2) 放送番組の共同制作等 

外国放送事業者等との放送番組の共同制作を積極的に推進し、ＮＨＫスペシャル「ア

ジア古都物語」、ウイークエンドスペシャル「テロとの闘い」、ＢＳエンターテインメント

「日中友好芸能フェスティバル」等を制作した。 

外国放送事業者との番組交換については、協力協定や協力覚書に基づくもののほか、

ＡＢＵ加盟の放送事業者と共同して行う衛星伝送によるニュース交換を実施した。また、

ＡＢＵの番組交換活動にも参加した。 

なお、協会と協力協定や協力覚書を締結している外国放送事業者等は、３９か国５０
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機関であった。 

 

(3) 「日本賞」教育番組国際コンクール 

第２９回「日本賞」教育番組国際コンクールを、１０～１１月、東京において実施し

た。コンクールには、４９か国１２６機関（２０８作品）が参加した。なお、放送番組と

インターネットが連動して生み出す総合的な教育効果を評価の対象とする、ウェブ部門賞

を新設した。 

また、コンクールにあわせて「ＮＨＫ教育フェア２００２」を開催した。 

 

(4) その他 

１０～１１月、アフガニスタン国営放送の支援等を主な議題として東京で開催された

ＡＢＵ総会について、その円滑な運営に協力した。これに先立ち、８月、ＡＢＵロボット

コンテスト東京大会を実施した。 
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第３章 放送番組に関する世論調査及び研究 
 

１ 放送番組に関する世論調査 

(1) 視聴率調査 

５～６月及び１１月、それぞれ３,６００人を対象に、７日間にわたり、テレビジョ

ン・ラジオ番組の全国個人視聴率調査を実施した。調査の結果、協会のテレビジョン番組

では、「利家とまつ」、「ワールドカップサッカー」、「ＮＨＫニュース７」、「さくら」、「Ｎ

ＨＫ歌謡コンサート」、「ニュース・気象情報」、「まんてん」等が高い視聴率を示した。ラ

ジオ番組では、「朝７時のニュース・スポーツニュース」、「朝６時４０分のニュース・ビ

ジネス展望」、「ラジオ体操」、「ニュースアップ」、「朝６時のニュース・スポーツニュー

ス」、「正午のニュース」、「健康ライフ」等が比較的高い聴取率を示した。テレビジョンの

視聴時間量（１日平均）は、５～６月の調査では３時間３７分、１１月の調査では３時間

４８分であった。     （テレビジョン視聴時間量（１日平均）の推移 資料１１） 

６月、テレビジョン番組の幼児視聴率調査（東京３０キロ圏の幼児１,０００人）を実

施した。 

 

(2) 放送意向調査 

７月、「ワールドカップサッカー」について、１１月、「日本人のマス・メディアに関

する意識」について、それぞれ１,８００人を対象に、９月、「好きなタレント」について、

１０月、「テレビ５０年」について、それぞれ３,６００人を対象に、全国調査を実施した。 

また、１５年３月、幼児の生活時間調査（東京５０キロ圏の幼児１,５００人）を実施

した。 

 

(3) 国民世論調査 

６月及び１２月、「景気と暮らしの実感」について、９月、「日本人のストレス」につ

いて、１１月、「家庭と男女の役割」について、それぞれ１,８００人を対象に、１１月、
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「転換期の政治意識」について、３,６００人を対象に、それぞれ全国調査を実施した。

また、国民の政治意識等について、毎月、全国１,８００人を対象に電話調査を実施した。  

このほか、８～９月、「中学生・高校生の生活と意識」について、中学生・高校生 

１,８００人とその父母を対象に、全国調査（第４回）を実施した。 

また、７月、名古屋市及び静岡市において、１５年３月、東北６県において、それぞ

れ防災意識調査を実施した。 

調査結果は、放送番組の編成及び制作にあたり活用した。 

 

(4) 選挙世論調査 

衆議院・参議院の統一補欠選挙に際し、４月、衆議院和歌山２区及び参議院新潟選挙

区で、１０月、衆議院山形４区、神奈川８区、新潟５区、大阪１０区、福岡６区、参議院

千葉選挙区、鳥取選挙区で、それぞれ調査を行った。徳島（４月）、長野（８月）、沖縄

（１１月）、青森及び山梨（１５年１月）の５県で、知事選挙について、それぞれ調査を

行った。 

調査結果は、選挙報道等にあたり活用した。 

 

２ 放送に関する調査研究 

(1) 地上デジタル放送に関する総合的な調査研究 

地上デジタル放送に関して、海外の現状と計画について調査するとともに、各国の放

送制度や放送内容に関する比較研究を進めた。国内については、１５年１２月の地上デジ

タルテレビジョン放送開始に向けて、認知度、視聴意向等に関する調査研究を進めた。 

 

(2) メディアと子どもに関する総合的な研究 

テレビやビデオなどの映像メディアが子どもの発達に与える影響について、心理学、

教育学、小児医学、大脳生理学などの専門家の協力を得て、科学的に解明する調査研究を

進めた。 
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(3) 教育番組等に関する研究 

２年ごとに実施している学校放送利用状況調査を行うなど、学校教育現場におけるテ

レビやインターネット等のメディア利用の実態について研究を進めた。 

 

(4) 放送用語の調査研究 

部外学識経験者等によって構成される放送用語委員会は１３回開催され、放送用語に

関する基本的事項、各種放送番組での用語や文章構成等についての検討を行った。また、

現代人の言語意識や使用実態についての総合的な調査研究を進めた。 

 

(5) 内外放送事情の調査研究等 

主要各国の放送のデジタル化や放送・通信の融合、ブロードバンドサービスの展開等、

幅広く内外の放送関係の情報や資料を収集し、これらに基づいて調査研究を進めた。なお、

「ＮＨＫ年鑑２００２」、「ＮＨＫデータブック世界の放送２００３」等を刊行した。 

「２０世紀放送史」について、英語版及び資料集をとりまとめ、刊行した。 

 

３ 放送文化研究委員会 

部外学識経験者によって構成される放送文化研究委員会は２回開催され、１５年度の

調査研究の基本計画等について審議した。           （委員名 資料１２） 

 

４ 調査結果及び研究成果の公表 

調査の結果及び研究の成果は、「放送研究と調査」、「放送文化調査研究年報」等を通じ

て公表し、新聞社、通信社、一般放送事業者、図書館、大学、調査研究機関、関係諸官庁

等に送付して、広く利用に供した。 

また、「研究発表とシンポジウム」を東京及び名古屋で開催するとともに、「ＮＨＫ放

送文化セミナー」を各地で開催して研究成果の発表を行ったほか、関係の学会においても

研究発表を行った。 

k-pc1



－３５－ 

放送博物館においては、放送の発展の歴史や現状に関する資料の展示を拡充した。 
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第４章 営業及び受信関係業務の概況 
 

１ 営業活動の推進 

景気の低迷や単身世帯等の面接困難世帯の増加などにより営業活動をとりまく環境が

いっそう厳しさを増す中、放送受信契約の増加と受信料の確実な収納に努めた。特に、新

しい営業コンピューターシステムの導入や、視聴者からの諸届け手段の多様化、間接集金

の促進等により、効果的、効率的な営業活動を推進するとともに、視聴者に接する契約・

集金取扱者の対応能力の向上を図った。また、公共放送の役割や受信料制度についての理

解促進活動を、若年単身層を中心に展開した。 

 衛星放送については、衛星デジタル放送の自動表示メッセージ機能の活用や、ケーブル

テレビ事業者との協力関係の強化などにより、受信の普及と衛星契約の締結促進に努めた

ほか、受信機メーカーや電器店等と連携した普及促進活動や、地域に密着した公開番組等

と連動した施策を集中的に展開した。 

 契約総数増加計画の達成状況は、６２.１％であった。 

（放送受信契約の種別及び受信料額 資料１３） 

（放送受信契約（有料）増加計画等の達成状況 資料１４） 

 

２ 放送受信契約の状況 

 放送受信契約件数は、カラー契約において、年度当初２,６０４万に対し、年度中の新

規契約件数３０６万、契約変更等による解約件数３１７万、差し引き１１万の減少で、年

度末には２,５９３万、普通契約において、年度当初４８万に対し、年度中の新規契約件

数２万、契約変更等による解約件数５万、差し引き３万の減少で、年度末には４５万と

なった。衛星契約においては、年度当初１,１１６万に対し、年度中の新規契約件数１２０

万、解約件数７９万、差し引き４１万の増加で、年度末には１,１５７万となった。契約

総数は、年度当初３,７６８万に対し２７万増加して、年度末には３,７９５万となった。 

（都道府県別放送受信契約件数 資料１５） 
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放送受信契約のうち、受信料を免除しているものの件数は、年度末、カラー契約にお

いて１１１万、普通契約において４万、衛星契約において５万であった。このほか、三宅 

島雄
お

山
やま

の噴火に伴う災害被災者等に対し期間を定めて受信料を免除した件数は、年間、カ 

ラー契約において１,４０９、普通契約において２８、衛星契約において４３５であった。

免除金額の総額は、推計２３８億円である。    （種類別免除契約件数 資料１６） 

 年度末における有料の受信契約件数（半額免除を含む。）は、カラー契約において 

２,４８２万、普通契約において４１万、衛星契約において１,１５２万、契約総数におい

て３,６７５万であった。なお、年度内の増加件数は、契約総数において２３万、衛星契

約において４１万、衛星カラー契約等を含むカラー契約総数において２６万であった。 

（放送受信契約件数（有料）の推移 資料１７） 

 口座振替・継続振込制度利用件数は、カラー契約において、年度当初２,０９５万に対

し、２０万の減少で、年度末には２,０７５万、普通契約において、年度当初３４万に対

し、３万の減少で、年度末には３１万となった。衛星契約においては、年度当初１,０４２

万に対し、４０万の増加で、年度末には１,０８２万となった。利用件数の総数は、年度

当初３,１７１万に対し、１７万増加して、年度末には３,１８８万（利用率８６.８％）

となった。             （支払区分別放送受信契約件数の推移 資料１８） 

 前払制度利用件数は、カラー契約において、年度当初１,２９０万に対し、１５万の減

少で、年度末には１,２７５万（６か月前払４９８万、１２か月前払７７７万）、普通契約

において、年度当初２０万に対し、２万の減少で、年度末には１８万（６か月前払８万、

１２か月前払１０万）となった。衛星契約においては、年度当初７１０万に対し、２８万

の増加で、年度末には７３８万（６か月前払２８５万、１２か月前払４５３万）となった。

利用件数の総数は、年度当初２,０２０万に対し、１１万増加して、年度末には２,０３１

万（利用率５５.３％）となった。 （毎期・前払別放送受信契約件数の推移 資料１９） 

（一括支払割引制度利用件数 資料２０） 

本年度受信料の年度末における収納率は９６.００％であった。 

 前年度受信料の当年度末収納率は９６.２５％であったが、本年度末における２年間通
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算収納率は９６.６４％となった。 

 

３ 受信の普及と改善 

(1) 衛星デジタル放送等の受信普及 

 衛星デジタル放送の周知と普及促進を図るため、ＢＳ民放、受信機メーカー、電器店等

と連携して、米大リーグ野球やワールドカップサッカー等にあわせて全国各地で受信公開

や展示、技術セミナーを実施した。１０月から１２月にかけてはデジタル放送の特長であ

る高画質、５.１サラウンド放送、データ放送等の魅力を視聴者に直接伝える「見るなら 

なっ得！ ハイビジョンキャンペーン」を全国各地で実施した。 

 さらに、ケーブルテレビ事業者や集合住宅管理会社に対しては、衛星デジタル放送の伝

送実験への協力や、低廉な経費で受信が可能となる技術の紹介などにより、衛星デジタル

放送の導入促進に向けた活動を積極的に展開した。 

このほか、通信・放送機構の衛星放送受信設備設置助成制度の周知及び運用に協力し、

難視聴地区における衛星放送の受信普及に努めた。 

 

(2) 受信障害対策等 

 高層建造物等に起因するテレビジョン放送の受信障害の防止及び改善を図るため、原因

者の責任と負担による解消を基本に、建築主等に対して障害の予測、調査、改善方法の技

術指導を行った。特に、東京都港区や名古屋市等で、大規模建造物による受信障害の軽減

策や改善対策の指導を積極的に行った。 

 地上約１１０ｋｍ上空に突発的に発生するスポラディックＥ層と呼ばれる電離層に、外

国電波が反射して起きるテレビジョン放送の受信障害については、ＵＨＦ中継局への受信

局変更指導等により改善を図ったほか、電器店と連携した障害発生早期把握システムを活

用し、放送を通じて障害発生の迅速な周知に努めた。 

電気機器、ＯＡ機器等による受信障害については、関係官庁及び関係団体で構成する

受信環境クリーン協議会と連携して、障害の未然防止に努めた。 
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 このほか、全国の放送局で受信に関する技術相談に応じた。 

 

(3) テレビジョン共同受信施設の運用 

 山間部等の難視聴地区において地元の視聴者と共同で設置したテレビジョン共同受信施

設を運用するとともに、老朽施設の改補修を行った。年度末における運用施設数は

９,３７４施設（加入者数は６９万世帯）であった。 
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第５章 視聴者関係業務の概況 
 

１ 広報及び理解促進・意向吸収活動等 

(1) 広報活動 

協会に対する視聴者の理解と支持をいっそう深めるとともに、放送番組の視聴を促進

するため、広報活動を推進した。なお、テレビ放送５０年に当たって放送の役割等に対す

る理解を促進するため、「１００人のテレビ論」等の広報番組を集中的に放送するととも

に、協会のテレビジョン放送番組の歴史を紹介する冊子の配布等を行った。 

ア 経営広報番組 

公共放送の役割及び存在意義、受信料制度への理解をいっそう深めるため、事業活動

の現状などを伝える「テレマップ」や、視聴者からの質問や要望に責任者が直接答える番

組「土曜スタジオパーク－あなたの声に答えます－」等を放送したほか、視聴者のさまざ

まなメッセージを紹介するスポット「みんなのメッセージ」等を通じた公共放送キャン

ペーンを実施した。また、「平成１４年度ＮＨＫの予算とビジョン」等の特集番組を放送

した。 

このほか、昨年度に引き続き、社団法人公共広告機構と共同で、自然環境保護をテー

マとするキャンペーンを行った。 

イ 視聴者との交流・ふれあい活動 

視聴者との交流・ふれあいを図るため、東京の放送センターにおいて、「ＮＨＫスタジ

オパーク」及び公開番組専用スタジオ「テント２００２（２００３）みんなの広場」を積

極的に活用するとともに、各地の放送会館等において、番組やデジタル放送等に関する展

示を実施したほか、会館ロビーを地域のサークル等の展示の場として開放した。また、小

学生を対象に、全国各地で、番組制作の体験を通じて放送への理解促進を図る「キミが主

役だ！ＮＨＫ放送体験クラブ」を実施し、全国で６万人が参加した。全国の放送会館の来

観者数は年間４７３万人（うち放送センターの「ＮＨＫスタジオパーク」の来観者数は 

８４万人）であった。 
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ウ 衛星放送の普及と番組の視聴促進等 

デジタルハイビジョン放送をはじめとする衛星放送の普及と番組の視聴促進を図るた

め、放送による番組情報等の周知を行うとともに、「おーい、ニッポン」、「日本列島だん

ちでクイズ」等の視聴者参加番組の公開と連動した取り組みを行ったほか、屋外に設置さ

れた大画面ディスプレイ等を活用して番組情報の提供等を行った。特に、東京の放送セン

ターにおいて、５月、衛星デジタル放送の特長をわかりやすく紹介するイベント「ＢＳデ

ジタル ふれあい広場」を実施した。このほか、「第５３回ＮＨＫ紅白歌合戦」、米大リー

グ野球の中継等に際して、随時、全国各地で受信公開を実施した。 

 

(2) 理解促進・意向吸収活動 

視聴者の多様な意向を受け止めて吸収するとともに、相互理解の促進に努めた。 

各分野から委嘱した委員による視聴者会議を全国５４か所で、それぞれ３回開催した

ほか、視聴者懇談会を全国で開催するなど、視聴者の意向をきめ細かく把握するよう努め

た。なお、視聴者会議の実施状況については、放送を通じて周知を図った。 

放送センター及び各放送局の視聴者ふれあいセンター・コーナー等に寄せられた視聴

者の意見、要望、問い合わせ等に対しては、番組情報等をデータベース化した視聴者対応

システムの活用などにより、迅速かつ適切な対応に努めた。なお、放送番組に関する意見

等への対応のいっそうの充実を図るため、電話と電子メールに一元的に対応するコールセ

ンターの運用を開始した。 

視聴者から寄せられた意向は年間６４５万件であり、これらの意向については、業務

への迅速、的確な反映に努めた。なお、視聴者意向の概要及び業務への反映事例を取りま

とめ、公表した。               （視聴者意向件数の推移 資料２１） 

 

２ 経営・事業内容の公開 

公共放送として、視聴者に対する説明責務を果たす観点から、ＮＨＫ情報公開基準に

基づく情報公開を推進した。実施状況については、月ごとに取りまとめ、インターネット

k-pc1



－４２－ 

ホームページへの掲載により公表した。 

 

(1) 情報の開示 

情報の開示については、実施手順等を定めたＮＨＫ情報公開規程にのっとり、仕組み

の適切な運用を図った。視聴者からの情報開示の求めに対して迅速かつ的確な対応を行う

よう努めるとともに、再検討の求めに対しては、部外有識者で構成するＮＨＫ情報公開審

議委員会の意見を踏まえて判断を行った。同委員会の意見については、５月、インター

ネットホームページへの掲載を開始した。 

（委員名 資料２２）（情報開示の状況 資料２３） 

なお、情報開示の求めの対象とならない分野の情報についても、可能な範囲で提供に

努めた。 

 

(2) 情報の提供 

経営・事業内容の情報の提供については、各放送局等での備え置き公開文書を拡充す

るとともに、インターネットホームページへの掲載を進めた。予算及び決算については新

聞広告し、決算は官報にも公告した。また、報道機関に対しては、会長、放送総局長等の

記者会見を実施するとともに、取材に協力し、経営や放送に関する情報を積極的に提供す

るよう努めた。                （備え置き公開文書一覧 資料２４） 

 

３ 公開番組の実施、番組の利用促進等 

(1) 公開番組、催物等 

放送番組に対する視聴者の理解と関心を高めるため、「ＮＨＫのど自慢」、「金曜オンス

テージ」、「にっぽん愉快家族」、「ＢＳ日本のうた」、「ＢＳジュニアのど自慢」等の公開番

組を全国各地で実施した。 

また、「世界最大の恐竜博２００２」を開催するとともに、アジア各国との文化交流を

促進する事業として、「ＮＨＫ交響楽団・ＫＢＳ交響楽団 交換演奏会」、「アフガニスタ
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ン 悠久の歴史展」、「インド・マトゥラー彫刻展／パキスタン・ガンダーラ彫刻展」等を

開催したほか、「ふるさとの食 にっぽんの食」、「おかあさんといっしょファミリーコン

サート」、「ＮＨＫ全国学校音楽コンクール」等を開催した。さらに、地方自治体等と連携

して、各地域のニーズに基づいたイベントを放送との連動により実施した。 

このほか、「ＮＨＫ歳末たすけあい・ＮＨＫ海外たすけあい」、「伊豆諸島地震活動災害

義援金募集」等を、社会福祉法人ＮＨＫ厚生文化事業団等との共催で実施した。「ＮＨＫ

歳末たすけあい・ＮＨＫ海外たすけあい」の実施に際しては、１２月１日を「ＮＨＫたす

けあいデー」としてイベントを実施し、放送と連動した周知活動を行った。 

 

(2) 放送番組の利用促進 

学校放送番組の利用促進を図るため、放送教育研究会組織を中心とする教育関係諸団

体や文部科学省等の教育行政機関と連携して、全国・地方研究大会及び研修会を実施する

とともに、地域の放送教育に先導的な役割を果たすことを目的に、学校放送研究校の委嘱

を行った。学校放送番組の利用の手引きについては、インターネットホームページに掲載

し、利用促進を図った。なお、高等学校講座番組の充実とその利用促進を図るため、学校

法人日本放送協会学園に対し、助成金を交付した。 

学校放送番組の新たな利用方法を探るため、インターネット等の活用のあり方につい

て研究を進め、放送教育研究会全国大会において、動画クリップ等を活用した「総合的な

学習の時間」のモデル授業を公開し、研究発表を行った。 
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第６章 放送設備の建設改修及び運用の概況 
 

１ 放送設備の建設改修 

(1) 地上放送のデジタル化に向けた整備 

 地上デジタルテレビジョン放送については、１５年１２月の東京、大阪、名古屋の三大

都市圏における放送開始に向けて、放送所設備及び送出設備の整備を進めた。 

このほか、社団法人デジタルラジオ推進協会による地上デジタル音声放送の実用化試

験放送の開始に備え、設備の整備を進めた。 

 

(2) 衛星デジタル放送の安定的実施 

衛星デジタル放送については、放送衛星ＢＳＡＴ－２ａを運用する受託放送事業者で

ある株式会社放送衛星システムに委託して実施するとともに、同社に対して、同一軌道上

の複数衛星管制や放送衛星ＢＳＡＴ－２ｃの調達に関する技術協力を行い、放送の安定的

実施に万全を期した。 

 

(3) 地上放送網の整備 

 ラジオにおいて、第１放送で、夜間に外国電波が混信する受信状況を改善するため、新

城局（愛知）、三方局（福井）、若桜局（鳥取）を開設した。 

 ＦＭ放送において、地形の影響による聴取困難な受信状況を改善するため、奈川局（長

野）及び万場局（群馬）を開設した。 

 年度末で、ラジオの放送区域は、第１放送が全国世帯の９９.９％、第２放送が９９.４

％、ＦＭ放送が９６％であった。 

 

(4) 放送設備の整備 

 良質な放送を確保するため、放送設備の改善及び老朽設備の更新整備を進めた。 

 報道取材設備及び番組制作・送出設備については、機動的な緊急報道体制の強化に向け
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て映像伝送設備や高感度リモコンカメラを更新したほか、甲府、宮崎等７放送局において

ニュース送出設備を更新し全国整備を完了した。また、ハイビジョン放送の充実に資する

ため、取材用ヘリコプター伝送設備、衛星伝送車等の緊急報道機材のほか、ニュースセン

ター、スタジオ等の設備についてハイビジョン化整備を進めた。さらに、海外からのハイ

ビジョン中継の充実を図るため、ヨーロッパ総局等において取材制作設備のハイビジョン

化整備を進めた。 

 テレビジョン放送所設備については、放送機の更新整備を、東京、大阪等４か所で完了

したほか、総合放送における保守点検に伴う夜間放送の休止を縮減するため、予備送信機

を松山、長野等１７か所で整備した。 

ラジオ放送所設備については、中波放送機の更新整備を、東京及び札幌で進めたほか、

第１放送における保守点検に伴う夜間放送の休止を縮減するため、大阪、名古屋等で予備

送信機の整備等を行った。また、ＦＭ放送機の更新整備を、新潟、長崎等５か所で行った。 

 

(5) 放送会館等の整備 

 放送番組等の保存、管理、活用を一元的に行うＮＨＫアーカイブス（埼玉）を完成した。

また、岡山、神戸放送会館の建設工事に着手するとともに、北九州放送会館の建設工事を

取り進めた。このほか、山口、福島、沖縄、徳島放送会館の整備のための諸準備を取り進

めた。 

 

２ 放送設備の運用 

(1) 国内放送 

 年度末において、地上放送関係では、テレビジョンで、総合放送３,４１６局、教育放

送３,３４２局、ラジオで、第１放送２２０局、第２放送１４０局、ＦＭ放送５２４局を

運用した。          （放送局の概要及び運用局数の推移 資料２５～２８） 

 このほか、地方自治体等が整備し所有する施設により、テレビジョンで、総合放送、教

育放送各１４局を、テレビジョン都市受信障害対策用ＳＨＦ放送局として、総合放送、教
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育放送各１局を運用した。 

 衛星放送関係では、アナログ方式による標準テレビジョンの放送衛星局として、衛星第

１テレビジョン放送、衛星第２テレビジョン放送各１局を運用するとともに、これらの地

上再送信局各３局（父島、母島、南大東）を運用した。また、アナログ方式による高精細

度テレビジョン放送の放送衛星局として、デジタル方式の放送へ円滑に移行するための放

送を行う局１局を運用した。 

 このほか、固定局４０４局、基地局１５５局、携帯基地局１４６局、陸上移動局７,６３３

局、携帯局２,８０７局、地球局１７局、人工衛星局３局を運用し、取材、連絡、番組中

継等に活用した。 

 

(2) ラジオ国際放送 

 年度末において、ＫＤＤＩ八俣送信所の送信機３００ｋＷ７台、１００ｋＷ４台、計

１１台を専用した。 

 送信出力は、一般向け放送については３００ｋＷ及び１００ｋＷ、地域向け放送につい

ては、欧州向け、北米向け、中東・北アフリカ向け、アフリカ向け、極東ロシア向け、大

洋州向け、南西アジア向けが３００ｋＷ、アジア大陸向け、東南アジア向けが３００ｋＷ

及び１００ｋＷ、ハワイ向け、中米向け、南米向けが１００ｋＷであった。 

 カナダ放送協会の委託による中継国際放送の送信出力は３００ｋＷ及び１００ｋＷ、ラ

ジオ・フランス・アンテルナシオナル及びイギリス放送協会の委託による中継国際放送の

送信出力は３００ｋＷであった。 

 

３ 放送技術審議会 

 会長の諮問機関である放送技術審議会は３回開催され、放送技術の大綱について審議

を行った。 （委員名  資料２９） 
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第７章 放送技術の研究 
 

１ 主な研究とその成果 

(1) 統合デジタル放送（ＩＳＤＢ）の高度化の研究 

 デジタル技術により、多彩な放送サービスを実現するＩＳＤＢの高度化に向けた研究と

して、利用技術、伝送技術、圧縮技術等の研究を進めた。 

 ＩＳＤＢの利用技術の研究については、放送とホームサーバー（家庭の番組蓄積装置）

やブロードバンドを組み合わせて新しいサービスを実現するサーバー型放送方式の研究を

継続し、蓄積された放送コンテンツについても権利保護や利用制御が可能な方式を開発し

た。地上デジタル放送に適したデータ放送のサービス方式の研究については、受信地点を

検出しその地域に関連する情報を自動的に選別して受信端末に表示する位置連動型データ

サービスや、一つの端末でデータ放送とインターネットを連携させて利用できる放送・通

信融合サービスなど移動体向けサービスの技術的検討を進めた。このほか、視聴者からの

再放送要望にこたえる手法として、ブロードバンドネットワークを利用した番組リクエス

トサービスの研究を開始し、実験のために必要な番組蓄積サーバーや視聴者用端末を試作

した。 

 ＩＳＤＢの伝送技術については、地上デジタルテレビジョン放送における低廉で安定し

た放送波中継ネットワークの実現を目指し、中継局の送受信特性を改善する研究を進め、

全国各地の地上デジタル放送共同実験施設を利用して、複数のアンテナで受信した信号を

合成して高品質な送信信号を再生するダイバーシティ受信型中継装置や単一周波数中継に

際しての自局混信の除去装置の実用化に向けた実環境実験を重ねた。また、電波を補完す

る手段としての光伝送技術の研究では、家庭への光ファイバーの引き込みが困難な部分を

ミリ波による無線伝送に置き換える上で有効な多重伝送方式の検討を進めた。 

 ＩＳＤＢの圧縮技術については、高画質を保ちながらハイビジョン信号の圧縮をいっそ

う進めるためのデジタル圧縮方式の研究を継続したほか、デジタル放送に適した画質モニ

ター技術の研究を進め、ＭＰＥＧ－２多重化信号の解析によって画質を自動監視できる装
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置を開発した。 

 

(2) 人にやさしい情報バリアフリー技術の研究 

音声認識による自動字幕制作の研究を進め、ニュースにおけるキャスターと記者のや

りとりや雑音の多い現場リポート部分の認識率の向上を図った。さらに、ニュース以外の

生放送番組に対しての字幕付与を可能にするリスピーク方式について、実用に即した適合

性を拡張し、より多くのスポーツ中継番組や歌謡番組で使用した。 

 視覚に障害のある人にテレビ画面の情報を音声や触覚で伝える研究を進め、データ放送

の画面を凹凸で提示する触覚ディスプレイ装置について、その使いやすさを向上させるた

めの試用評価を実施した。 

 

(3) コンテンツ制作技術の研究 

 番組制作システムの高度化に向けた研究については、番組台本記述用のコンピューター

言語ＴＶＭＬでＣＧ画像番組を自動生成する研究を継続し、視聴者の求める情報を自動的

に収集し、パーソナルなテレビ番組として再構成するシステム（ＴＶ４Ｕ：TV for you）

の実用性の向上を図った。また、実写映像をもとにリアリティのある仮想空間を生成する

ことのできる実写ベースバーチャルスタジオシステムと、撮影と同時に被写体映像のみを

抽出してＣＧと３次元合成できるAxi-Visionカメラを組み合わせて、新しい映像表現を実

現する新世代バーチャルスタジオ技術を開発し、実際の番組で使用した。そのほか、番組

制作者が放送局内の高速ネットワークを利用して映像素材や機器を自由に組み合わせてリ

アルタイムに映像処理ができるシステムを試作した。 

 番組制作機器の高度化の研究では、夜間でも鮮明な映像が得られる高感度の新スーパー

ＨＡＲＰハンディカメラの感度をさらに高めた実用型超高感度ハイビジョンカメラを開発

したほか、取材用ハイビジョンカメラへの搭載を目指した光ディスクの研究においては、

試作した実験装置により、実用に際して求められる記録容量の要件を満たす高速・高密度

の記録再生を実現した。さらに、ハイビジョン信号を圧縮せずに無線伝送できる６０ＧＨｚ
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帯スタジオワイヤレスカメラの研究に本格的に着手した。 

 

(4) 将来の放送サービスと基盤技術の研究 

 ハイビジョンを超える臨場感のある放送に向けた研究では、走査線が４,０００本級の

超高精細映像システムについて、カメラの安定化・小型化や表示装置の高精度化の研究を

進めたほか、自然で見やすい立体テレビの条件、メガネが不要で放送に適した立体テレビ

の方式、３次元音響システムの研究を進めた。 

 衛星放送に関する研究では、降雨による放送の遮断が起きないように強い雨の地域に放

射電力を集中させることが可能な次世代放送衛星システムの研究を継続した。また、ミリ

波帯の放送利用の研究として、衛星放送の共同受信や直接受信ができない集合住宅の世帯

に対して、６０ＧＨｚ帯の電波を使って再送信する技術の研究を進めた。 

 新しい材料・素子の研究では、撮像素子の研究として、将来の超高感度、高精細な小型

撮像デバイスの実現を目指して、冷陰極ＨＡＲＰ撮像板の多画素化に向けた研究を行った。

また、表示素子の研究では、軽量かつ折り曲げて持ち運び可能なフレキシブルディスプレ

イの実現に向け、フィルム液晶素子や有機ＥＬ素子の研究を継続した。さらに、超小型で

高性能な次世代のマイクロホンの実現を目指したシリコンマイク（ＩＣマイク）について

は、実用化に向けた技術検討を行った。 

記録の研究では、超高密度記録を目指した垂直磁気記録の研究や、記録密度を飛躍的

に向上させる新しい記録材料の研究を継続した。 

 

２ 技術協力等 

 外部に対する技術協力等は、前年度から継続したもの９件、新たに実施したもの１５件、

合計２４件について行った。これらのうち主なものは、衛星デジタル放送関連技術、ＨＡ

ＲＰ関連技術、地上デジタル放送関連技術、音声認識技術であった。 

なお、番組全体の長さを変えることなく、音声をゆっくりした速度に変換して聞くこ

とのできる話速変換技術が、ラジオで実用化された。 
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３ 特許権等の取得、外部への実施許諾 

 新たに特許権を１０２件取得し、年度末における特許権及び実用新案権の保有総数は 

１,２７０件となった。 

 外部に対する実施許諾は、前年度から継続したもの１７６件、新たに許諾したもの３５

件、合計２１１件について行った。これらのうち主なものは、衛星放送受信機、ＦＭ文字

多重放送受信機、Ｐ－ＭＡＰソフトウエアであった。 

 

４ 放送技術研究委員会等 

 部外学識経験者等によって構成される放送技術研究委員会は２回開催され、重要な研究

課題等について審議した。                  （委員名 資料３０） 

 また、研究顧問等に委嘱した外部研究者から、研究テーマについての助言・指導を受け

た。 

 

５ 研究成果の公表等 

 研究の成果は、放送番組の制作等に活用するとともに、外部に対する技術移転により、

放送技術及び電子産業技術の向上に寄与した。また、国内外の標準化機関の活動に積極的

に参加し、技術基準の策定に貢献した。あわせて、関係学会の会誌や専門技術誌への寄稿、

関係学会の研究会での発表、各種団体や専門委員会への参画、放送技術研究所の公開、

「ＮＨＫ技研Ｒ＆Ｄ」、「BROADCAST TECHNOLOGY」等の発行、インターネットホームページ

への掲載等により、研究成果の内外への公表及び周知を図った。このほか、放送技術研究

所における子ども向け体験学習等の地域イベントの定期的な開催や、常設展示コーナーの

拡充を行った。 

 先端技術の広がりに対応して、他の研究機関等との共同研究を実施し、その成果を放送

技術の研究に反映させるよう努めた。また、海外の研究機関等との間で研究者の交流を進

めた。 
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第８章 業務組織の概要及び職員の状況 
 

１ 経営委員会 

(1) 構 成 

委員鳥井信一郎は４月１０日辞任し、６月２５日、武田國男が新たに委員に任命され

た。 

 委員櫻井孝頴、尚弘子、中村桂子、堀部政男は任期満了となり、１２月２１日、櫻井 

孝頴、尚弘子、中村桂子は退任した。１２月２２日、堀部政男は委員に再任され、新たに

石原邦夫、高崎ゆかり、菅原明子が委員に任命された。１２月２４日、委員大下龍介を委

員長職務代行者に選出するとともに、委員高崎ゆかりの旧姓使用を了承した。 

年度末における経営委員会の構成は次のとおりであった。なお、委員の定員は１２人

で、任期は３年である。                    （経歴 資料３１） 

 

   委 員 長  須 田   寛   １３年１２月１１日再任 
                   東海旅客鉄道会長 
 
   委  員  大 下 龍 介   １３年６月１９日再任 
   委員長職            福屋社長 
   務代行者  
 
   委  員  石 原 邦 夫   １４年１２月２２日就任 
                   東京海上火災保険社長 
 
     〃    武 田 國 男   １４年６月２５日就任 
                    武田薬品工業社長 
 
     〃    宮 崎   満    １３年１２月１１日再任 
                    松山大学経済学部教授 
 
     〃    保   ゆかり    １４年１２月２２日就任 
        （高崎  ゆかり）   オフィスピュア代表 
 
     〃    一 力 徳 子   １３年１２月１１日就任 
                   よろづ園茶舗常務 
 
     〃    北 島 哲 夫   １３年６月１９日就任 
                   北海道漁業協同組合連合会代表理事会長 
 
     〃    堀 部 政 男   １４年１２月２２日再任 
                   中央大学法学部教授 
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委  員  小 林   緑   １３年６月１９日就任 
                   国立音楽大学教授 
    
     〃    佐々木 涼 子   １３年６月１９日就任 
                   東京女子大学文理学部教授 
 
     〃    菅 原 明 子   １４年１２月２２日就任 
                   菅原研究所所長 

 

 (2) 会 議  

 会議は２２回開催され、法定議決事項について審議し、決定するとともに、その他の基

本的事項についても審議した。会議にあたっては、執行機関側から詳細に業務の執行状況

を報告し、審議の充実に資した。 

 本年度の議決事項は次のとおりであった。 

① 平成１５年度収支予算の編成にあたり、編成の基本方針及び基本的事項について審議

を重ね、平成１５年度収支予算、事業計画及び資金計画について決定した。 

② 平成１３年度業務報告書及び平成１３年度貸借対照表等について審議し、決定した。

また、これらに監事の意見書を添えて総務大臣に提出することを決定した。 

③ テレビジョン・ラジオ・ＦＭ中継放送局の設置等について審議し、決定した。 

④ 東京、大阪、名古屋における地上デジタルテレビジョン放送局の設置について審議し、

決定した。 

⑤ 平成１５年度国内放送番組編集の基本計画及び国際放送（テレビジョン・ラジオ）の

放送番組編集の基本計画について審議し、決定した。 

⑥ 平成１４年度長期借入金の借入れについて審議し、決定した。 

⑦ 放送法施行規則の一部改正に伴う経理規程の変更について審議し、決定した。 

⑧ 連結決算規程の制定について審議し、決定した。 

⑨ 役員の報酬等について審議し、決定した。 

⑩ 北九州放送会館の移転補償及び残地売却処分、岡山放送会館の土地・建物購入、川口

ラジオ放送所跡地の処分等について審議し、決定した。 

⑪ 株式会社ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズへの出資について審議し、
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決定した。 

⑫ 財団法人放送番組センターへの出捐について審議し、決定した。 

⑬ 西尾勝を監事に任命した。 

⑭ 橋本元一を理事に任命すること及び理事 野武彦を再任することに同意した。  

⑮ 中央放送番組審議会委員及び国際放送番組審議会委員の委嘱に同意した。  

 このほか、監事から、会長、副会長、専務理事、理事の行った業務について、その監査

結果の報告を受けた。 

 また、地方の放送局の業務の実態を視察、調査した。 

 経営委員会の議事録については、全国の放送局等への備え置き及びインターネットホー

ムページにより公表した。 

 

２ 会長、副会長、専務理事、理事 

 専務理事・技師長中村宏は９月２１日任期満了により退任した。９月２２日、橋本元一

が新たに理事に任命された。同日、理事 野武彦は専務理事・技師長に指名された。１０

月９日、専務理事・技師長 野武彦は理事に再任され、再び専務理事・技師長に指名され

た。 

 年度末における会長、副会長、専務理事、理事は次のとおりであった。なお、会長及び

副会長の定員は各１人で、任期は３年、専務理事及び理事の定員は７人以上１０人以内で、

任期は２年である。                        （経歴 資料３２） 

   会   長  海老沢 勝 二 （１２年７月３１日再任） 

   副 会 長    菅 野 洋 史 （１２年７月３１日再任） 

   専 務 理 事           １４年９月２２日専務理事・技師長就任、 
   技 師 長           １４年１０月９日再任 

   専 務 理 事  板 谷 駿 一 （１３年４月２５日理事再任、専務理事就任） 

   理   事  山 村 裕 義 （１３年４月２５日再任） 

     〃    滋 野   武 （１３年４月２５日再任） 

 野 武 彦
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   理   事  笠 井 鉄 夫 （１３年４月２５日再任） 

     〃    関 根 昭 義 （１３年４月２５日再任） 

     〃    山 田 勝 美 （１３年４月２５日再任） 

     〃    伊 東 律 子 （１３年４月２５日就任） 

     〃    安 岡 裕 幸 （１３年４月２５日就任） 

     〃    橋 本 元 一 （１４年９月２２日就任） 

 理事会は５６回開催され、協会の業務執行に関する重要事項について審議した。 

 また、役員で構成する諸会議を随時開催し、重要な経営課題について検討を行った。特

に、会長以下の役員で構成する「“改革と実行”“公開と参加”委員会」を１２回開催し、

業務改革のいっそうの推進を図るための施策について検討した。 

 

３ 監 事 

 監事内川芳美は３月１１日任期満了により退任し、３月１２日、西尾勝が新たに監事に

任命された。 

 年度末における監事は次のとおりであった。なお、監事の定員は３人以内で、任期は２

年である。                          （経歴 資料３３） 

   中 里   毅 （１３年４月２２日就任） 

  梶 谷 陽 一 （１３年７月１８日再任 非常勤） 

   西 尾   勝 （１５年３月１２日就任 非常勤） 

 監事は、会長、副会長、専務理事、理事の行う業務を監査し、その結果を経営委員会に 

報告したほか、経営委員会の会議に出席し、随時協会の業務運営について意見を述べた。

また、平成１３年度業務報告書に添える意見書及び平成１３年度貸借対照表等に添える意

見書を作成した。 

 監事業務の遂行にあたっては、理事会等に出席し説明を聴取するなど協会業務の適切な

把握に努めるとともに、子会社等からその業務及び財務に関する説明を聴取した。 
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４ 組織及び業務管理 

 組織・業務体制の見直し、時短・業務改革の推進、子会社等との効果的な連携など業務 

全般にわたって合理的、効率的な運営に努めた。 

視聴者の多様な要望や時代の要請にこたえ、効率的で透明性の高い業務運営を推進す

るため、６月、業務委託管理等に関する業務体制の整備、番組制作局、衛星ハイビジョン

局、マルチメディア局の業務体制の再編成等を行った。                

（組織図 資料３４）（放送局等所在地 資料３５） 

効率的な業務運営を図る観点から、業務委託基準等にのっとり、子会社等に対し、放  

送番組の制作、送出・制作技術等の業務の一部を委託した。 

また、１４年度連結決算の実施に備えて、その実施目的や作成する決算諸表等の基本

的な事項を内容とする連結決算規程を制定するとともに、監査法人による会計監査を導入

し、協会及び連結子会社等を対象に実施した。 

コンピューターによる情報システムについては、放送技術研究所ビルへ設備を移設・

統合して集中管理を行い、運用の効率化を図った。また、情報システムをウイルスなどの

攻撃から守るためセキュリティ強化の施策を推進するなど、安定運用に万全を期した。 

転勤者用住宅跡地等の非現用不動産の適切な管理と計画的な売却を推進するため、全

国の物件情報を管理するコンピューターシステムの運用を開始するなど、効果的、効率的

な処分方法の検討を進めた。 

環境に配意した経営の推進に努め、９月、環境保全に関する基本理念・基本方針や活

動成果をまとめた環境報告書を作成した。 

 

５ 職 員 

要員については、いっそうコンパクトな体制を目指し、管理部門の見直し等業務の集

約・再編成を実施するとともに、送出・制作技術業務等における子会社の活用等の施策に

より、合計２２１人の削減を行い、放送制作体制の整備、地上デジタル放送の開始に向け

た対応等のための要員措置との差し引きにおいて１８６人を純減した。年度末の人員は 
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１１,８１５人であり、男女別構成は男性１０,６３３人（９０.０％）、女性１,１８２人

（１０.０％）であった。平均年齢は４０.２歳、平均勤続年数は１６.８年であった。ま

た、障害者の雇用率は１.８１％であった。給与については、適正な水準を維持するよう

努めた。                     （要員効率化の推移 資料３６） 

職員の研修については、職員の世代交代に対応し、若手職員及びその指導者層の研修

のいっそうの充実を図るとともに、デジタル時代に対応しうる高度な専門性と幅広い業務

対応能力の伸長等を目的として、各種研修を実施した。研修全体を通じて、放送倫理と人

権についての認識の徹底、指導・育成体制の強化、業務改革への取り組みと責任ある業務

管理の徹底等を図った。 
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第９章 財 政 の 状 況 
 

１ 資産、負債及び資本 

 年度末における一般勘定の資産総額は７,１１２億５,９１１万円で、前年度末６,９８１

億５,６２６万円に比し、１３１億２８５万円の増加であり、その内容は次のとおりであ

る。 

 流動資産は２，２２５億１,１４０万円で、資産総額の３１.３％を占め、前年度末１,９３９

億９,１８２万円に比し、２８５億１,９５７万円の増加であった。 

 固定資産は４,８５５億４,７７１万円で、資産総額の６８.３％を占め、前年度末４,８９３

億１,１１０万円に比し、３７億６,３３８万円の減少であった。これは、地上デジタルテ

レビジョン放送設備の整備やＮＨＫアーカイブスの整備等を実施したことによる６２９億

４,３１３万円の増、減価償却による５５３億８,１０４万円の減及び長期保有有価証券

７８億４,８９１万円の減等によるものである。 

 特定資産は３２億円で、資産総額の０.４％を占め、前年度末１４８億５,３３３万円に

比し、１１６億５,３３３万円の減少であった。これは放送債券償還積立資産及び建設積

立資産の減少によるものである。 

 負債総額は２,７２６億９,６１２万円で、前年度末２,６９８億７,４１４万円に比し、

２８億２,１９８万円の増加であり、その内容は次のとおりである。 

 流動負債は２,０７８億６１万円で、負債総額の７６.２％を占め、前年度末２,００５

億７６２万円に比し、７２億９,２９８万円の増加であった。これは受信料前受金の増加

等によるものである。 

 固定負債は６４８億９,５５１万円で、負債総額の２３.８％を占め、前年度末６９３億

６,６５１万円に比し、４４億７,１００万円の減少であった。これは長期借入金の減少等

によるものである。 

 資本総額は４,３８５億６,２９９万円で、前年度末４,２８２億８,２１２万円に比し、

１０２億８,０８６万円の増加となった。これは当期事業収支差金の発生によるものであ
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る。 

 資本の構成は、資本３,７３４億８,６２２万円、積立金である繰越剰余金５４７億  

９,５８９万円、当期事業収支差金１０２億８,０８６万円であった。 

 受託業務等勘定の資産総額は２,４６９万円であり、その内容は流動資産である。負債

総額は２,４６９万円であり、その内容は流動負債である。 

（資産、負債及び資本の推移 資料３７） 

 

２ 損益及び収支 

 (1) 損 益 

 一般勘定では、経常事業収入は６,７４９億９,９７３万円で、前年度６,６７６億２,６１３

万円に比し、７３億７,３５９万円の増加であり、これは放送受信契約件数の増加等に伴

う受信料の増加によるものである。経常事業収入の内容は、受信料６,６５６億２,９９１

万円、交付金収入２０億２２２万円、副次収入７３億６,７５９万円である。経常事業

支出は６,５５６億３９４万円で、前年度６,４４６億１,８３６万円に比し、１０９億

８,５５７万円の増加であり、これは放送番組の充実に伴う経費の増加等によるものであ

る。経常事業支出の内容は、国内放送費２,７３６億３,９６２万円、国際放送費６８億 

７,３１４万円、契約収納費６２６億４,５１３万円、受信対策費２１億３５０万円、

広報費３２億２,８２３万円、調査研究費８７億１,４６４万円、給与１,４２６億５,０３９

万円、退職手当・厚生費６２９億３,４０４万円、一般管理費１４３億２,０１６万円、減

価償却費５５３億８,１０４万円、未収受信料欠損償却費２３１億１,４００万円である。

以上により、経常事業収支差金は１９３億９,５７８万円であった。 

 経常事業外収入は４２億３,６４７万円で、前年度４８億１,０７３万円に比し、５億 

７,４２５万円の減少であり、これは財務収入の減少等によるものである。経常事業外収

入の内容は、財務収入３７億６,１９０万円及び雑収入４億７,４５７万円である。経常事

業外支出である財務費は１６１億６,４８１万円で、前年度１７０億５,８１４万円に比し、

８億９,３３３万円の減少であり、これは支払利息の減少等によるものである。以上によ
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り、経常事業外収支差金は△１１９億２,８３３万円であった。 

 経常事業収支差金に経常事業外収支差金を加えた経常収支差金は７４億６,７４４万円

であった。 

 これに、固定資産の売却益、アナログ周波数変更対策給付金等の特別収入８６億

６,６４８万円、固定資産の除却損、アナログ周波数変更対策実施経費等の特別支出５８

億５,３０６万円を加減した当期事業収支差金は１０２億８,０８６万円であった。 

 受託業務等勘定では、経常事業収入は１２億７,５０１万円、経常事業支出は１０億 

１,７８５万円であり、差し引き経常事業収支差金は２億５,７１５万円であった。経常事

業外支出は５,９９４万円であり、経常事業外収支差金は△５,９９４万円であった。経常

事業収支差金に経常事業外収支差金を加えた当期事業収支差金は１億９,７２１万円であ

り、この当期事業収支差金は一般勘定に繰り入れた。    （損益の推移 資料３８） 

  

 (2) 収 支 

 一般勘定では、事業収入は６,６４７億８,８６９万円で、予算に対し、５０億６８５万

円の減収となった。これは、受信料の減収等によるものである。事業支出は６,５４５億

７８２万円で、６８億９,５７２万円の予算残となった。これは、効率的な業務運営によ

る経費の節減、予備費の残等によるものである。 

一般勘定の事業収支差金は、予算に対し１８億８,８８６万円改善し、１０２億８,０８６

万円となった。これから債務償還への充当８３億９,２００万円を差し引いた１８億８,８８６

万円は、翌年度以降の財政安定のため繰り越すこととした。これにより翌年度以降の財政

安定のための繰越金は、前年度末５６３億２,１９５万円から地上デジタルテレビジョン

放送設備の整備（建設費）に使用した１５億２,６０５万円を差し引き、当年度発生した

１８億８,８８６万円を加え、年度末において５６６億８,４７６万円となった。 

 事業収支差金受入れ、前期繰越金受入れ、減価償却資金受入れ等の資本収入は８２５億

２,５４３万円、建設費、出資、放送債券償還金等の資本支出は８２５億２,５４３万円で

あった。 
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 受託業務等勘定では、事業収入は１２億７,５０１万円で、予算に対し、８,００１万円

の増収となった。事業支出は１０億７,７８０万円で、１９万円の予算残となった。 

（収入支出決算表 資料３９）（衛星放送に係る収入と経費の推移 資料４０） 

（受信料、交付金収入等の推移 資料４１～４３）（業務別事業経費の推移 資料４４） 
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第１０章 子会社等の概要 
 

１ 子会社等の概況 

 年度末において、放送法施行規則第１１条第１０号の基準による子会社が２６社、関連

会社が４社、関連公益法人等が９団体（健康保険組合を含む。）で、合わせて３９団体で

あった。これら子会社等は、協会の業務を補完・支援することを基本とし、協会の業務の

効率的推進、協会の資産・ノウハウの社会還元、これらを通じた協会財政への寄与を目的

としている。 

 子会社等のあり方について引き続き検討を行い、再編成を取り進めた結果、株式会社Ｎ

ＳＣエージェンシー、株式会社放送出版流通センター、株式会社クエスト２１、株式会社

文化センターサービスの４社が合併等により解散した。また、株式会社ネオテック、株式

会社放文社の２社の株式売却を行った。これにより計６社が子会社等ではなくなった。 

（子会社等系統図 資料４５） 

 

２ 子会社等の管理 

 子会社等は、協会から委託された業務を実施するとともに、協会の資産・ノウハウを社

会還元する観点等から、放送番組の多角的活用等の事業を実施した。 

子会社等のよりいっそう節度ある事業運営が図られるよう、放送法第９条の２及び第

９条の３に関する解釈指針（日本放送協会の子会社等の業務範囲等に関するガイドライ

ン）（１４年３月総務省）等を踏まえ、７月、子会社等の運営基準を改定した。この運営

基準に基づき、子会社等の業務範囲を明確化するとともに、経営上の重要事項についての

事前協議を充実させたほか、外部監査法人による業務監査を実施するなど、子会社等の適

切な管理に努めた。さらに、７月、子会社等の事業活動に関して外部から意見、苦情等を

受け付け、事業活動の適正性を外部の専門家を交えて審査する関連団体事業活動審査委員

会を設置した。同委員会に対する意見、苦情等の申し立ては無かった。 

１０月、子会社、関連会社の全役員の略歴をインターネットホームページに掲載した。
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また、子会社等の経営・事業内容については、業務概要、財務内容等を各社のホームペー

ジに掲載することなどにより、その事業態様等に応じた適切な公開が行われるよう努めた。 

（子会社等の概要 資料４６）（子会社、関連会社からの出資先 資料４７） 

 

３ 子会社等への出資 

子会社等への出資は無かった。 

 

４ 子会社等以外への出資・出捐 

株式会社ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズに対し、８,１３０万円の出

資を行った。また、一般放送事業者の教育・教養番組のいっそうの充実を図ること等を目

的とする財団法人放送番組センターに対し、１億円の出捐を行った。 

（子会社等以外への出資 資料４８） 
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第１１章 そ の 他 
 

１ 地上放送のデジタル化に向けた諸準備 

地上デジタルテレビジョン放送については、総務省、一般放送事業者とともに構成する

全国地上デジタル放送推進協議会の８月の総会において、アナログ周波数変更対策及び地

上デジタル放送の今後の進め方について、合意がなされたことを受けて、協会は、アナロ

グ周波数変更の送信対策に着手した。また、１２月、東京、大阪、名古屋の三大都市圏に

おける放送の開始に向けて、免許申請を行った。なお、茨城県域放送の開始に向けた検討

に着手したほか、その他の地域における放送の開始に向けた諸準備を取り進めた。 

地上デジタル音声放送については、社団法人デジタルラジオ推進協会に参加して、同協

会の実施する実用化試験放送の開始に向けた諸準備を取り進めた。 

 

２ 放送文化賞の贈呈 

 放送事業の発展に寄与し、放送文化の向上に著しい功績のあった方に贈る日本放送協会

放送文化賞（第５４回）を、放送記念日に際し、次の６氏に贈呈した。 

 市 川 森 一   （作家・脚本家） 

 河 竹 登志夫   （日本演劇協会会長） 

 シャルル・デュトワ （ＮＨＫ交響楽団音楽監督） 

 日野原 重 明   （聖路加国際病院理事長） 

 山 折 哲 雄   （国際日本文化研究センター所長） 

 吉 永 小百合   （女優） 

 

３ 非常災害対策 

 災害対策基本法等による指定公共機関として、災害に際して放送の送出及び受信の確保

を図るため、防災業務計画等に基づき、防災体制の確立、防災設備の整備に努めるととも

に、大規模な地震等を想定して、緊急初動体制や広域支援体制の確立に資する訓練等を実
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施した。 

また、東海地震の想定震源域と地震防災対策強化地域の拡大に伴い、非常災害対策の

強化に向けた見直しを進めた。 

 

４ 放送法第９条第３項の業務の実施 

協会の保有する施設・設備等の有効活用を図るとともに、副次収入の確保に資するため、

放送法第９条第３項の業務として、スタジオの供用、株式会社放送衛星システムに対する

放送衛星の中継器の賃貸等を行った。 

 

５ 専門家派遣等による国際協力及び受託研修等 

政府の国際協力計画等に基づき、インドネシア、ペルー、メキシコへ放送に関する専

門家を派遣したほか、アフガニスタンのメディア・インフラ分野における緊急復興支援に

協力した。 

また、海外からの委託により２１か国４２人に対し、国内の一般放送事業者からの委

託により３２社４５人に対し、それぞれ研修を行った。 
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日 本 放 送 協 会 の 沿 革 

 

大正14年 社団法人東京放送局（３月）、同大阪放送局（６月）、同名古屋放送局 

 （７月）がラジオ放送開始 

大正15年８月 ３放送局が合併し、社団法人日本放送協会発足 

昭和６年４月 ラジオ第２放送開始 

昭和10年６月 海外放送（ラジオ国際放送）開始 

昭和25年６月 放送法に基づく日本放送協会設立 

社団法人日本放送協会は解散し、その一切の権利義務、財産を承

継。設立に際し、国の出資は受けていない。 

昭和27年２月 ラジオ国際放送再開 

昭和28年２月 テレビジョン総合放送開始 

昭和34年１月 テレビジョン教育放送開始 

昭和35年９月 テレビジョン放送カラー化開始 

昭和44年３月 ＦＭ放送開始 

昭和47年10月 東京都渋谷区に放送センター本館完成（48年７月、千代田区から移転 

 完了） 

昭和57年12月 テレビジョン音声多重放送開始 

昭和60年11月 テレビジョン文字多重放送開始 

平成元年６月 衛星第１放送、第２放送開始 

平成６年11月 ハイビジョン実用化試験放送開始 

平成７年４月 テレビジョン国際放送開始 

平成８年３月 ＦＭ文字多重放送開始 

平成12年12月 衛星デジタル放送開始（ハイビジョン放送、衛星第１放送、衛星第２ 

 放送） 

設立根拠法：放送法 

主管省：総務省 

（資料１） 
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テレビジョンの放送事項別放送時間及び比率（本部） 

 

（総合放送） 

放送事項 報 道 教 育 教 養 娯 楽 合 計 

年間放送時間 
時間 分 

3,944・19 

時間 分 

967・29 

時間 分 

2,321・06 

時間 分 

1,524・36 

時間 分 

8,757・30 

１週間平均 75・39 18・33 44・31 29・14 167・57 

比 率 45.1 ％ 11.0 ％ 26.5 ％ 17.4 ％ 100.0 ％ 

   １か月平均放送時間 ７２９時間４８分  １日平均放送時間 ２４時間００分 

 

 

（教育放送） 

放送事項 報 道 教 育 教 養 娯 楽 合 計 

年間放送時間 
時間 分 

365・40 

時間 分 

6,713・57 

時間 分 

1,571・23 

時間 分 

2・30 

時間 分 

8,653・30 

１週間平均  7・01 128・45 30・08 0・03 165・57 

比 率  4.2 ％ 77.6 ％ 18.2 ％ 0.0 ％ 100.0 ％ 

   １か月平均放送時間 ７２１時間０８分  １日平均放送時間 ２３時間４２分 

 

 

（デジタルハイビジョン放送） 

放送事項 報 道 教 育 教 養 娯 楽 合 計 

年間放送時間 
時間 分 

2,748・03 

時間 分 

1,089・27 

時間 分 

2,744・58 

時間 分 

2,177・30 

時間 分 

8,759・58 

１週間平均 52・41 20・54 52・39 41・46 168・00 

比 率 31.4 ％ 12.4 ％ 31.3 ％ 24.9 ％ 100.0 ％ 

   １か月平均放送時間 ７３０時間００分  １日平均放送時間 ２４時間００分 

（マルチ編成を年間３３時間０６分実施） 

（注）アナログ方式によるハイビジョン放送において、デジタルハイビジョン放送のサイマル

放送を年間8,760時間00分実施した。 

 

 

（資料２） 



－６９－ 

 

 

（衛星第１放送） 

放送事項 報 道 教 育 教 養 娯 楽 合 計 

年間放送時間 
時間 分 

4,671・11 

時間 分 

951・57 

時間 分 

1,876・54 

時間 分 

1,259・58 

時間 分 

8,760・00 

１週間平均 89・35 18・15 36・00 24・10 168・00 

比 率 53.3 ％ 10.9 ％ 21.4 ％ 14.4 ％ 100.0 ％ 

   １か月平均放送時間 ７３０時間００分  １日平均放送時間 ２４時間００分 

（注）デジタル衛星第１放送において、アナログ方式による衛星第１放送のサイマル放送を 

年間8,759時間58分実施した。 

 

 

（衛星第２放送） 

放送事項 報 道 教 育 教 養 娯 楽 合 計 

年間放送時間 
時間 分 

1,703・54 

時間 分 

2,757・30 

時間 分 

1,951・53 

時間 分 

2,346・43 

時間 分 

8,760・00 

１週間平均 32・41 52・53 37・26 45・00 168・00 

比 率 19.5 ％ 31.4 ％ 22.3 ％ 26.8 ％ 100.0 ％ 

   １か月平均放送時間 ７３０時間００分  １日平均放送時間 ２４時間００分 

（注）デジタル衛星第２放送において、アナログ方式による衛星第２放送のサイマル放送を 

年間8,759時間58分実施した。 

 

 



－７０－ 

ラジオの放送事項別放送時間及び比率（本部） 

 

（第１放送） 

放送事項 報 道 教 育 教 養 娯 楽 合 計 

年間放送時間 
時間 分 

4,382・05 

時間 分 

  227・06 

時間 分 

2,048・18 

時間 分 

2,102・31 

時間 分 

8,760・00 

１週間平均 84・03  4・21 39・17 40・19 168・00 

比 率 50.0 ％  2.6 ％ 23.4 ％ 24.0 ％ 100.0 ％ 

   １か月平均放送時間 ７３０時間００分  １日平均放送時間 ２４時間００分 

 

 

（第２放送） 

放送事項 報 道 教 育 教 養 合 計 

年間放送時間 
時間 分 

1,021・08 

時間 分 

4,680・10 

時間 分 

1,452・30 

時間 分 

7,153・48 

１週間平均 19・35 89・46 27・51 137・12 

比 率 14.3 ％ 65.4 ％ 20.3 ％ 100.0 ％ 

   １か月平均放送時間 ５９６時間０９分  １日平均放送時間 １９時間３６分 

 

 

（ＦＭ放送） 

放送事項 報 道 教 育 教 養 娯 楽 合 計 

年間放送時間 
時間 分 

1,532・43 

時間 分 

  426・20 

時間 分 

3,404・58 

時間 分 

3,340・03 

時間 分 

8,704・04 

１週間平均 29・24  8・11 65・18 64・03 166・56 

比 率 17.6 ％  4.9 ％ 39.1 ％ 38.4 ％ 100.0 ％ 

   １か月平均放送時間 ７２５時間２０分  １日平均放送時間 ２３時間５１分 

（資料３） 



－７１－ 

テレビジョン補完放送の放送時間（本部） 

 

１ 音声による補完放送 

 ステレオ放送 ２か国語放送 解説放送 

年間放送時間 

時間 分 

4,180・15 

時間 分 

  741・26 

時間 分 

  247・56 総 合 放 送 

１ 週 間 平 均 80・10 14・13  4・45 

年間放送時間 4,622・03 338・37 616・54 
教 育 放 送 

１ 週 間 平 均 88・39 6・30 11・50 

年間放送時間 
7,423・31 

(注１) 
1,132・25 

(注２) 
  174・50 

(注３) デジタルハイ

ビジョン放送 １ 週 間 平 均 142・22 21・43  3・21 

年間放送時間 
1,944・08 

(注４) 
3,993・59 

 
    0・00 

 衛星第１放送 
１ 週 間 平 均 37・17 76・36  0・00 

年間放送時間 
5,506・26 

(注５) 
  733・54 

 
  227・37 

 衛星第２放送 
１ 週 間 平 均 105・36 14・04  4・22 

(注１)Ｂモードステレオ放送1,050時間58分、3-1サラウンド放送60時間41分、5.1サラウンド放送

70時間04分、ステレオ２か国語放送719時間50分、ステレオ解説放送174時間50分を含む。 

(注２)ステレオ２か国語放送719時間50分を含む。 

(注３)ステレオ解説放送174時間50分を含む。 

(注４)Ｂモードステレオ放送76時間12分を含む。 

(注５)Ｂモードステレオ放送908時間15分を含む。 

 

２ 字幕放送 

 年間放送時間 １週間平均 

総 合 放 送 
時間 分 

2,375・20 

時間 分 

   45・33 

教 育 放 送 1,565・08    30・01 

デジタルハイビジョン放送 1,500・46    28・47 

衛 星 第 ２ 放 送 1,254・54    24・04 

 

３ データ放送（衛星デジタル放送） 

  年間放送時間 １週間平均 

独 立 型 
時間 分 

8,759・58 

時間 分 

  168・00 デジタルハイビジョン放送 

連 動 型 1,312・55    25・11 

（注）衛星第１（第２）放送においても独立型データ放送を実施している。 

（資料４） 



－７２－ 

 

（参考）字幕放送番組放送時間の推移 

 

年 度 
系 統 

１０ １１ １２ １３ １４ 

 

年間放送時間 

時間 分

1,240・46

時間 分

1,593・22
(注２)

時間 分

1,731・15

時間 分 

2,002・20 

時間 分

2,375・20
総 合 放 送 

１ 週 間 平 均 23・48
30・28
(注２) 33・12 38・24 45・33

年間放送時間 
70・57
(注１) 684・50 878・59 1,158・50 1,565・08

教 育 放 送 
１ 週 間 平 均 5・31 13・06 16・51 22・13 30・01

年間放送時間 － － 
156・06
(注３) 675・11 1,500・46

デジタルハイ

ビジョン放送 
１ 週 間 平 均 － － 9・02 12・57 28・47

年間放送時間 481・32
492・29
(注２) 670・52 929・07 1,254・54

衛星第２放送 
１ 週 間 平 均 9・14

 9・25
(注２) 12・52 17・49 24・04

(注１)平成１０年度の教育放送は１１年１月１日～３月３１日。 

(注２)平成１１年度の総合放送および衛星第２放送には、「ＮＨＫニュース７」は含まない。 

(注３)平成１２年度のデジタルハイビジョン放送は１２月１日～１３年３月３１日。 

 



－７３－ 

地 域 放 送 番 組 放 送 時 間 

 

（テレビジョン）             （ラジオ第１放送） 

局  名 年間放送時間 １日平均 局  名 年間放送時間 １日平均 

   

本部(東京) 

大   阪 

名 古 屋 

広   島 

福   岡 

仙   台 

札   幌 

松   山 

 

全国平均 
（５２局） 

時間 分 

1,025・57 

1,388・20 

1,046・35 

1,014・32 

1,032・50 

1,063・01 

1,351・59 

  924・26 

 

1,048・20 

時間 分 

    2・49 

    3・48 

    2・52 

    2・47 

    2・50 

    2・55 

    3・42 

    2・32 

 

 2・52 

 

本部(東京)

大   阪

名 古 屋

広   島

福   岡

仙   台

札   幌

松   山

 

全国平均 
（５５局）

時間 分 

1,057・57 

1,330・17 

1,000・40 

  988・46 

  998・07 

1,151・37 

  995・12 

1,011・40 

 

1,004・47 

時間 分 

    2・54 

    3・39 

    2・44 

    2・43 

    2・44 

    3・09 

    2・44 

    2・46 

 

    2・45 

 

（ＦＭ放送） 

局  名 年間放送時間 １日平均 

   

本部(東京) 

大   阪 

名 古 屋 

広   島 

福   岡 

仙   台 

札   幌 

松   山 

 

全国平均 
（５４局） 

時間 分 

  736・39 

  783・58 

  747・15 

  730・50 

  735・45 

  737・28 

  744・46 

  722・58 

 

  769・21 

時間 分 

    2・01 

    2・09 

    2・03 

    2・00 

    2・01 

    2・01 

    2・02 

    1・59 

 

    2・06 

 

（資料５） 



－７４－ 

テレビジョン文字放送番組表 

 

（平成１５年３月） 

番組番号 番  組  名 

９００ ＮＨＫ目次 

９０１ ＮＨＫヘッドラインニュース 

９０２ ニュース 

９０４ ニューススーパーライン 

９１１ ＮＨＫガイド 

９１２ ＮＨＫテキスト情報 

９１３ ＮＨＫ衛星放送 映画・音楽情報 

９１４ 番組みどころ情報 

９１５ ハイビジョンみどころ情報 

９１６ 新・クイズ日本人の質問 

９１７ 生活笑百科 

９１８ ふるさとネットワーク 

９１９ ＮＨＫ世論調査 

９２１ 地域ホットライン 

９２２ 日本一周２００秒 

９９１ 聴力障害者・イベント情報 

９９２ 字幕番組案内 

９９３ 字幕番組（ドラマ）のあらすじ 

 

（資料６） 



－７５－ 

中 央 ・ 地 方 放 送 番 組 審 議 会 委 員 

（平成１５年３月３１日現在） 

◎ 委 員 長 

○ 副 委 員 長 

 

中 央 放 送 番 組 審 議 会 

朝 倉 敏 夫 （読売新聞社執行役員論説委員長） 

牛 尾 治 朗  （ウシオ電機会長） 

大河内 美 保 （主婦連合会常任委員） 

開 原 成 允 （医療情報システム開発センター理事長） 

柏 木   博 （武蔵野美術大学教授） 

北 村 正 任 （毎日新聞社常務取締役主筆） 

黒 川 光 博 （虎屋社長） 

○ 佐 藤 勝 彦 （東京大学大学院理学系研究科長・理学部長） 

○ 里 中 満智子 （漫画家） 

篠 田 節 子 （作家） 

鈴 木 一 麿 （元全日本運輸産業労働組合連合会中央執行委員長） 

◎ 澄 川 喜 一 （前東京芸術大学学長） 

松 岡 佑 子 （同時通訳者・翻訳家・静山社社長） 

山 田 俊 男 （全国農業協同組合中央会専務理事） 

若 宮 啓 文 （朝日新聞社論説主幹） 

 

関東甲信越地方放送番組審議会 

岩 崎 幸 雄  （岩崎学園理事長） 

内 田   傳  （山梨県花卉園芸組合連合会会長） 

落 合   靖 （ＪＡ栃木中央会専務理事） 

小 埜 睦 美 （旅館「長生館」女将・魚摠専務取締役） 

川 又   諭 （日立ライフ社長） 

重 松   清  （作家） 

（資料７） 



－７６－ 

玉 井 邦 夫 （日本ダウン症協会理事長・山梨大学助教授） 

◎ 中 川 志 郎  （茨城県自然博物館館長） 

中 村 雪 江  （子ども劇場千葉県センター専務理事） 

○ 仁 科 恵 敏 （マルイチ産商社長） 

藤 田   登 （藤田エンジニアリング取締役相談役） 

丸 山 郁 子 （丸山酒造場社長） 

 

近 畿 地 方 放 送 番 組 審 議 会 

伊 東 文 生 （連合大阪事務局長） 

川 村 群太郎  （ダイキン工業専務取締役） 

白 幡 洋三郎 （国立国際日本文化研究センター教授） 

寺 田 千代乃 （関西経済同友会代表幹事） 

中 田   力 （白浜観光協会会長） 

◎ 西 尾 章治郎  （大阪大学大学院教授） 

西 川 伸 一 （理化学研究所発生・再生科学総合研究センター副所長） 

萩 野 美智子 （ブラームスホール協会理事長） 

前 川 敬 一 （ＪＡ兵庫中央会副会長） 

蓑     豊 （大阪市立美術館館長） 

○ 森   小夜子 （人形作家） 

安 田 暎 胤  （法相宗大本山・薬師寺副住職） 

 

中 部 地 方 放 送 番 組 審 議 会 

○ 稲 葉 昌 代  （常葉学園短期大学教授） 

井 村 正 勝 （井村屋製菓会長） 

勝 木 健 俊 （勝木書店会長） 

◎ 四 方 義 啓  （名城大学教授） 

柴 田 昌 治  （日本ガイシ会長） 

数 納 幸 子 （医学生物研究所会長） 

寺 澤 捷 年 （富山医科薬科大学副学長・病院長） 



－７７－ 

濱 田 静 雄  （元愛知県農業協同組合中央会専務理事） 

平 光 明 彦 （岐阜県美術館館長） 

藤 田   哲  （弁護士） 

毎 田 健 治  （加賀友禅染織家） 

安 井 義 博 （ブラザー工業社長） 

吉 村 信 亮  （中日新聞社常務取締役） 

 

中 国 地 方 放 送 番 組 審 議 会 

天 野   肇 （天野実業社長） 

今 井 聖 造 （今井産業副社長） 

今 井 真貴子 （旅館御園専務取締役） 

鞁 嶋 弘 明 （島根県八束郡東出雲町教育長） 

久 保 允 誉 （デオデオ社長） 

河 野 一 郎 （中国新聞社企画局長） 

小 谷   寛 （亀甲や社長） 

酒 井   佑 （酒井酒造社長） 

菅 波   茂 （ＡＭＤＡ（アジア医師連絡協議会）理事長） 

早 原 彰 子 （米子練炭取締役） 

平 田   弘 （広島赤十字・原爆病院院長） 

◎ 藤 本 黎 時 （広島市立大学学長） 

○ 山 内 五十鈴 （ひつじや専務取締役） 

 

九 州 地 方 放 送 番 組 審 議 会 

芦 塚 日出美 （九州電力常務取締役 情報通信事業推進本部副本部長） 

梅 林 文 洋 （熊本中央信用金庫会長） 

大 西 儀 朋 （鹿児島海陸運送社長） 

○ 菊 竹 淳 一  （九州産業大学芸術学部教授） 

桑 野 和 泉 （玉の湯専務取締役） 

郡 田   弘 （西日本新聞社編集局長） 



－７８－ 

◎ 高 木 絹 子 （弁護士） 

高 宮 俊 諦 （タカミヤ社長） 

築 城 則 子 （染織家） 

友 利 敏 子 （おきなわ女性財団常務理事） 

中 武 英 雄 （宮崎県森林組合連合会会長） 

原   隆 司 （ケーブルワン代表取締役） 

脇 田 安 大 （ながさき地域政策研究所理事長） 

 

東 北 地 方 放 送 番 組 審 議 会 

○ 一 力 雅 彦 （河北新報社代表取締役専務） 

井 上 房 子  （秋田県立近代美術館協議会会長） 

栗 原 昭 子 （福島県学校教育審議会委員） 

酒 井 天 美 （致道博物館常務理事） 

佐 藤 湛 彦 （東北電力常務取締役） 

武 田   哲 （ＪＡ新いわて顧問） 

長 沢 由紀子 （弁護士） 

中 俣 憲 和 （七十七銀行取締役 システム部長） 

◎ 久 道   茂 （東北大学名誉教授） 

三 上   伸 （青森県印刷工業組合副理事長） 

吉 田 惇 一  （鳴子まちづくり取締役） 

 

北 海 道 地 方 放 送 番 組 審 議 会 

黄 倉 良 二 （きたそらち農業協同組合組合長） 

小 菅 正 夫 （旭川市旭山動物園園長） 

◎ 小早川   護 （北海道大学大学院教授） 

○ 関 口 昭 平 （函館市日仏協会会長） 

竹 田 公 昭 （北海道新聞嘱託論説委員） 

時 田 則 雄 （農業・歌人） 

中 島 尚 俊 （北海道旅客鉄道常務取締役） 



－７９－ 

濱   隆 司 （釧路市漁業協同組合組合長） 

浜 口 多喜子  （大栄牧場副社長） 

水 元 尚 也 （オホーツクビール代表取締役） 

和 田 由 美  （亜璃西社代表取締役） 

 

四 国 地 方 放 送 番 組 審 議 会 

井 上 直 樹 （愛媛新聞社報道局長） 

海老塚 和 秀 （五台山竹林寺住職） 

奥 村 武 久 （道後温泉旅館協同組合理事長） 

○ 落 田   実 （ＳＴＮｅｔ社長） 

河 崎 良 行 （彫刻家） 

久 保 農夫也 （徳島県農業協同組合中央会会長） 

佐々木   護 （愛媛県漁業協同組合連合会会長） 

田 中 良 子 （高松短期大学教授） 

夏 井 いつき （俳人） 

成 田 十次郎 （高知県サッカー協会会長） 

◎ 森 田 浩 治  （伊予銀行専務取締役） 



－８０－ 

ラジオ国際放送の放送事項別放送時間及び比率 

 

 

報 道 ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ 娯 楽 計 
１日平均

放送時間

一 般 向 け 
時間 分

7,613･11 

時間 分

3,370･39 

時間 分

387･10 

時間 分 

11,371･00 

時間 分

31･09 

欧 州 向 け 1,289･40 535･20 － 1,825･00 5･00 

北 米 向 け 225･03 139･57 － 365･00 1･00 

ハ ワ イ 向 け 224･33 140･27 － 365･00 1･00 

中 米 向 け 133･50 48･40 － 182･30 0･30 

南 米 向 け 401･30 146･00 － 547･30 1･30 

中東･北アフリカ向け 750･58 295･12 － 1,046･10 2･52 

ア フ リ カ 向 け 401･30 146･00 － 547･30 1･30 

極 東 ロ シ ア 向 け 340･40 146･00 － 486･40 1･20 

ア ジ ア 大 陸 向 け 1,752･00 681･20 － 2,433･20 6･40 

東 南 ア ジ ア 向 け 2,190･00 973･20 － 3,163･20 8･40 

南 西 ア ジ ア 向 け 803･00 292･00 － 1,095･00 3･00 

大 洋 州 向 け 198･47 135･53 30･20 365･00 1･00 

計 16,324･42 7,050･48 417･30 23,793･00 65･11 

比  率 （％）  68.6   29.6   1.8 100.0 

 

 

 

（資料８） 

送信呼称 

年間放送事項別

放送時間



－８１－ 

ラジオ国際放送の中継放送時間（１日）の推移 

（単位 時間） 

 
１０ １１ １２ １３ １４ 

ガボン中継 10 10 10 10  9.5 

 

欧州 

中東・北アフリカ 

アフリカ南部 

3 

5 

2 

3 

5 

2 

3 

5 

2 

3 

5 

2 

3 

4.5 

2 

カナダ中継 8 8 8 8 8 

 
北米東部 

北米中部・西部 

7 

1 

7 

1 

7 

1 

7 

1 

7 

1 

ギアナ中継 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 

 

南米東部 

南米西部 

中米 

3.5 

2.5 

1.5 

3.5 

2.5 

1.5 

3.5 

2.5 

1.5 

3.5 

2.5 

1.5 

3.5 

2.5 

1.5 

スリランカ中継 10 10 10 10 8.5 

 
南西アジア 

中東・北アフリカ 

6 

4 

6 

4 

6 

4 

6 

4 

4 

4.5 

イギリス中継 9 9 9 9 9 

 欧州 9 9 9 9 9 

シンガポール中継 13 13 13 13 15 

 

インドシナ半島 

大洋州 

南西アジア 

8 

5 

- 

8 

5 

- 

8 

5 

- 

8 

5 

- 

8 

5 

2 

アセンション中継 8.5 8.5 8.5 8.5 8.5 

 

アフリカ中部 

アフリカ西部 

アフリカ東部 

南米東部 

2.5 

3 

2 

1 

2.5 

3 

2 

1 

4.5 

3 

- 

1 

4.5 

3 

- 

1 

4.5 

3 

- 

1  

（資料９） 

年 度 
海外中継 



－８２－ 

国 際 放 送 番 組 審 議 会 委 員 

（平成１５年３月３１日現在） 

◎ 委 員 長 

○ 副委員長 

 

江 上 節 子 （東日本旅客鉄道フロンティアサービス研究所長） 

勝 又 英 子 （日本国際交流センター理事・事務局長） 

小 泉 武 夫 （東京農業大学教授） 

立 野   敏 （テレコム先端技術研究支援センター専務理事） 

田部井 淳 子 （登山家） 

◎ 野々山 忠 致 （桜美林大学教授） 

○ 野 村 吉三郎 （全日本空輸会長） 

平 田 保 雄 （日本経済新聞常務取締役大阪本社代表） 

藤 原 正 彦 （お茶の水女子大学教授） 

真 室 佳 武 （東京都美術館館長） 

宮 原 賢 次 （住友商事会長） 

 

（資料１０） 



－８３－ 

テレビジョン視聴時間量（１日平均）の推移 

 

（６月）                 （１１月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１２年度については７月調査値 

      ※１４年度については５～６月調査値 

10 14年度

4

3

2

1

   10     11     12     13     14 年度    

（資料１１） 

時間 時間 

3゜ 42’   3゜35’    3゜45’   3゜51’    3 ﾟ 37’

(テレビジョン全局計) 

1゜ 02’   1゜00’    1゜04’   1゜06’   1 ﾟ 09’

(ＮＨＫテレビジョン計) 

10 14年度

4

3

2

1

  10     11     12     13     14 年度         10     11     12     13     14 年度    

3゜ 51’   3゜45’   3゜53’   3゜44’ 3 ﾟ 48’

1゜ 14’ 1゜14’   1゜15’   1゜13’   1 ﾟ 09’

(ＮＨＫテレビジョン計) 

(テレビジョン全局計) 



－８４－ 

放 送 文 化 研 究 委 員 会 委 員 

（平成１５年３月３１日現在） 

 

大 森 幸 男   （放送評論家） 

小 林 宏 一   （東京大学教授） 

田 中 義 久   （法政大学教授） 

谷 藤 悦 史   （早稲田大学教授） 

濱 田 純 一   （東京大学教授） 

原   寿 雄   （「放送と青少年に関する委員会」委員長） 

藤 竹   暁   （学習院大学教授） 

 

 

（資料１２） 



－８５－ 

放送受信契約の種別及び受信料額 

 

１ 放送受信契約の種別 

カ ラ ー 契 約   衛星系によるテレビジョン放送の受信を除き、地上系による 

テレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約 

普 通 契 約   衛星系によるテレビジョン放送の受信及び地上系によるテレ 

ビジョン放送のカラー受信を除く放送受信契約 

衛星カラー契約    衛星系及び地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を含 

む放送受信契約 

衛 星 普 通 契 約   衛星系及び地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を除 

き、衛星系によるテレビジョン放送の白黒受信を含む放送受 

信契約 

特 別 契 約   地上系によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地 

域又は列車、電車その他営業用の移動体において、地上系に 

よるテレビジョン放送の受信を除き、衛星系によるテレビジ 

ョン放送の受信を含む放送受信契約 

 ２ 受信料額 

契約種別 支 払 区 分 月 額 ６か月前払額 １２か月前払額

訪 問 集 金 １,３９５円 ７,９５０円  １５,４９０円 
カ ラ ー 契 約 

口座振替・継続振込 １,３４５円 ７,６５０円  １４,９１０円 

訪 問 集 金 ９０５円 ５,１９０円  １０,１３０円 
普 通 契 約 

口座振替・継続振込 ８５５円 ４,８９０円  ９,５５０円 

訪 問 集 金 ２,３４０円 １３,３９０円  ２６,１００円 
衛星カラー契約 

口座振替・継続振込 ２,２９０円 １３,０９０円  ２５,５２０円 

訪 問 集 金 １,８５０円 １０,６３０円  ２０,７４０円 
衛星普通契約 

口座振替・継続振込 １,８００円 １０,３３０円  ２０,１６０円 

訪 問 集 金 １,０５５円 ６,０３０円  １１,７６０円 

 

特 別 契 約 
口座振替・継続振込 １,００５円 ５,７３０円  １１,１８０円 

 （沖縄県の区域） 

訪 問 集 金 １,２４０円 ７,１１０円  １３,８６０円 
カ ラ ー 契 約 

口座振替・継続振込 １,１９０円 ６,８１０円  １３,２８０円 

訪 問 集 金 ７５０円 ４,３５０円  ８,５００円 
普 通 契 約 

口座振替・継続振込 ７００円 ４,０５０円  ７,９２０円 

訪 問 集 金 ２,１８５円 １２,５５０円  ２４,４７０円 
衛星カラー契約 

口座振替・継続振込 ２,１３５円 １２,２５０円  ２３,８９０円 

訪 問 集 金 １,６９５円 ９,７９０円  １９,１１０円 

 

衛星普通契約 
口座振替・継続振込 １,６４５円 ９,４９０円  １８,５３０円 

（資料１３） 



－８６－ 

 （多数契約一括支払割引制度） 

   事業所等で衛星契約を１０件以上契約したものが一括して口座振替又は継続振込に

より支払う場合は、すべての衛星契約を対象に、所定の受信料額からその契約種別に

応じて１件当たり次表の月額を割り引く。ただし、衛星カラー契約の契約件数が９７

件、９８件又は９９件である場合は、１００件として受信料の額を算定する。 

 

契約種別ごとの全契約を対象に 

１ 件 当 た り 減 ず る 月 額 
契約種別ごとの契約件数 

衛星カラー契約 
衛星普通契約 

特 別 契 約 

５０件未満 ２００円 

５０件以上１００件未満 ２３０円 

 

１００件以上 ３００円 

９０円 

 

 

 （団体一括支払割引制度） 

   協会が定める要件を備えた団体の構成員１５名以上が衛星契約を締結し、その団体

の代表者を通じ、一括して口座振替又は継続振込により支払う場合は、すべての契約

件数に対し、訪問集金額から１件当たり月額２５０円を割り引く。 



－８７－ 

放送受信契約（有料）増加計画等の達成状況 

 

区 分 増 加 計 画 増 加 実 績 達 成 率 

契 約 総 数 
千件 

３７０ 

千件 

２３０ 

％ 

６２.１ 

衛 星 契 約 ７７０ ４０９ ５３.１ 

カ ラ ー 契 約 総 数 ４２０ ２６９ ６４.０ 

口座振替・継続振込 ３７０ １７１ ４６.３ 

 

（資料１４） 



－８８－ 

都道府県別放送受信契約件数 

（平成１５年３月３１日現在） 

（単位 件） 
   

カラー契約 普通契約 衛星契約 衛星カラー 
契 約 

衛星普通
契 約

特 別 
契 約 

契約総数 

東 京 都 
長 野 県 
新 潟 県 
山 梨 県 
神奈川県 
群 馬 県 
茨 城 県 
千 葉 県 
栃 木 県 
埼 玉 県 

2,563,089
455,701
507,712
198,770

1,693,367
452,079
594,159

1,175,177
417,428

1,407,053

67,019 
2,510 
3,500 
1,509 

31,986 
3,109 
7,411 

24,328 
3,282 

28,260 

1,098,054
262,620
268,535
77,417

870,387
167,459
244,833
498,897
181,147
548,390

1,091,297
262,332
268,297
77,073

866,184
167,335
244,466
496,639
180,880
546,096

4,847
94

129
54

4,128
101
347

2,206
137

2,293

1,910 
194 
109 
290 
75 
23 
20 
52 

130 
1 

3,728,162
720,831
779,747
277,696

2,595,740
622,647
846,403

1,698,402
601,857

1,983,703

大 阪 府 
京 都 府 
兵 庫 県 
和歌山県 
奈 良 県 
滋 賀 県 

1,743,347
542,976

1,052,942
245,905
260,016
246,713

71,185 
14,682 
22,704 
3,067 

10,605 
2,180 

622,061
216,681
438,725
85,468

113,192
117,550

616,956
215,844
437,126
85,185

112,218
117,464

4,269
811

1,310
209
951
63

836 
26 

289 
74 
23 
23 

2,436,593
774,339

1,514,371
334,440
383,813
366,443

愛 知 県 
石 川 県 
静 岡 県 
福 井 県 
富 山 県 
三 重 県 
岐 阜 県 

1,503,644
243,501
759,078
128,154
193,184
398,027
412,152

17,468 
1,929 
5,989 
1,505 
1,128 
3,597 
3,701 

597,379
120,093
396,237
110,119
150,607
147,995
207,617

596,359
119,997
395,881
109,998
150,544
147,767
207,365

705
67

243
79
36

159
75

315 
29 

113 
42 
27 
69 

177 

2,118,491
365,523

1,161,304
239,778
344,919
549,619
623,470

広 島 県 
岡 山 県 
島 根 県 
鳥 取 県 
山 口 県 

681,495
416,901
141,079
109,166
343,697

6,293 
5,776 
1,238 

868 
3,523 

305,858
173,327
109,223
84,371

185,634

304,481
172,735
109,039
84,281

184,850

714
407
94
47

322

663 
185 
90 
43 

462 

993,646
596,004
251,540
194,405
532,854

福 岡 県 
熊 本 県 
長 崎 県 
鹿児島県 
宮 崎 県 
大 分 県 
佐 賀 県 
沖 縄 県 

1,024,659
400,953
346,796
442,600
224,513
241,471
184,787
264,617

16,393 
4,703 
4,484 
6,506 
3,045 
3,512 
1,073 
6,787 

443,574
146,324
116,957
149,976
125,173
117,572
61,521
62,351

441,904
145,879
116,605
149,493
125,029
117,214
61,393
62,212

1,421
264
185
415
96

225
55
99

249 
181 
167 
68 
48 

133 
73 
40 

1,484,626
551,980
468,237
599,082
352,731
362,555
247,381
333,755

宮 城 県 
秋 田 県 
山 形 県 
岩 手 県 
福 島 県 
青 森 県 

444,035
221,461
229,561
264,991
407,493
316,944

2,966 
945 

1,340 
1,872 
2,961 
1,839 

266,387
162,541
140,097
174,755
204,654
149,731

266,182
162,185
139,970
174,448
204,218
149,598

134
91
36
93

186
75

71 
265 
91 

214 
250 
58 

713,388
384,947
370,998
441,618
615,108
468,514

北 海 道 1,174,358 19,972 455,557 453,387 1,378 792 1,649,887

愛 媛 県 
高 知 県 
徳 島 県 
香 川 県 

325,118
147,400
154,317
229,175

5,609 
2,554 
4,963 
1,965 

145,136
93,102
74,030
87,824

144,032
92,582
73,334
87,634

450
288
442
65

654 
232 
254 
125 

475,863
243,056
233,310
318,964

全 国 計 25,931,761 443,841 11,577,138 11,535,988 30,895 10,255 37,952,740

 

（資料１５） 

契約種別 

都道府県 



－８９－ 

種 類 別 免 除 契 約 件 数 

       （平成１５年３月３１日現在） 

（単位 件） 

     

カラー契約 普通契約 衛星契約
衛星ｶﾗｰ

契 約

衛星普通

契 約

特 別 

契 約 
契約総数 

割 合

（％）

総 数 1,350,662 43,429 192,140 191,342 764 34 1,586,231 － 

全 額 免 除 計 1,108,824 39,308 57,630 57,242 378 10 1,205,762 100.0

社 会 福 祉 施 設 151,262 5,960 18,564 18,432 131 1 175,786 14.6

児童福祉施設 48,263 4,498 1,718 1,707 11 0 54,479 4.5

生活保護施設 3,164 163 174 174 0 0 3,501 0.3

身 体 障 害 者 
更生援護施設 

6,432 155 1,457 1,433 24 0 8,044 0.7

社会福祉事業 
施 設 

92,299 1,078 15,056 14,960 95 1 108,433 9.0

更生保護事業 
施 設 

1,104 66 159 158 1 0 1,329 0.1

学 校 585,034 11,172 15,406 15,361 45 0 611,612 50.7

公的扶助受給者 265,397 15,276 8,294 8,208 79 7 288,967 24.0

身 体 障 害 者 87,866 5,881 13,324 13,209 114 1 107,071 8.9

社 会 福 祉 事 業 

施 設 入 所 者 
13,033 714 1,068 1,067 1 0 14,815 1.2

市町村民税非課税の 

重度の知的障害者 
6,232 305 974 965 8 1 7,511 0.6

（災害被災者＊） (1,409) (28) (435) (430) (5) (0) (1,872) (－) 

半 額 免 除 計 241,838 4,121 134,510 134,100 386 24 380,469 100.0

視覚、聴覚障害者 102,359 2,010 52,143 51,958 177 8 156,512 41.1

重度のし体不自由者 131,636 2,031 76,683 76,467 202 14 210,350 55.3

重度の戦傷病者 7,843 80 5,684 5,675 7 2 13,607 3.6

＊ 災害被災者の件数は年間の合計値。期間を定めて免除するため、全額免除計及び総数には含めない。 

（資料１６） 

契約種別 

種 類 



－９０－ 

放送受信契約件数（有料）の推移 

  

（単位 千件） 

 
１０ １１ １２ １３ １４ 

カ ラ ー 契 約    25,505    25,232    25,092    24,966    24,823

普 通 契 約       593       539       489       440       404

衛 星 契 約     9,427    10,028    10,573    11,111    11,520

 衛星カラー契約     9,369     9,972    10,524    11,067    11,479

 衛 星 普 通 契 約        45        43        39        34        31

 特 別 契 約        13        13        10        10        10

契 約 総 数    35,525    35,799    36,154    36,517    36,747

 

カ ラ ー 契 約 総 数    34,887    35,217    35,626    36,043    36,312

契 約 総 数 に 占 め る 

カラー契約総数の割合 
    98.2%     98.4%     98.5%     98.7%     98.8%

 

 

（参考） 契約総数等の増加件数（有料）の推移 

                                 （単位 千件） 

 
１０ １１ １２ １３ １４ 

契 約 総 数       289       274       355       363       230

衛 星 契 約       665       601       545       538       409

カ ラ ー 契 約 総 数       350       330       409       417       269

  

（資料１７） 

年 度 

年 度 末 

契約種別 

区 分 



－９１－ 

支払区分別放送受信契約件数の推移 

  

（単位 千件） 

１０ １１ １２ １３ １４ 
 

 構成 

比率 

 構成

比率

 構成

比率

 構成 

比率 

 構成

比率

   ％ ％ ％  ％ ％

訪問集金 4,794 13.5 4,727 13.2 4,752 13.1 4,808 13.2 4,867 13.2

口座振替 29,486 83.0 29,657 82.8 29,736 82.2 29,736 81.4 29,591 80.5
契 約 総 数 

（ 有 料 ） 

継続振込 1,245 3.5 1,415 4.0 1,666 4.7 1,973 5.4 2,289 6.3

訪問集金 4,020 15.8 3,942 15.6 3,968 15.8 4,016 16.1 4,071 16.4

口座振替 20,675 81.1 20,446 81.0 20,254 80.7 20,042 80.3 19,814 79.8カラー契約 

継続振込 810 3.1 844 3.4 870 3.5 908 3.6 938 3.8

訪問集金 149 25.0 128 23.7 110 22.4 98 22.2 90 22.3

口座振替 416 70.3 386 71.7 357 72.9 322 73.2 296 73.3普 通 契 約 

継続振込 28 4.7 25 4.6 22 4.7 20 4.6 18 4.4

訪問集金 625 6.6 657 6.6 674 6.4 694 6.2 706 6.1

口座振替 8,395 89.0 8,825 88.0 9,125 86.3 9,372 84.4 9,481 82.3衛 星 契 約 

継続振込 407 4.4 546 5.4 774 7.3 1,045 9.4 1,333 11.6

訪問集金 616 6.6 649 6.5 667 6.3 688 6.2 700 6.1

口座振替 8,356 89.2 8,784 88.1 9,089 86.4 9,340 84.4 9,452 82.3
衛星カラー 

契 約 

継続振込 397 4.2 539 5.4 768 7.3 1,039 9.4 1,327 11.6

訪問集金 9 18.4 8 18.0 7 17.4 6 17.6 6 17.7

口座振替 35 78.2 34 78.6 31 79.3 27 79.3 24 79.2
衛星普通 

契 約 

継続振込 1 3.4 1 3.4 1 3.3 1 3.1 1 3.1

訪問集金 0 4.0 0 3.5 0 3.8 0 3.4 0 3.4

口座振替 4 25.3 7 48.4 5 48.0 5 44.2 5 45.9

 

特別契約 

継続振込 9 70.7 6 48.1 5 48.2 5 52.4 5 50.7

（注） 構成比率は、それぞれの契約種別における比率を示す。 

（資料１８） 

年 度 末 

支払区分 



－９２－ 

毎期・前払別放送受信契約件数の推移 

（単位 千件） 

１０ １１ １２ １３ １４ 
 

 

 

 
 構成 

比率 

 構成

比率

 構成

比率

 構成 

比率 

 構成

比率

    ％ ％ ％ ％  ％

毎期 15,916 44.8 15,960 44.6 16,130 44.6 16,318 44.7 16,435 44.7
契約総数（有料） 

前払 19,609 55.2 19,839 55.4 20,024 55.4 20,199 55.3 20,312 55.3

毎期 12,147 47.6 12,016 47.6 12,034 48.0 12,065 48.3 12,073 48.6
カ ラ ー 契 約 

前払 13,358 52.4 13,216 52.4 13,058 52.0 12,901 51.7 12,750 51.4

毎期 343 57.9 307 56.9 274 56.0 246 55.8 225 55.7
普 通 契 約 

前払 250 42.1 232 43.1 215 44.0 194 44.2 179 44.3

毎期 3,426 36.3 3,637 36.3 3,822 36.1 4,007 36.1 4,137 35.9
衛 星 契 約 

前払 6,001 63.7 6,391 63.7 6,751 63.9 7,104 63.9 7,383 64.1

毎期 3,398 36.3 3,610 36.2 3,798 36.1 3,986 36.0 4,118 35.9
衛星カラー契約 

前払 5,971 63.7 6,362 63.8 6,726 63.9 7,081 64.0 7,361 64.1

毎期 25 54.6 23 54.1 21 53.4 18 53.4 16 53.1
衛星普通契約 

前払 20 45.4 20 45.9 18 46.6 16 46.6 15 46.9

毎期 3 24.9 4 30.4 3 34.4 3 32.3 3 33.3

 

特 別 契 約 
前払 10 75.1 9 69.6 7 65.6 7 67.7 7 66.7

（注） 構成比率は、それぞれの契約種別における比率を示す。 

 
 

（資料１９） 

年 度 末 

区 分 



－９３－ 

一括支払割引制度利用件数 

（平成１５年３月３１日現在） 

（単位 件） 

内 訳 

区 分 利 用 件 数 

衛星カラー契約 衛星普通契約 特 別 契 約

多数契約一括支払 

割 引 制 度 
     327,659      324,028           42      3,589

団 体 一 括 支 払 

割 引 制 度 
   1,327,844    1,324,219          150      3,475

 

 

（資料２０） 



－９４－ 

視 聴 者 意 向 件 数 の 推 移 

 

（単位 千件） 

年 度 

内 容 
１０ １１ １２ １３ １４ 

経 営 関 係 17 13 14 27 27 

放 送 関 係 4,319 4,172 4,221 3,910 3,893 

受信料関係 1,110 1,510 1,659 1,969 2,087 

技 術 関 係 230 158 257 251 248 

そ の 他 408 243 225 239 204 

合 計 6,084 6,096 6,376 6,396 6,459 

 

（参考）受付方法別内訳（１４年度） 

（単位 千件） 

区 分 電 話 投 書 来 局 ファックス インターネット
集金訪 

問時等 
合 計 

件 数 4,838 453 124 303 505 236 6,459

比率(%) 74.9 7.0 1.9 4.7 7.8 3.7 100.0

 

（資料２１） 



－９５－ 

ＮＨＫ情報公開審議委員会委員 

（平成１５年３月３１日現在） 

◎ 委 員 長 

○ 委員長代行 

 

◎ 青 木   彰   （筑波大学名誉教授） 

大 島 崇 志   （弁護士） 

樫 谷  夫   （公認会計士） 

○ 金 平 輝 子   （東京都歴史文化財団顧問） 

髙 木   光   （学習院大学教授） 

 

（資料２２） 



－９６－ 

情 報 開 示 の 状 況 

 

１ 「開示の求め」の受付件数とその内容 

１８件 

 

（内訳） 経営一般    ７件 

放送      ４件 

営業      ３件 

総務・経理    ４件 

 

２ 「開示の求め」に対する判断結果 

 
判断結果 件数 備考 

対象外 ４ うち、３件については関連情報を提供 

開示 １３ うち、部分開示２件 

不開示  １ 文書不存在 
 

（注）２件を除き、期間内（３０日以内）に判断を行った。 

 

３ 「再検討の求め」に対する審議結果 

 
審議結果 件数 

部分開示の範囲をより広げることが妥当 １ 

不開示ではなく開示が妥当 １ 

当初判断どおり部分開示・不開示が妥当 ６ 

 

（資料２３） 



－９７－ 

備 え 置 き 公 開 文 書 一 覧 

（平成１５年３月３１日現在） 

 

・国内、国際番組基準 

・国内、国際放送番組編集の基本計画 

・国内、国際放送番組編成計画 

・各地方向け地域放送番組編集計画 

・中央、地方、国際放送番組審議会議事概要、答申 

・放送受信規約 

・放送受信料免除基準 

・視聴者意向の業務への反映事例 ＊ 

・年間視聴者意向集約 ＊ 

・ＮＨＫの情報公開のあり方に関する提言 

・ＮＨＫ情報公開基準 

・ＮＨＫ情報公開規程 

・経営委員会議事録 

・定款 

・収支予算、事業計画及び資金計画 

・業務報告書及び監事の意見書 

・財産目録、貸借対照表及び損益計算書並びにこれに関する説明書及び監事の意見書 

・放送番組補完インターネット利用計画 

・業務委託基準 

・業務委託契約要領 

・関連団体運営基準 

・関連団体事業活動審査委員会規程 

・子会社・関連会社の役員一覧 

・環境報告書 ＊ 

・ＩＴ時代のＮＨＫビジョン 

・新時代の行動ガイドライン 

・ＮＨＫことしの仕事 

 

（注）インターネットホームページ（トップページは、http://www.nhk.or.jp/）におい

ても、上記文書の公開を行っている（＊を付した項目を除く）。 

（資料２４） 



－９８－ 

テレビジョン放送局（地上放送）の概要 

（平成１５年３月３１日現在） 

総   合 教   育 合   計 系 統 

地域・電力 ＶＨＦ ＵＨＦ 計 ＶＨＦ ＵＨＦ 計 ＶＨＦ ＵＨＦ 計 

本部・関東甲信越

近 畿        

東 海 ・ 北 陸        

中 国        

九 州        

東 北        

北 海 道        

四 国        

 45 

 1 

 54 

80 

58 

95 

46 

54 

369

420

414

403

580

340

165

292

414

421

468

483

638

435

211

346

45

1

54

80

58

95

46

53

367

404

404

398

570

340

163

264

412

405

458

478

628

435

209

317

90 

2 

108 

160 

116 

190 

92 

107 

736 

824 

818 

801 

1,150 

680 

328 

556 

826

826

926

961

1,266

870

420

663

地 
 

 
 

域 

合   計 433 2,983 3,416 432 2,910 3,342 865 5,893 6,758

５０ｋＷ

１０ｋＷ

５ｋＷ

３ｋＷ

２ｋＷ

１ｋＷ

５００Ｗ

３００Ｗ

２５０Ｗ

２００Ｗ

９０～１００Ｗ

６６～ ７６Ｗ

５０～ ６５Ｗ

１～ ４０Ｗ

３０～５００ｍＷ

1 

7 

6 

8 

0 

24 

5 

1 

11 

0 

34 

11 

2 

295 

28 

0

3

3

1

2

6

0

11

0

3

68

0

2

1,846

1,038

1

10

9

9

2

30

5

12

11

3

102

11

4

2,141

1,066

1

7

6

8

0

23

5

1

10

0

35

11

3

294

28

0

2

1

1

2

1

0

12

0

3

69

0

2

1,797

1,020

1

9

7

9

2

24

5

13

10

3

104

11

5

2,091

1,048

2 

14 

12 

16 

0 

47 

10 

2 

21 

0 

69 

22 

5 

589 

56 

0 

5 

4 

2 

4 

7 

0 

23 

0 

6 

137 

0 

4 

3,643 

2,058 

2

19

16

18

4

54

10

25

21

6

206

22

9

4,232

2,114

電 
 

 
 

 
 

力 

合   計 433 2,983 3,416 432 2,910 3,342 865 5,893 6,758

 

（資料２５） 



－９９－ 

テレビジョン放送局（地上放送）運用局数の推移 

 

年度末 
 
系統 

１０ １１ １２ １３ １４ 

ＶＨＦ    ４３６    ４３５    ４３４    ４３３    ４３３ 

ＵＨＦ  ３,０４０  ３,０３３  ３,０１２  ３,０００  ２,９８３ 
総 

合 

計  ３,４７６  ３,４６８  ３,４４６  ３,４３３  ３,４１６ 

ＶＨＦ    ４３５    ４３４    ４３３    ４３２    ４３２ 

ＵＨＦ  ２,９６８  ２,９６０  ２,９３８  ２,９２４  ２,９１０ 
教 

育 

計  ３,４０３  ３,３９４  ３,３７１  ３,３５６  ３,３４２ 

ＶＨＦ    ８７１    ８６９    ８６７    ８６５    ８６５ 

ＵＨＦ  ６,００８  ５,９９３  ５,９５０  ５,９２４  ５,８９３ 
合 

計 

計  ６,８７９  ６,８６２  ６,８１７  ６,７８９  ６,７５８ 

＊１４年度に廃止したテレビジョン放送局 

    松前御髪局（北海道）、湯田左草局（岩手）、大内岩屋局（秋田）、 

    新地局（福島）、茂木局（栃木）、茂木飯局（栃木）、 

    千倉川戸局（千葉）、松之山東局（新潟）、高浜内浦局（福井）、 

    飯高富永局（三重）、二木島西局（三重）、宇治田原禅定寺局（京都）、 

    宇治田原岩山局（京都）、西淡阿那賀局（兵庫）、西淡伊加利局（兵庫）、 

    西淡伊毘局（兵庫）、徳島大浦局（徳島） 

  下線は、総合放送のみ。その他は総合放送及び教育放送。 

（資料２６） 



－１００－ 

ラ ジ オ 放 送 局 の 概 要 

                          （平成１５年３月３１日現在） 

系 統 

地域・電力 
第１放送 第２放送 ＦＭ放送 合 計 

本部・関東甲信越 

近 畿         

東 海 ・ 北 陸         

中 国         

九 州         

東 北         

北 海 道         

四 国         

   ２２ 

１２ 

２７ 

３２ 

３９ 

４３ 

２１ 

２４ 

１４ 

７ 

１９ 

２２ 

２２ 

２５ 

１８ 

１３ 

７２ 

５９ 

５５ 

８２ 

７８ 

７１ 

５６ 

５１ 

１０８ 

７８ 

１０１ 

１３６ 

１３９ 

１３９ 

９５ 

８８ 

地 
 

 
 

域 

合   計 ２２０ １４０ ５２４ ８８４ 

 ５００ｋＷ 

 ３００ｋＷ 

 １００ｋＷ 

 ５０ｋＷ 

 ２０ｋＷ 

 １０ｋＷ 

 ５ｋＷ 

 ３ｋＷ 

 １ｋＷ 

 ５００Ｗ 

 ３００Ｗ 

 ２５０Ｗ 

 １００Ｗ 

 ５０Ｗ 

 ２０～３０Ｗ 

 １０Ｗ 

 １～ ３Ｗ 

 ５００ｍＷ 

    ０ 

１ 

３ 

１ 

２ 

１２ 

１７ 

２ 

３５ 

４ 

２ 

０ 

１３９ 

１ 

０ 

１ 

０ 

０ 

４ 

１ 

０ 

１ 

０ 

１３ 

３ 

０ 

３６ 

２ 

０ 

０ 

８０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

３ 

５ 

４ 

３２ 

１３ 

０ 

１１ 

１０８ 

９ 

１７ 

２０４ 

１１７ 

１ 

４ 

２ 

３ 

２ 

２ 

２８ 

２５ 

６ 

１０３ 

１９ 

２ 

１１ 

３２７ 

１０ 

１７ 

２０５ 

１１７ 

１ 

電 
 

 
 

 
 

力 

合   計   ２２０ １４０ ５２４ ８８４ 

 

（資料２７） 



－１０１－ 

ラジオ放送局運用局数の推移 

 

年度末 

系統 
１０ １１ １２ １３ １４ 

第 １ 放 送      ２１１ ２１２ ２１３ ２１７ ２２０ 

第 ２ 放 送      １４０ １４０ １４０ １４０ １４０ 

Ｆ Ｍ 放 送      ５１８ ５１９ ５２０ ５２２ ５２４ 

合 計 ８６９ ８７１ ８７３ ８７９ ８８４ 

    

（資料２８） 



－１０２－ 

放 送 技 術 審 議 会 委 員 

                          （平成１５年３月３１日現在） 

 

  石 原 秀 昭 （総務省大臣官房技術総括審議官） 

  金 子 和 夫 （電子情報技術産業協会専務理事） 

  川 上 彰二郎 （東北大学客員教授） 

  國 井 秀 子 （リコー執行役員） 

  白 井 克 彦 （早稲田大学総長） 

  内 藤 喜 之 （大分大学学長） 

  原 島   博 （東京大学教授） 

  平 田 康 夫 （ＫＤＤＩ取締役執行役員専務） 

  間 宮   馨 （文部科学省文部科学審議官） 

  森   忠 久 （日本民間放送連盟常務理事） 

  森 谷 正 規 （放送大学教授） 

  森 永 規 彦 （大阪大学教授） 

  若 尾 正 義 （電波産業会専務理事） 

  和 才 博 美 （日本電信電話副社長） 

 

 

（資料２９） 



－１０３－ 

放 送 技 術 研 究 委 員 会 委 員 

                          （平成１５年３月３１日現在） 

 

  今 井 秀 樹 （東京大学教授） 

  植 田 譲 二 （朝日放送代表取締役） 

  小 澤 慎 治 （慶應義塾大学教授） 

  久保田 誠 之 （総務省情報通信政策局放送技術課長） 

  塩 見   正 （通信総合研究所理事） 

  諏 訪   基 （産業技術総合研究所理事） 

  高 畑 文 雄 （早稲田大学教授） 

  田 中 克 己 （京都大学教授） 

  筒 井 哲 夫 （九州大学教授） 

  浜 野 保 樹 （東京大学助教授） 

  宮 崎 久美子 （東京工業大学教授） 

  宗 片 比呂夫 （東京工業大学教授） 

  森   忠 久 （日本民間放送連盟常務理事兼研究所長） 

  横 井 亮 介 （フジテレビジョン専務取締役） 

（資料３０） 



－１０４－ 

経 営 委 員 会 委 員 の 経 歴 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委 員 長 須 田   寛 

 昭和６年１月28日生 

 東 海 ・ 北 陸 地 区 

昭和62年４月 東海旅客鉄道社長 

平成７年６月 同     会長 

平成７年12月 経営委員会委員 

平成10年６月 同    委員長 

委 員 大 下 龍 介 

委員長職 昭和11年７月５日生 

務代行者 中 国 地 区 

昭和55年５月 福屋社長 

平成８年６月 中国経済連合会常任理事 

平成10年６月 経営委員会委員 

平成14年12月 経営委員会委員長職務代行者 

委 員 石 原 邦 夫 

 昭和18年10月17日生 

      関東・甲信越地区 

平成13年６月 東京海上火災保険社長 

平成14年12月 経営委員会委員 

 

委 員 武 田 國 男 

 昭和15年１月５日生 

 近 畿 地 区 

平成５年６月 武田薬品工業社長 

平成14年６月 経営委員会委員 

 

委 員 宮 崎   満 

 昭和11年１月９日生 

 四 国 地 区 

昭和52年４月 松山商科大学教授 

平成４年１月 松山大学学長 

平成10年１月 松山大学経済学部教授 

平成10年12月 経営委員会委員 

委 員 保   ゆかり 

（高崎  ゆかり） 

 昭和27年11月15日生 

 九 州 ・ 沖 縄 地 区 

昭和56年３月 オフィスピュア代表 

平成14年12月 経営委員会委員 

委 員 一 力 徳 子 

 昭和17年６月23日生 

 東 北 地 区 

平成５年３月 国際電信電話仙台支店長 

平成９年６月 よろづ園茶舗常務 

平成13年12月 経営委員会委員 

委 員 北 島 哲 夫 

 昭和９年12月１日生 

 北 海 道 地 区 

平成７年５月 北海道漁業協同組合連合会 

 代表理事会長 

平成13年６月 経営委員会委員 

委 員 堀 部 政 男 

 昭和11年５月23日生 

 地 区 を 通 じ て 

昭和53年４月 一橋大学法学部教授 

平成９年４月 一橋大学名誉教授 

 中央大学法学部教授 

平成11年12月 経営委員会委員 

委 員 小 林   緑 

 昭和17年５月21日生 

 地 区 を 通 じ て 

平成２年４月 国立音楽大学教授 

平成13年６月 経営委員会委員 

（資料３１） 
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委 員 佐々木 涼 子 

 昭和19年７月８日生 

 地 区 を 通 じ て 

平成４年４月 東京女子大学文理学部教授 

平成13年６月 経営委員会委員 

委 員 菅 原 明 子 

 昭和22年８月８日生 

 地 区 を 通 じ て 

昭和59年４月 菅原研究所所長 

平成14年12月 経営委員会委員 



－１０６－ 

会長、副会長、専務理事、理事の経歴 

 

会 長 海老沢 勝 二 

 (昭和９年５月５日生)

昭和32年４月 日本放送協会入局 

昭和63年７月 放送総局副総局長 

平成元年４月 理事 

平成３年６月 ＮＨＫエンタープライズ社長 

平成５年４月 日本放送協会専務理事 

平成６年10月 副会長 

平成９年７月 会長 

副 会 長 菅 野 洋 史 

 (昭和13年２月13日生)

昭和37年４月 日本放送協会入局 

昭和62年７月 営業総局主幹 

平成２年１月 営業総局付(ＮＨＫ営業サービス常務)

平成５年４月 理事 

平成９年６月 ＮＨＫ営業サービス社長 

平成９年７月 日本放送協会副会長 

専務理事  野 武 彦 

技 師 長 (昭和18年３月18日生) 

昭和41年４月 日本放送協会入局 

平成11年６月 技術局長 

平成12年10月 理事 

平成14年９月 専務理事・技師長 

専務理事 板 谷 駿 一 

 (昭和15年12月６日生)

昭和39年４月 日本放送協会入局 

平成９年６月 大阪放送局長 

平成11年４月 理事 

平成13年４月 専務理事 

理 事 山 村 裕 義 

 (昭和15年10月７日生)

昭和39年４月 日本放送協会入局 

平成８年６月 名古屋放送局長 

平成11年４月 理事 

理 事 滋 野   武 

 (昭和15年10月14日生)

昭和39年４月 日本放送協会入局 

平成９年６月 報道局長 

平成11年４月 理事 

理 事 笠 井 鉄 夫 

 (昭和16年９月15日生)

昭和40年４月 日本放送協会入局 

平成９年６月 経理局長 

平成11年４月 理事 

理 事 関 根 昭 義 

 (昭和17年８月５日生)

昭和41年４月 日本放送協会入局 

平成10年６月 放送総局特別主幹 

平成11年４月 理事 

理 事 山 田 勝 美 

 (昭和18年２月18日生)

昭和41年４月 日本放送協会入局 

平成９年６月 仙台放送局長 

平成11年４月 理事 

（資料３２） 
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理 事 伊 東 律 子 

 (昭和18年11月１日生)

昭和41年４月 日本放送協会入局 

平成11年６月 番組制作局長 

平成13年４月 理事 

理 事 安 岡 裕 幸 

 (昭和19年５月24日生)

平成９年７月 郵政省貯金局長 

平成11年６月 日本放送協会営業局特別主幹 

平成13年４月 理事 

理 事 橋 本 元 一 

 (昭和18年10月13日生)

昭和43年４月 日本放送協会入局 

平成13年６月 技術局長 

平成14年９月 理事 

 

 

 

（資料３３） 

監 事 の 経 歴 

 

監 事 中 里   毅 

 (昭和17年12月10日生)

昭和41年４月 日本放送協会入局 

平成11年６月 秘書室長 

平成13年４月 監事 

監 事 梶 谷 陽 一 

(非常勤) (昭和11年11月29日生)

平成２年７月 郵政省東海郵政局長 

平成３年７月 簡易保険福祉事業団理事 

平成５年６月 日本国際通信常務取締役 

平成９年７月 日本放送協会監事 

監 事 西 尾   勝 

(非常勤) (昭和13年９月18日生)

昭和49年６月 東京大学法学部教授 

平成11年４月 国際基督教大学教授 

平成11年６月 東京大学名誉教授 

平成15年３月 日本放送協会監事 

 



－１０８－ 

組 織 図 

（平成１５年３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料３４） 

経営委員会 監  事 

会   長 

理 事 会 
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放
送
技
術
研
究
所

放
送
文
化
研
究
所

事
務
局 

編 成 局

＊  総局－中国（北京）、ヨーロッパ（ロンドン）、アメリカ（ニューヨーク） 
支局－バンコク、香港、台北、ソウル、シドニー、テヘラン、パリ、モスクワ、

       ベルリン、ワシントン 
** （関東甲信越）長野、新潟、甲府、横浜、前橋、水戸、千葉、宇都宮、さいたま 
  （ 近 畿 ）大阪、京都、神戸、和歌山、奈良、大津 
  （東海・北陸）名古屋、金沢、静岡、福井、富山、津、岐阜 
  （ 中 国 ）広島、岡山、松江、鳥取、山口 

（ 九 州 ）福岡、北九州、熊本、長崎、鹿児島、宮崎、大分、佐賀、沖縄 
（ 東 北 ）仙台、秋田、山形、盛岡、福島、青森 

   （ 北海道 ）札幌、函館、旭川、帯広、釧路、北見、室蘭 
   （ 四 国 ）松山、高知、徳島、高松 

（＊） （**）
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放 送 局 等 所 在 地 

（平成１５年３月３１日現在） 

〔本 部〕 

放送センター  150-8001 東京都渋谷区神南２－２－１     (03)3465-1111 

放送文化研究所     105-6216 東京都港区愛宕２－５－１      (03)5400-6800 

愛宕ＭＯＲＩタワー１６Ｆ 

放送技術研究所     157-8510 東京都世田谷区砧１－１０－１１   (03)5494-1125 

〔関東甲信越地方〕 

長野放送局     380-8502 長野市稲葉２１０－２        (026)291-5200 

新潟放送局     951-8508 新潟市川岸町１－４９        (025)230-1616 

甲府放送局     400-8552 甲府市飯田３－１０－２０      (055)222-1311 

横浜放送局     231-8324 横浜市中区本町１－４        (045)212-2822 

前橋放送局     371-8555 前橋市元総社町１８９        (027)251-1711 

水戸放送局     310-8567 水戸市大町３－４－４        (029)232-9882 

千葉放送局     260-8610 千葉市中央区中央４－１４－１４   (043)227-7311 

宇都宮放送局     320-8502 宇都宮市中央３－１－２       (028)634-9155 

さいたま放送局     336-8510 さいたま市常盤６－１－２１     (048)833-2041 

〔近畿地方〕 

大阪放送局    540-8501 大阪市中央区大手前４－１－２０     (06)6941-0431 

京都放送局     602-8501 京都市上京区智恵光院丸太町下ル     (075)841-4321 

主税町９６４ 

神戸放送局     650-8515 神戸市中央区東川崎町１－２－２     (078)371-8527 

ＨＤＣ神戸ビル内 

和歌山放送局     640-8556 和歌山市吹上２－３－４７      (073)424-8111 

奈良放送局     630-8540 奈良市鍋屋町２７          (0742)26-3411 

大津放送局     520-0806 大津市打出浜３－３０               (077)522-5101 

〔東海・北陸地方〕 

名古屋放送局   461-8725 名古屋市東区東桜１－１３－３    (052)952-7000 

金沢放送局     920-8644 金沢市大手町１４－１        (076)264-7001 

静岡放送局     420-8721 静岡市西草深町１－２１       (054)274-1111 

福井放送局     910-8680 福井市宝永３－３－５        (0776)28-8850 

富山放送局     930-8502 富山市新総曲輪３－１        (076)444-6630 

津放送局      514-8531 津市丸之内養正町４－８       (059)229-3000 

岐阜放送局     500-8554 岐阜市京町２－３          (058)264-4611 

〔中国地方〕 

広島放送局     730-8672 広島市中区大手町２－１１－１０   (082)504-5111 

 

（資料３５） 
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岡山放送局     700-8621 岡山市丸の内２－１－２       (086)227-1741 

松江放送局     690-8601 松江市灘町１－２１         (0852)32-0700 

鳥取放送局     680-8701 鳥取市寺町１００          (0857)29-9200 

山口放送局     753-8660 山口市中央５－１４－２２      (083)921-3737 

〔九州地方〕 

福岡放送局     810-8577 福岡市中央区六本松１－１－１０   (092)724-2800 

北九州放送局     803-8555 北九州市小倉北区大門１－６－２６  (093)591-5002 

熊本放送局     860-8602 熊本市千葉城町２－７        (096)326-8203 

長崎放送局     850-8603 長崎市西坂町１－１         (095)821-1115 

鹿児島放送局     890-8573 鹿児島市天保山町１９－２０     (099)259-4114 

宮崎放送局     880-8633 宮崎市江平西２－２－１５      (0985)32-8111 

大分放送局     870-8660 大分市高砂町２－３６        (097)533-2800 

佐賀放送局     840-8601 佐賀市城内２－１５－８       (0952)28-5000 

沖縄放送局     901-0294 沖縄県豊見城市字高安１０１９       (098)850-5151 

〔東北地方〕 

仙台放送局     980-8435 仙台市青葉区錦町１－１１－１    (022)211-1001 

秋田放送局     010-8501 秋田市山王１－１－２        (018)824-8111 

山形放送局     990-8575 山形市桜町２－５０         (023)625-9511 

盛岡放送局     020-8555 盛岡市上田４－１－３        (019)626-8811 

福島放送局     960-8588 福島市北五老内町１－５       (024)535-1191 

青森放送局     030-8633 青森市松原２－１－１        (017)774-5111 

〔北海道地方〕 

札幌放送局     060-8703 札幌市中央区大通西１－１      (011)232-4001 

函館放送局     040-8680 函館市千歳町１３－１        (0138)27-0111 

旭川放送局     070-8680 旭川市６条通６－２７        (0166)24-7000 

帯広放送局     080-0015 帯広市西５条南７－２－２      (0155)23-3111 

釧路放送局     085-8660 釧路市幣舞町３－８         (0154)41-9191 

北見放送局     090-0035 北見市北斗町２－３－２４      (0157)23-4181 

室蘭放送局     051-0012 室蘭市山手町１－３－５０      (0143)22-7271 

〔四国地方〕 

松山放送局     790-8501 松山市堀之内５           (089)921-1111 

高知放送局     780-8512 高知市本町３－３－１２       (088)823-2300 

徳島放送局     770-8544 徳島市南前川町２－４        (088)626-5970 

高松放送局     760-8686 高松市錦町１－１２－７       (087)825-0151 
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要 員 効 率 化 の 推 移 

 

年 度 
 
区 分 

１０ １１ １２ １３ １４ 

 

効 率 化 

 

人 

△ 261 

 

人

△ 221 

 

人

△ 243 

 

人 

△ 221 

 

人

△ 221 

 

 

要 員 措 置 

 

   80    30    45    30    35 

 

差 引 純 減 

 

△ 181 △ 191 △ 198 △ 191 △ 186 

 

 

年度末人員 

 

12,581 12,390 12,192 12,001 11,815 

 

 

 

（資料３６） 
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資産、負債及び資本の推移 

（一般勘定） 
（単位 百万円） 

年度末 

区 分 
１０ １１ １２ １３ １４ 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

特 定 資 産 

( 26.9) 

170,596 

( 69.5) 

440,734 

(  3.6) 

22,640 

( 26.9) 

173,829 

( 69.6) 

449,085 

(  3.5) 

22,288 

( 27.0) 

187,027 

( 69.2) 

478,447 

(  3.8) 

26,085 

( 27.8) 

193,991 

( 70.1) 

489,311 

(  2.1) 

14,853 

( 31.3) 

222,511 

( 68.3) 

485,547 

(  0.4) 

3,200 

 

資

産

の

部 
資 産 合 計 

(100.0) 

633,971 

(100.0) 

645,203 

(100.0) 

691,559 

(100.0) 

698,156 

(100.0) 

711,259 

流 動 負 債 

固 定 負 債 

( 27.8) 

175,933 

( 12.7) 

80,804 

( 27.5) 

177,676 

( 11.6) 

74,756 

( 28.7) 

198,296 

( 11.3) 

78,109 

( 28.8) 

200,507 

(  9.9) 

69,366 

( 29.2) 

207,800 

(  9.1) 

64,895 

負 債 合 計 
( 40.5) 

256,738 

( 39.1) 

252,433 

( 40.0) 

276,405 

( 38.7) 

269,874 

( 38.3) 

272,696 

資 本 

積 立 金 

当期事業収支差金 

( 48.4) 

306,576 

(  8.5) 

53,902 

(  2.6) 

16,753 

( 49.9) 

321,683 

(  8.6) 

55,549 

(  2.4) 

15,537 

( 49.1) 

339,377 

(  7.7) 

53,393 

(  3.2) 

22,383 

( 51.4) 

359,230 

(  8.0) 

55,923 

(  1.9) 

13,128 

( 52.5) 

373,486 

(  7.7) 

54,795 

(  1.5) 

10,280 

資 本 合 計 
(59.5) 

377,232 

(60.9) 

392,770 

(60.0) 

415,153 

(61.3) 

428,282 

( 61.7) 

438,562 

負

債

及

び

資

本

の

部 

負債及び資本合計 
(100.0) 

633,971 

(100.0) 

645,203 

(100.0) 

691,559 

(100.0) 

698,156 

(100.0) 

711,259 

（注）（ ）内は、構成比率（％）を示す。 

 

（受託業務等勘定） 
（単位 百万円） 

年度末 

区 分 １０ １１ １２ １３ １４ 

流 動 資 産 ７ ６ ３０ ３２ ２４ 資
産
の
部 資 産 合 計 ７ ６ ３０ ３２ ２４ 

流 動 負 債 ７ ６ ３０ ３２ ２４ 

負 債 合 計 ７ ６ ３０ ３２ ２４ 
資
本
の
部

負
債
及
び 

負債及び資本合計 ７ ６ ３０ ３２ ２４ 

 

（資料３７） 
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◇ 構成比率 
（％） 

年度末
区 分 １０ １１ １２ １３ １４ 

固定資産（対 資 産 合 計        ） 69.5 69.6 69.2 70.1 68.3 

負  債（対負債・資本合計） 40.5 39.1 40.0 38.7 38.3 

自己資本（対負債・資本合計） 59.5 60.9 60.0 61.3 61.7 

 
◇ 財務比率 

（％） 

年度末
区 分 

１０ １１ １２ １３ １４ 

固 定 資 産       
固 定 比 率 

自 己 資 本        116.8  114.3  115.2 114.2 110.7 

流 動 資 産 
流 動 比 率 

流 動 負 債   97.0   97.8   94.3 96.8 107.1 

 

◇ 回転率、減価償却率 

年 度
区 分 

１０ １１ １２ １３ １４ 

経常事業収入 
総資本回転率 

自己資本＋負債 

回 ／ 年

  1.01 

  

  1.01 

  

  0.98 

  

0.96 

 

0.96 

経常事業収入 
自己資本回転率 

自 己 資 本       

回 ／ 年

  1.72 

 

  1.68 

 

  1.62 

 

1.58 

 

1.56 

減 価 償 却 費 
減価償却率 

償却資産額＋減価償却費 

％

  14.7 

 

  15.2 

 

  13.5 

 

11.5 

 

12.7 

（注）自己資本及び負債の算出にあたっては、前期末・当期末の平均値を用いた。 

 
（参考）外部資金残高の推移 

（単位 百万円） 
年度末 

区 分 １０ １１ １２ １３ １４ 

総 額 60,028 56,194 70,527 69,463 53,162

放 送 債 券 

長 期 借 入 金 

33,600

26,428

35,680

20,514

43,120

27,407

44,000 

25,463 

32,000

21,162

（注） 14年度末の長期借入金の借入先別金額は、都市銀行18,622百万円、協同組織金融機関
1,482百万円、生命保険会社1,058百万円。 

    なお、14年度末の短期借入金（500百万円）の借入先別金額は、都市銀行440百万円、
協同組織金融機関36百万円、生命保険会社24百万円。 



－１１４－ 

損 益 の 推 移 

（一般勘定） 
（単位 百万円） 

年 度 
区 分 

１０ １１ １２ １３ １４ 

経 常 事 業 収 入 
( 1.9)

633,711
( 1.8)

645,042
( 1.7)

655,857
( 1.8) 

667,626 
( 1.1)

674,999

受 信 料 

交 付 金 収 入 

副 次 収 入 

( 2.1)
624,328

  2,148

  7,235

( 1.9)
635,951

  2,012

  7,078

( 1.6)
645,967

  2,285

  7,604

( 1.8) 
657,395 

  2,286 

  7,943 

( 1.3)

665,629

2,002

7,367

経 常 事 業 支 出 
( 1.0)

607,975
( 1.5)

617,162
( 2.1)

629,899
( 2.3) 

644,618 
( 1.7)

655,603

国 内 放 送 費 

国 際 放 送 費 

契 約 収 納 費 

受 信 対 策 費 

広 報 費 

調 査 研 究 費 

給 与 

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 

一 般 管 理 費 

減 価 償 却 費 

未収受信料欠損償却費 

242,014

  6,969

 57,935

  1,993

  3,011

  8,076

146,599

 55,465

 13,408

 55,332

 17,169

250,731

  7,027

 59,018

  2,023

  3,099

  8,384

143,168

 57,061

 13,380

 55,018

 18,250

263,564

  7,086

 61,412

  2,041

  3,196

  8,949

142,815

 59,217

 13,872

 48,300

 19,444

270,371 

  7,116 

 62,398 

  2,063 

  3,196 

  9,422 

142,826 

 62,438 

 13,914 

 49,759 

 21,110 

273,639

6,873

62,645

2,103

3,228

8,714

142,650

62,934

14,320

55,381

23,114

経

常

事

業

収

支 

経 常 事 業 収 支 差 金  25,736   27,879   25,957   23,007 19,395

経 常 事 業 外 収 入 5,851 5,194 5,451 4,810 4,236

財 務 収 入 

雑 収 入 

4,973

877

4,692

502

4,611

840

4,269 

540 

3,761

474

経 常 事 業 外 支 出 16,513 16,893 16,892 17,058 16,164

財 務 費 16,513 16,893 16,892 17,058 16,164

経

常

事

業

外

収

支 

経 常 事 業 外 収 支 差 金 △10,662 △11,698 △11,441 △12,247 △11,928

経 常 収 支 差 金 15,074 16,180 14,516 10,760 7,467

資 本 支 出 充 当 

当 期 剰 余 金 

9,054

6,020

9,482

6,698

9,597

4,919

8,985 

1,775 

7,467

0

特 別 収 入  3,557  1,473 10,697  6,310 8,666収 

支

特 

別 特 別 支 出 1,878 2,116 2,830 3,942 5,853

当 期 事 業 収 支 差 金 16,753 15,537 22,383 13,128 10,280

資 本 支 出 充 当 

建 設 積 立 金 繰 入 れ 

事 業 収 支 剰 余 金 

9,054

0

7,699

9,482

0

6,055

9,597

10,256

2,529

8,985 

3,744 

398 

8,392

0

1,888

（注）（ ）内は、対前年度増加率（％）を示す。 

（資料３８） 



－１１５－ 

 

（受託業務等勘定） 
（単位 百万円） 

年 度 
区 分 

１０ １１ １２ １３ １４ 

経 常 事 業 収 入   470   500 1,090 1,491 1,275 

受 託 業 務 等 収 入   470   500 1,090 1,491 1,275 

経 常 事 業 支 出 377 399 876 1,194 1,017 

受 託 業 務 等 費 377 399 876 1,194 1,017 

経

常

事

業

収

支 経 常 事 業 収 支 差 金  93 100 214 296 257 

経 常 事 業 外 支 出 21 22 48 68 59 

財 務 費 21 22 48 68 59 

経
常
事
業
外
収
支 経 常 事 業 外 収 支 差 金 △21 △22 △48 △68 △59 

当 期 事 業 収 支 差 金  71  78 165 227 197 

当 期 繰 入 前 剰 余 金 

一 般 勘 定 へ の 繰 入 れ 

 71 

 71 

 78 

 78 

165 

165 

227 

227 

197 

197 

 



－１１６－ 

収 入 支 出 決 算 表 

（一般勘定） 

 （事業収支） 
（単位 百万円） 

予 算 額 

予算総則に基づく増減額 
区 分 

当 初 額 第４条
第１項
流  用

第６条
 

予備費

第11条
アナログ
変更対策

合 計
決 算 額 

 
 

予算残額

収入△ 
は減収 

事 業 収 入 668,749 0 0 1,045 669,795 664,788 △5,006

受 信 料 

交 付 金 収 入 

副 次 収 入 

財 務 収 入 

雑 収 入 

特 別 収 入 

648,662 

1,986 

6,851 

3,629 

500 

7,121 

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,045

648,662

1,986

6,851

3,629

500

8,166

642,515 

2,002 

7,367 

3,761 

474 

8,666 

△6,146

15

516

132

△25

499

事 業 支 出 660,357 0 0 1,045 661,403 654,507 6,895

国 内 放 送 費 

国 際 放 送 費 

契 約 収 納 費 

受 信 対 策 費 

広 報 費 

調 査 研 究 費 

給 与 

退職手当・厚生費 

一 般 管 理 費 

減 価 償 却 費 

財 務 費 

特 別 支 出 

予 備 費 

280,641 

  6,993 

 64,110 

  2,235 

  3,610 

  9,118 

142,902 

 56,246 

 15,274 

 54,770 

 17,015 

  3,440 

  4,000 

△5,300

0

△1,200

0

△300

△200

     0

 6,700

△860

620

△840

1,380

0

2,137

21

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

△2,158

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,045

0

277,478

7,015

62,910

2,235

3,310

8,918

142,902

 62,946

 14,414

 55,390

16,175

5,865

1,841

273,639 

  6,873 

 62,645 

  2,103 

  3,228 

  8,714 

142,650 

62,934 

 14,320 

 55,381 

 16,164 

  5,853 

      0 

3,839

142 

264

132

82

203

252

11

94

8

10

12

1,841

事 業 収 支 差 金 8,392 0 0 0 8,392 10,280 1,888

 

資本支出への充当 8,392 0 0 0 8,392 8,392 0

 債 務 償 還 充 当 8,392 0 0 0 8,392 8,392 0

翌年度以降の財政 
安定のための繰越金      0      0      0      0      0 1,888 1,888

なお、翌年度以降の財政安定のための繰越金は14年度末56,684百万円であった。 

 

（注）本表における受信料は、損益計算書における受信料から未収受信料欠損償却費を

控除した金額である。 

（資料３９） 



－１１７－ 

 （資本収支） 
（単位 百万円） 

予 算 額 

予算総則
に基づく
増 減 額区 分 

当 初 額 
第 ５ 条
第 ２ 項
繰 越

合 計
決 算 額 繰 越 額 

 
 

予算残額

収入△ 

は減収 

資 本 収 入 97,983 1,086 99,069 82,525  16,373 △171

事業収支差金受入れ 

前期繰越金受入れ 

減価償却資金受入れ 

資 産 受 入 れ 

放 送 債 券 償 還 
積 立 資 産 戻 入 れ 

建設積立資産戻入れ 

長 期 借 入 金 

8,392 

 11,000 

  54,770 

  2,068 

11,109 

 3,744 

 6,899 

      0

      0

      0

      0

      0

      0

1,086

8,392

11,000

54,770

2,068

11,109

3,744

7,986

8,392

1,526

 55,381

  2,372

 11,109

 3,744

 0

      0 

 9,473 

      0 

      0 

      0 

      0 

 6,899 

0

0

611

304

0

0

△1,086

資 本 支 出  97,983 1,086 99,069  82,525  16,373 171

建 設 費 

出 資 

放 送 債 券 償 還 
積 立 資 産 繰 入 れ 

放 送 債 券 償 還 金 

長期借入金返還金 

 78,400 

82 

 3,200 

  12,000 

  4,301 

1,086

 0

 0

 0

0

 79,486

  82

  3,200

12,000

  4,301

 62,943

  81

  3,200

12,000

  4,301

16,373 

      0 

      0 

       0 

      0 

  170

    0

      0

      0

      0

資 本 収 支 差 金      0 0 0      0      0      0

 

 

（受託業務等勘定） 

 （事業収支） 
（単位 百万円） 

予 算 額 

予 算総則に
基づく増減額区 分 

当 初 額 
第 ７ 条
増 収 振 当

合 計 
決 算 額 予算残額

事 業 収 入 935 260 1,195 1,275 80 

受 託 業 務 等 収 入 935 260 1,195 1,275 80 

事 業 支 出 818 260 1,078 1,077   0 

受 託 業 務 等 費 

財 務 費 

775 

 43 

243 

17 

1,018 

60 

1,017 

59 

  0 

0 

事 業 収 支 差 金  117   0  117  197 80 

 



－１１８－ 

衛星放送に係る収入と経費の推移 

（単位 百万円） 

年 度 
区 分 

１０ １１ １２ １３ １４ 

 

衛星放送に係る収入（Ａ） 95,330 101,390 106,622 111,939 116,084 

 衛 星 付 加 受 信 料 

 副 次 収 入 等 

94,984 

   345 

101,120 

    269 

106,412 

    210 

111,765 

173 

115,785 

299 

 

衛星放送の実施に要する経費 
（Ｂ） 

89,557 96,428 105,109 123,902 125,365 

 事 業 運 営 費 

 減 価 償 却 費 

 財 務 費 

76,902 

11,034 

1,621 

82,776 

11,949 

1,702 

94,671 

8,905 

1,532 

110,119 

12,528 

1,254 

110,660 

13,256 

1,448 

 

差 額（Ａ－Ｂ） 5,772 4,961 1,513 △11,963 △9,280 

（注） 一般勘定の事業収支のうち衛星放送に係る収入と経費を計上。なお、経費については、
デジタルハイビジョン放送を開始した平成12年12月以降、ハイビジョン放送の実施に要
する経費を算入。 

 

 

（資料４１） 

受信料、収納率、欠損率等の推移 

（単位 百万円） 

年 度 
区 分 

１０ １１ １２ １３ １４ 

受 信 料（Ａ） 624,328 635,951 645,967 657,395 665,629 

当年度収納額（Ｂ） 604,910 614,670 623,182 632,762 639,004 

当年度末収納率（B/A） 96.89% 96.65% 96.47% 96.25% 96.00% 

欠損引当金計上額（Ｃ） 17,169 18,250 19,444 21,110 23,114 

受信料未収金（A-B-C） 2,248 3,031 3,340 3,522 3,511 

翌年度回収額（Ｄ） 2,111 2,142 2,328 2,569 
 

確定収納率（(B+D)/A） 97.23% 96.99% 96.83% 96.64% 
 

欠 損 率 2.77% 3.01%  3.17% 3.36% 
 

 

（資料４０） 



－１１９－ 

交 付 金 収 入 の 推 移 

 

（単位 百万円） 

年 度 

区 分 
１０ １１ １２ １３ １４ 

総        額 2,148   2,012   2,285   2,286   2,002 

ラジオ国際放送関係*1 

選 挙 放 送 関 係*2 

 1,966 

    182 

  1,972 

     39 

  1,972 

    312 

  2,120 

    166 

  1,973 

    28 

昭和26年度以降の交付金収入の累計額は45,924百万円であり、全額を当該

年度の国際放送及び政見・経歴放送の実施経費に充てている。 

＊１ 総務大臣が放送区域、放送事項その他必要な事項を指定して国際放送を行うべきこと

を命じたことによる費用の国庫負担分（放送法第33条、第35条）。 

＊２ 衆議院議員、参議院議員又は都道府県知事の選挙に関する政見・経歴選挙に要した費

用の国庫又は当該都道府県負担分（公職選挙法第150条、第151条、第263条、第264条）。 

 

（参考） ラジオ国際放送実施経費の推移 

（単位 百万円） 

年 度 

区 分 
１０ １１ １２ １３ １４ 

経 費 総 額（Ａ）   9,717   9,631   9,587   9,618   9,141 

交  付  金（Ｂ） 

協 会 負 担 額 

  1,966 

7,751 

  1,972 

7,658 

  1,972 

7,614 

  2,120 

7,497 

  1,973 

7,168 

 

Ｂ 
交 付 金 の 比 率  

Ａ  
 20.2%  20.5% 20.6%   22.0%   21.6% 

 

（資料４２） 



－１２０－ 

副 次 収 入 の 推 移 

 

（単位 百万円） 

年 度 
区 分 

１０ １１ １２ １３ １４ 

総           額 7,235   7,078   7,604   7,943 7,367

  うち子会社等からの副次収入 5,688 5,681 6,244 6,815 6,223

一 般 業 務 収 入 6,795 6,603 6,593 6,536 6,168

 放 送 番 組 の 多 角 的 活 用 

 放送番組テキストの出版 

 技術協力・特許実施許諾 

 施 設 利 用 料 

 番 組 コ ン ク ー ル 賞 金 等 

3,089

1,373

325

1,920

86

2,806

1,599

311

1,845

40

3,572

790

326

1,855

49

4,031 

705 

330 

1,427 

40 

3,742

758

358

1,264

44

受 託 業 務 等 収 入 439 474 1,011 1,407 1,198

 

事 業 収 入 に 占 め る 割 合 1.16% 1.12% 1.17% 1.21% 1.11%

 

（資料４３） 



－１２１－ 

業 務 別 事 業 経 費 の 推 移 

 

（単位 百万円） 

年 度 
区 分 

１０ １１ １２ １３ １４ 

事 業 支 出 
(100.0) 

609,197 

(100.0)

617,922

(100.0)

630,178

(100.0) 

644,509 

(100.0)

654,507

 業務別経費 
( 97.0) 

590,806 

( 96.9)

598,912

( 96.9)

610,455

( 96.8) 

623,508 

( 96.6)

632,489

国内放送 
( 72.2) 

439,781 

( 72.5)

447,723

( 72.3)

455,574

( 72.6) 

467,711 

( 72.8)

476,177

国際放送 
(  2.1) 

 12,609 

(  2.0)

 12,573

(  2.0)

 12,693

(  2.0) 

 12,658 

(  1.8)

 11,925

契約収納 
( 12.9) 

 78,584 

( 12.8)

 79,202

( 12.9)

 81,103

( 12.7) 

 81,741 

( 12.5)

 81,903

受信対策 
(  1.1) 

  6,777 

(  1.1)

  6,730

(  1.1)

  6,889

(  1.1) 

  7,037 

(  1.1)

  7,184

広  報 
(  0.7) 

  4,115 

(  0.7)

  4,200

(  0.7)

  4,306

(  0.7) 

  4,329 

(  0.7)

  4,395

調査研究 
(  3.0) 

 18,399 

(  3.0)

 18,597

(  3.0)

 19,254

(  3.0) 

 19,513 

(  3.0)

 19,883

 管  理 
(  5.0) 

 30,537 

(  4.8)

 29,884

(  4.9)

 30,634

(  4.7) 

 30,515 

(  4.7)

 31,020

財務費等 
(  3.0) 

 18,391 

(  3.1)

 19,009

(  3.1)

 19,722

(  3.2) 

 21,000 

(  3.4)

 22,017

（注）１ 事業支出のうち、給与及び退職手当・厚生費については各業務別の要員数に応じ
て、減価償却費については資産の運用形態に応じて、各業務へ配分。 

   ２ （ ）内は、構成比率（％）を示す。 
 

（資料４４） 
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子 会 社 等 系 統 図 

 

 

 

 

 

 

㈱ＮＨＫエンタープライズ２１ ㈱ＮＨＫ総合ビジネス (財)ＮＨＫサービスセンター 

NHK Enterprises America, Inc. ㈱ＮＨＫアイテック (財)ＮＨＫインターナショナル 

NHK Enterprises Europe Ltd. ㈱アイテックリース * (財)ＮＨＫエンジニアリングサービス 

㈱ＮＨＫエデュケーショナル ㈱アイテックメンテナンス * (財)ＮＨＫ放送研修センター 

㈱ＮＨＫソフトウェア ㈱ＮＨＫ文化センター (学)日本放送協会学園 

㈱ＮＨＫ情報ネットワーク ㈱ＮＨＫコンピューターサービス (財)ＮＨＫ交響楽団 

㈱ＮＨＫプロモーション ＮＨＫ営業サービス㈱ (福)ＮＨＫ厚生文化事業団 

㈱ＮＨＫアート ㈱ＮＨＫプリンテックス  

㈱アート制作工房 *  

㈱ＮＨＫテクニカルサービス 共同ビルヂング㈱ 

㈱日本放送出版協会   日本放送協会健康保険組合 

㈱ＮＨＫきんきメディアプラン  (財)日本放送協会共済会 

㈱ＮＨＫ中部ブレーンズ 

㈱ＮＨＫちゅうごくソフトプラン 

㈱ＮＨＫ九州メディス   

㈱ＮＨＫ東北プランニング   

㈱ＮＨＫ北海道ビジョン  ㈱日本文字放送 

  ㈱放送衛星システム 

  ㈱ＮＨＫ名古屋ビルシステムズ 

  ㈱総合ビジョン 

  

 

 
（注）1 (財)は財団法人、(学)は学校法人、(福)は社会福祉法人 

2 斜体で表記している会社は、協会の直接出資のない会社 

3 ＊の会社は、平成１５年度中に株式売却により協会の子会社等の範囲からはずれる予定 

（資料４５） 

（平成１５年３月３１日現在）

公 益 サ ー ビ ス 分 野 

子     会     社 

関   連   会   社 

日  本  放  送  協  会

関 連 公 益 法 人 等 

放送番組の企画･制作､販売分野 

福 利 厚 生 団 体 

業 務 支 援 分 野



－１２３－ 

子 会 社 等 の 概 要 

（平成１５年３月３１日現在） 

＜子会社＞ 
会 社 名 

所 在 地 

設 立 年 月 

代 表 者 

ホ ー ム ペ ー ジ 

事業内容 

資 本 金

協会出資額

(比率％)

(*1) 

売上高

当期利益

剰余金等

(*2) 

役員数 

役員兼任数 

従業員数 

(*3) 

 

協会支払額 

 

(*4) 

協会の

副次収入額

 

(*4) 

 
ＮＨＫエンタープライズ２１ 
東京都渋谷区神山町4-14 

昭和60年１月 

社長 酒井 治盛 

http://www.nep21.co.jp/ 

 

○協会の委託による放送番組の制作、購

入、販売 

○協会の委託による映像国際放送業務 

○各種映像ソフトの制作、販売 

○各種催物の企画、実施 等 

万円

115,000
95,200
(82.8)
[95.9]

百万円

36,675
300

6,948

人

 
27(11) 
 7( 0) 

265     
 

百万円 

 
30,330 

 
(31,429) 

 

百万円

725 

( 761)

ＮＨＫエデュケーショナル 
東京都渋谷区神山町9-2 

平成元年５月 

社長 横須賀 鎮夫 

http://www.nhk-ed.co.jp/ 

○協会の委託による教育・教養番組の制作、

購入 

○放送大学学園番組の制作 

○主として教育に関する映像ソフトの制作、

販売 

○主として教育に関する催物の企画、実施等

10,000
6,700

(67.0)
[99.5]

12,488
326

2,830

10( 4) 
3( 0) 

139     

8,489 
 

(7,154) 

1,318 

(1,277)

ＮＨＫソフトウェア 
東京都渋谷区神山町5-20 

平成元年６月 

社長 大橋 晴夫 

http://www.nhk-sw.co.jp/ 

○協会の委託によるケーブルテレビ事業者

への放送番組の提供 

○各種映像ソフトの制作、販売 等 

10,000
6,700

(67.0)
[99.5]

9,589
471

2,954

14( 6) 
3( 0) 

98     

524 
 

( 458) 

339 

( 342)

ＮＨＫ情報ネットワーク 
東京都渋谷区神山町9-2 

昭和63年２月 

社長 宮本 克彦 

http://www.nhk-jn.co.jp/ 

○協会の委託によるニュース、スポーツ番組

の制作、購入 

○協会の委託による回線コーディネーション

業務 等 

30,000
20,950
(69.8)
[89.2]

21,044
424

6,139

15(10) 
3( 0) 

269     

13,830 
 

(15,018) 

503 

( 510)

ＮＨＫプロモーション 
東京都渋谷区神山町5-5 

昭和52年10月 

社長 大久保 建男 

http://www.nhk-p.co.jp/ 

○協会の放送番組に関連した催物の企画、

実施 

○各種催物の企画、実施 等 

10,000
5,700

(57.0)
[88.0]

※8,882
222
841

12( 5) 
2( 0) 

 46     

517 
 

(402) 

130 

( 522)

ＮＨＫアート 
東京都渋谷区富ヶ谷1-14-7 

昭和36年７月 

社長 廣瀬 哲雄 

http://www.nhk-art.co.jp/ 

○協会の委託による放送番組の制作に係る

美術業務 

○コンピューターグラフィックソフトの企画、

制作 

○展示装飾等の一般美術業務 等 

20,000
12,670
(63.4)
[96.2]

16,484
101
711

14( 7) 
5( 0) 

277     

9,248 
 

(9,508) 

3 

(  3)

ＮＨＫテクニカルサービス 
東京都渋谷区神山町4-14 

昭和59年10月 

社長 中村 宏 

http://www.nhk-ts.co.jp/ 

○協会の委託による放送番組の制作に係る

技術業務 

○各種映像ソフトの制作に係る技術業務 等

30,000
21,000
(70.0)
[91.0]

18,126
550

4,917

18( 9) 
4( 0) 

752     

12,370 
 

(12,552) 

33 

( 42)

日本放送出版協会 
東京都渋谷区宇田川町41-1 

昭和６年４月 

社長 松尾 武 

http://www.nhk-book.co.jp/ 

○協会の放送番組に係るテキストの発行 

○協会の放送番組に関連する図書、雑誌の

出版 

○各種書籍、ビデオ、CD-ROM等の発行 

○音楽著作権の管理 等 

6,480
3,300

(50.9)
[50.9]

25,103
679

12,104

18(13) 
3( 0) 

303     

109 
 

(88) 

975 

(924)

ＮＨＫきんきメディアプラン 
大阪市中央区谷町３-１-18 

昭和63年12月 

社長 小川 悳一 

http://www.nhk-mp.co.jp/ 

○協会の委託による放送番組の制作 

○各種映像ソフトの制作、販売 

○各種催物の企画、実施 等 

（事業活動の地域は主として近畿地方及び四国

地方） 

10,000
5,200

(52.0)
[73.0]

3,599
144
434

14( 5) 
5( 0) 

 41    

1,507 
 

(1,523) 

128

( 49)

＊１ 比率は議決権保有割合。［ ］内は子会社保有分を含めた議決権保有割合。 

＊２ いずれも平成１３年度決算。百万円未満切捨て。売上高・事業収入の※は消費税込み。 

   剰余金等は利益処分前の額で、利益準備金を含み、資本準備金、評価差額金を含まない。 

＊３ （ ）内は常勤役員数の再掲。役員兼任数は協会職員（関連公益法人等は協会役職員）による兼任数。 

＊４ 百万円未満切捨て。消費税込み。（ ）内は平成１３年度の額。 

（資料４６） 
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会 社 名 

所 在 地 

設 立 年 月 

代 表 者 

ホ ー ム ペ ー ジ 

事業内容 

資 本 金

協会出資額

(比率％)

(*1) 

売上高 

当期利益

剰余金等

(*2) 

役員数 

役員兼任数 

従業員数 

(*3) 

 

協会支払額 

 

(*4) 

協会の

副次収入額

 

(*4) 

 
ＮＨＫ中部ブレーンズ 
名古屋市東区東桜1-13-3 

昭和63年11月 

社長 後藤 彰彦 

http://www.nhk-chubu-brains.co.jp/profile/ 

○協会の委託による放送番組の制作 

○各種映像ソフトの制作、販売 

○各種催物の企画、実施 等 

（事業活動の地域は主として中部地方） 

万円

5,850
3,000

(51.3)
[61.5]

百万円

2,013
36

119

人

 
16( 3) 
4( 0) 

47    
 

百万円

 
592  

 
( 741) 

 

百万円

3 

(  6)

ＮＨＫちゅうごくソフトプラン 
広島市中区大手町2-11-10 

平成２年10月 

社長 豊原 幹治 

http://www.nhk-sp.co.jp/ 

○協会の委託による放送番組の制作 

○各種映像ソフトの制作、販売 

○各種催物の企画、実施 等 

（事業活動の地域は主として中国地方） 

5,000
2,600

(52.0)
[68.0]

776
10
55

10( 1) 
4( 0) 

19    

236  
 

( 223) 

6 

(  5)

ＮＨＫ九州メディス 
福岡市中央区六本松１-１-10 

平成３年10月 

社長 釈河野 道 

http://www.medis-nhk-grp.co.jp/ 

○協会の委託による放送番組の制作 

○各種映像ソフトの制作、販売 

○各種催物の企画、実施 等 

（事業活動の地域は主として九州・沖縄地方） 

5,000
2,600

(52.0)
[60.0]

771
10

200

10( 1) 
4( 0) 

22    

361  
 

( 372) 

9 

(  6)

ＮＨＫ東北プランニング 
仙台市青葉区錦町1-10-11 

平成３年６月 

社長 黄海 富寿雄 

http://www.planning-nhk-grp.co.jp/ 

○協会の委託による放送番組の制作 

○各種映像ソフトの制作、販売 

○各種催物の企画、実施 等 

（事業活動の地域は主として東北地方） 

5,000
2,600

(52.0)
[86.0]

862
73

267

11( 2) 
4( 0) 

22    

362  
 

( 355) 

4 

(  5)

ＮＨＫ北海道ビジョン 
札幌市中央区大通西1-1 

平成２年９月 

社長 七戸 恒俊 

http://www.nhv.co.jp/ 

○協会の委託による放送番組の制作 

○各種映像ソフトの制作、販売 

○各種催物の企画、実施 等 

（事業活動の地域は主として北海道） 

5,000
2,600

(52.0)
[69.0]

875
△ 19

41

13( 1) 
4( 0) 

32    

595  
 

( 454) 

3 

( 12)

ＮＨＫ総合ビジネス 
東京都渋谷区神山町4-14 

昭和56年２月 

社長 芳賀 讓 

http://www.nhksb.co.jp/ 

○協会の建物、設備等の総合管理業務 

○協会の委託による固定資産・物品等の

調達契約の締結、運用・管理に関する

業務 等 

5,500
4,000

(87.0)
[100.0]

6,662
33

545

11( 7) 
3( 0) 

283    

5,406  
 

(5,861) 

40 

( 52)

ＮＨＫアイテック 
東京都渋谷区神南1-4-1 

昭和44年７月 

社長 長谷川 豊明 

http://www.nhkitec.co.jp/ 

○協会の委託による放送設備、共同受信

設備の建設、保全 

○スタジオ設備等の設計、施工 等 

30,000
15,100
(50.3)
[58.7]

38,554
237

7,265

17(11) 
2( 0) 

784     

16,922  
 

(17,229) 

93 

( 86)

ＮＨＫ文化センター 
東京都港区南青山1-1-1 

昭和53年12月 

社長 山本 博通 

http://www.nhk-cul.co.jp/ 

○教養、趣味、実用、健康等の各種講座

の運営を通じた協会の放送番組の利

用促進 

○各種講演会等の企画、実施 等 

20,000
2,000

(10.0)
[68.0]

10,298
115

1,056

11( 6) 
2( 0) 

194    

102  
 

( 104) 

91 

( 81)

ＮＨＫコンピューターサービス
東京都渋谷区神山町4-14 

昭和60年１月 

社長 原 安治 

http://www.nhkcs.co.jp/ 

○協会の委託によるコンピューターシステ

ムの管理運用、情報処理 

○ソフトウェアの開発、販売及びプログラ

ムの作成 等 

8,000
5,700

(71.3)
[96.3]

6,077
62

1,182

13( 5) 
6( 0) 

219    

5,704  
 

(5,648) 

0 

(  0)

ＮＨＫ営業サービス 
東京都渋谷区富ヶ谷1-17-10 

平成２年１月 

社長 井橋 光平 

http://www.nhk-nbs.co.jp/ 

○協会の委託による受信料関係の事務、

情報処理、受信相談の受付 等 

15,000
12,000
(80.0)
[94.3]

5,929
303

1,081

15(6) 
5(0) 

552    

7,260  
 

(5,982) 

0 

(  0)

ＮＨＫプリンテックス 
東京都渋谷区神山町1-2 

昭和40年４月 

社長 藤井 大二郎 

http://www.nhk-ptx.jp/ 

○協会の委託による編成に関する各種

データの処理 

○協会の放送番組の台本等の印刷 等 

5,000
1,000

(20.0)
[94.0]

2,835
143

1,132

11( 3) 
4( 0) 

108    

2,055 
 

(2,048) 

0 

(  0)

 

共同ビルヂング 
東京都渋谷区神山町4-14 

昭和46年３月 

社長 石渡 和夫 

http://www.kyodo-bil.co.jp/ 

○子会社等入居ビルの所有、管理、運営

等 

10,000

0

(  0)

[67.0]

3,021

244

2,630

10( 5) 

0( 0) 

 9    

22  

 

( 29) 

0 

(  0)
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会 社 名 

所 在 地 

設 立 年 月 

代 表 者 

ホ ー ム ペ ー ジ 

事業内容 

資 本 金

協会出資額

(比率％)

(*1) 

売上高 

当期利益

剰余金等

(*2) 

役員数 

役員兼任数 

従業員数 

(*3) 

 

協会支払額 

 

(*4) 

協会の

副次収入額

 

(*4) 

NHK Enterprises America 
437 Fifth Avenue, New York, 

N.Y. 10016 U.S.A. 

1994年４月 

社長 小林 信一 

○アメリカ地域における協会関連番組の

制作とその支援業務 

○ 協 会 関 連 番 組 の 制 作 等 に 関 す る リ

サーチ・コーディネーション業務 等 

250万$

0

(  0)

[52.0]

万$

1,951

19

608

人 

3( 1) 

1( 1) 

13     

百万円 

0  

 

(  0) 

百万円

0 

(  0)

NHK Enterprises Europe 
4 Millbank, Westminster 

London, SW1P 3JA U.K. 

1994年４月 

社長 近藤 圭一郎 

○ヨーロッパ地域における協会関連番組

の制作とその支援業務 

○ 協 会 関 連 番 組 の 制 作 等 に 関 す る リ

サーチ・コーディネーション業務 等 

41万£

0

(  0)

[51.2]

万£

449

9

202

 

3( 1) 

1( 1) 

11     

 
0  

 

(  0) 

0 

(  0)

 

アート制作工房 
東京都渋谷区宇田川町7-13 

昭和54年２月 

社長 長谷川 和夫 

 

○放送番組、各種イベント等に関するスタ

ジオ、ステージ美術装置のデザイン、

製作、操作業務 等 
（平成１５年度中に株式売却により協会の子

会社等の範囲からはずれる予定） 

万円

1,300

0

(  0)

[61.5]

百万円

777

19

191

4( 2) 

0( 0) 

126     

 1  

 

(  0) 

 0 

(  0)

アイテックリース 
東京都渋谷区神南1-4-1 

昭和59年９月 

社長 名取 浩三 

○放送・通信用設備、事務用機器の賃

貸、売買、維持管理 等 
（平成１５年度中に株式売却により協会の子

会社等の範囲からはずれる予定） 

2,000

0

(  0)

[60.0]

4,130

32

189

8( 4) 

0( 0) 

 11     

3,076  

 

(2,596) 

 0 

(  0)

アイテックメンテナンス 
東京都渋谷区神南1-4-1 

平成４年６月 

社長 西久保 荘五郎 

○放送局、有線テレビジョン、各種無線・

有線情報システムの設計、監理、施工

業務及び保守業務 等 
（平成１５年度中に株式売却により協会の子

会社等の範囲からはずれる予定） 

3,750

0

(  0)

[93.3]

※ 910

9

158

9( 4) 

0( 0) 

16     

 1  

 

(  0) 

 0 

(  0)

 
 
 
 
 

＜関連会社＞ 

会 社 名 

所 在 地 

設 立 年 月 

代 表 者 

ホ ー ム ペ ー ジ 

事業内容 

資 本 金

協会出資額

(比率％) 

(*1) 

売上高

当期利益

剰余金等

(*2) 

役員数 

役員兼任数 

従業員数 

(*3) 

 

協会支払額 

 

(*4) 

協会の 

副次収入額

 

(*4) 

 

日本文字放送 
東京都渋谷区宇田川町7-13 

昭和60年11月 

社長 椎名 敞 

http://www.telemo.co.jp/ 

 

○協会の放送設備を使用するテレビジョ

ン文字多重放送の実施 

○テレビジョン文字多重放送番組の制

作、販売 等 

万円

40,000

4,000

(10.0)

[37.5]

百万円

1,148

△ 50

311

人

14( 5) 

3( 0) 

49     
 

百万円

1,115  

 

( 345) 
 

  百万円

170  

( 101) 

放送衛星システム 
東京都渋谷区富ヶ谷1-16-4 

平成５年４月 

社長 泉 武博 

http://www.b-sat.co.jp/ 

○放送衛星の調達 

○放送衛星の中継機の譲渡、リース 

○放送衛星の管制 

○受託放送事業 等 

1,500,000

749,970

(49.998)

[49.998]

8,026

571

 357

15( 5) 

3( 0) 

63     

2,850  

 

(2,960) 

630 

( 939)

ＮＨＫ名古屋ビルシステムズ 
名古屋市東区東桜1-13-3 

平成２年12月 

社長 丹下 茂佑 

○ＮＨＫ名古屋放送センタービル施設

の維持、管理、運営 等 

2,000

1,000

(50.0)

[50.0]

※ 809

3

53

8( 2) 

3( 0) 

9     

530  

 

( 558) 

16 

( 16)

総合ビジョン 
東京都港区赤坂9-5-24 

昭和61年１月 

社長 萩原 肇 

○放送、有線テレビジョン、ビデオソフト

用映像素材の企画、制作、販売 等 

20,000

0

(  0)

[25.0]

3,758

177

515

11( 6) 

 0( 0) 

17     

0  

 

(  1) 

0 

(  0)

 



－１２６－ 

＜関連公益法人等＞ 

団 体 名 

所 在 地 

設 立 年 月 

代 表 者 

ホ ー ム ペ ー ジ 

事業内容 

 

基本財産

 

 

 

事業収入

 

(*2) 

役員数 

役員兼任数 

従業員数 

(*3) 

 

協会支払額 

 

(*4) 

協会の

副次収入額

 

(*4) 

 

ＮＨＫサービスセンター 
東京都渋谷区宇田川町41-1 

昭和26年２月 

理事長 河野 尚行 

http://www.nhk-sc.or.jp/ 

 

○協会の委託による番組情報誌の発行

及び番組公開、展示、広報業務 

○協会の委託による放送番組・素材の

保存 等 

万円

30,000

 

百万円

13,417

人

14( 7) 

1( 0) 

288     

百万円

7,222  

 

(7,318) 

百万円

628 

( 638)

ＮＨＫインターナショナル 
東京都渋谷区宇田川町7-13 

昭和55年７月 

理事長 稲葉 和彦 

http://www.nhkint.or.jp/ 

○協会の委託による外国の放送事業者

等への放送番組の提供 

○協会の放送番組を中心とした国際番

組ライブラリー事業の運営 等 

10,000 1,396

11( 3) 

1( 0) 

32     

746  

 

(807) 

11 

( 11)

ＮＨＫｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ 
東京都渋谷区宇田川町37-18 

昭和56年12月 

理事長 小幡 伊和男 

http://www.nes.or.jp/ 

○協会の委託による協会の研究開発に

基づく技術移転、特許の周知、斡旋 

○音響、映像、無線等に関する調査研

究並びに機器の試験、評価 等 

3,000 ※2,396

13( 4) 

1( 0) 

47     

236  

 

( 375) 

276 

( 254)

ＮＨＫ放送研修センター 
東京都世田谷区砧1-10-11 

昭和60年８月 

理事長 井手上 伸一 

http://www.nhk-cti.jp/ 

○協会の委託による協会職員に対する

研修 

○一般放送事業者の従業員等に対す

る研修 等 

10,000 ※2,482

13( 4) 

1( 0) 

73     

1,430  

 

(1,517) 

67 

( 88)

日本放送協会学園 
国立市富士見台2-36 

昭和37年10月 

理事長 和田 光弘 
http://www.nhk-gaku.ac.jp/n-gaku 

○協会の放送を利用する通信制高等

学校の運営 

○生涯学習通信講座の実施 等 

389,619
(平成13年度末)

※6,001

9( 5) 

3( 0) 

141     

300  

 

( 350) 

0 

(  0)

ＮＨＫ交響楽団 
東京都港区高輪2-16-49 

昭和17年４月 

理事長 田畑 和宏 

http://www.nhkso.or.jp/ 

○協会の放送での利用を目的とする演

奏の実施 

○公開演奏会の実施 等 
800 ※3,132

10( 3) 

1( 0) 

128     

1,354  

 

(1,384) 

6 

(  6)

ＮＨＫ厚生文化事業団 
東京都渋谷区神山町4-14 

昭和35年８月 

理事長 菅野 洋史 

http://www.npwo.or.jp/ 

○障害者、高齢者福祉事業への助成 

○協会の社会福祉番組の普及、周知

及び制作協力 等 

10,040 ※  495
12( 2) 

4( 0) 

16     

166  

 

( 182) 

3 

(  3)

日本放送協会共済会 
東京都渋谷区宇田川町41-1 

昭和30年２月 

理事長 浅田 章靖 
(http://www.disclo-koeki.org/02b/00523/) 

○協会役職員への福利厚生事業 等 174,316
(平成13年度末)

※8,371
<一般会計>

※9,497
<特別会計>

19( 8) 

12( 1) 

206     

1,193  

(1,315) 
<一般会計> 

7,183  

(6,412) 
<特別会計> 

0 

(  0)

 

このほか、健康保険法に基づく日本放送協会健康保険組合(昭和18年4月設立､理事長 布谷洋勝)がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－１２７－ 

子会社、関連会社からの出資先（議決権保有割合３％以上） 

（平成１５年３月３１日現在） 
 

＜子会社の出資＞ 

会社名 事業内容 
議決権保有割合

（％） 

有線テレビサービス㈱ 有線放送設備工事の設計、施工等 36.0 

Ｎｉｐｐｏｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ Ｓｅｒｖｉｃｅ （タイ国） 番組の制作、コーディネイト等 34.0 

㈱ Ｊリーグ映像 J リーグ公式試合映像の販売等 30.0 

アイシン共聴開発㈱ ＣＡＴＶ施設の調査、保守等 20.0 

㈱サンセイ 清掃、警備等 18.9 

Ｊａｐａｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ Ｇｒｏｕｐ        （米国） 北米における映像国際放送の実施 18.9 

㈱ＳＥＣ企画 放送番組等の制作、販売等 16.0 

㈱松崎照明 放送、舞台の照明、音声業務等 14.7 

㈱放文社 書籍の販売等 14.6 

㈱ネオテック 番組制作技術業務等 14.3 

Ｊａｐａｎ Ｓａｔｅｌｌｉｔｅ ＴＶ（Ｅｕｒｏｐｅ）    （英国） 欧州における映像国際放送の実施 13.8 

㈱千代田ビデオ スタジオ、附属設備の賃貸等 12.5 

㈱電波タイムス社 電波タイムズの発行等 11.3 

㈱日本プレスセンター プレスセンタービルの賃貸等 8.8 

東新紙業㈱ 用紙の販売等 8.4 

㈱渋谷ビデオスタジオ 貸しスタジオ等 8.0 

オールニッポンヘリコプター㈱ ヘリコプターの運行等 8.0 

江刺振興開発㈱ 「えさし藤原の郷」の管理等 7.0 

㈱アストロメディア広島 大型映像システムの操作等 7.0 

㈱メディアパークつくば 「ワープステーション江戸」の運営等 3.2 

このほか、議決権保有割合３％未満の出資先が３２社ある。 
 
＜関連会社の出資＞ 

会社名 事業内容 
議決権保有割合

（％） 

㈱総合音楽出版 音楽著作権、原盤の管理等 100.0 

栄公園振興㈱ 公園、テナント施設等の管理等 3.3 

このほか、議決権保有割合が３％未満の出資先が２社ある。 
 
 
（注）・資料４５に掲載している会社を除く。 
   ・議決権保有割合は、自己株式を除いたもの。 

（資料４７） 



－１２８－ 

子 会 社 等 以 外 へ の 出 資 

（平成１５年３月３１日現在） 

 

団体名 協会との関係 設立年月 資本金 発行済株数 持株数（比率*）

㈱ビーエス・コンディショナル

アクセスシステムズ 

Ｃ Ａ Ｓ 方 式 を 利 用 し た Ｉ Ｃ

カードの発行及び受信者管

理情報の提供 

平成12年 2月
万円

150,000
株 

30,000 
  株   ％

5,526(18.4)

福岡タワー㈱ 
電波塔の管理運用等を実

施 
昭和62年10月 300,000 60,000 3,200( 5.3)

㈱国際電気通信基礎技術研

究所 

協会と共同して放送を含む

電 気 通 信に係る基 盤 的 技

術の調査研究開発を実施 

昭和61年 3月 2,203,520 440,704 1,878( 0.4)

ＮＴＴビジュアル通信㈱ 

協 会 の調 査 研 究 の成 果 を

一般の利用に供する事業を

実施 

昭和59年 2月 124,725 24,945 40( 0.2)

＊比率は議決権保有割合 
 

 協会出資額(比率)

通信・放送機構 
協会の委託による放送衛

星の管理運用等を実施 
昭和54年 8月 439,741 ― 

万円  ％

78,927(17.9)

 

 

（注）・通信・放送機構に対する出資金は、「通信・放送機構法の一部を改正する法律」（平成11年法律第39号）に基づ

き、平成11年12月20日をもって無利子貸付金に転換している。 

・以下の９社は平成14年度中に解散した。 

㈱ＡＴＲ人間情報通信研究所、㈱ＡＴＲ音声翻訳通信研究所、㈱ＡＴＲ知能映像通信研究所、 

㈱ＡＴＲ環境適応通信研究所、㈱ＡＴＲ音声言語通信研究所、 

㈱コンディショナル・アクセス・テクノロジー研究所、㈱次世代衛星通信・放送システム研究所、 

㈱次世代デジタルテレビジョン放送システム研究所、㈱次世代情報放送システム研究所 
 
  

 

（資料４８） 
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